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は じ め に 

都は、東日本大震災の教訓を踏まえ、平成２４年１１月に新たな医薬品

等供給体制を整備するとともに、平成２６年９月に、本書の前身である「災

害時における薬剤師班活動マニュアル」を改定しました。また、平成３１

年３月には、災害対応訓練等の検証結果や「災害時医療救護活動ガイドラ

イン」の内容を踏まえ、マニュアルに代えて「災害時薬剤師班活動ガイド

ライン（旧称）」を策定し、薬剤師班の標準的な活動方針を示しました。 

この度の改定では、令和６年４月に新たに設置した「東京都災害薬事コ

ーディネーター」の活動内容等を整理するとともに、能登半島地震の被災

地における支援薬剤師班の活動経験を踏まえた内容の充実を図りました。

また、ガイドラインの内容が、薬剤師班の活動方針に加え、災害時の薬事

活動全般に掛かることから、名称を「災害時薬事活動ガイドライン」に変

更しました。 

災害時に被災地へ円滑に医薬品等を供給するためには、薬局薬剤師、病

院薬剤師、医薬品卸等の薬事関係者が、医師、歯科医師、看護師等の多職

種と連携し、その職能を最大限に発揮することが求められます。 

多くの方々に、今回改定した「災害時薬事活動ガイドライン」を御活用

いただき、区市町村の実情を踏まえた薬剤師や薬事関係者の活動や医薬品

等供給体制構築の一助としていただけることを願っております。 

本書の改定にあたり貴重な御意見を賜った皆様方に深く感謝いたしま

す。都は、これからも東京都薬剤師会をはじめとした関係機関との絆をよ

り一層深め、災害時における医薬品等供給体制の更なる強化に取り組んで

参りますので、引き続き、御指導・御協力いただければ幸いです。 

東京都保健医療局食品医薬品安全担当部長  早乙女 芳明 
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本本ガガイイドドラライインンににつついいてて 
１１  本本ガガイイドドラライインンのの目目的的  

本ガイドラインは、「東京都地域防災計画」に基づき、東京都全域、二次保健医
療圏、区市町村を単位とした災害医療体制の概要や各機関の役割など、基本的な
事項について記載した「災害時医療救護活動ガイドライン（第 3 版：令和 6 年 3
月改定）」に即して、災害時における薬剤師や薬事関係者の活動方針を示すことを
目的としています。 

第１章は「東京都の災害医療体制」、第２章は「災害薬事コーディネーターの活
動内容」、第 3 章は「薬剤師班の具体的活動内容」、第４章以降は、災害時に薬剤
師の活動の参考となる資料、通知等を掲載しています。 

２２  適適用用範範囲囲  
本ガイドラインは、薬事関係者や行政機関を対象に、災害発生前と同程度の医

療機能・医薬品等供給機能に復旧するまでの期間の活動方針とします。 
また、区市町村における薬剤師班活動の標準的な取扱いについて記載していま

すが、各区市町村が定める地域防災計画が優先されます。 

３３  改改定定のの経経緯緯  
「災害時における薬剤師班活動マニュアル」（平成２６年９月に最終改定）は、

薬剤師班が医療救護活動を実施するための「マニュアル（手引書）」という位置づ
けでした。 

しかし、薬剤師班は、主に区市町村が設置する医療救護所、集積場所等に派遣
され、区市町村の地域防災計画等に基づき活動することから、平成３０年度に設
置した「災害時における薬剤師班活動マニュアル検討委員会」で検討を行い、こ
れまでのマニュアルに代わり、薬剤師班の標準的活動方針を示す「災害時薬剤師
班活動ガイドライン」を新たに策定しました。 

令和６年４月、新たに東京都災害薬事コーディネーターを設置し、その活動内
容を整理するとともに、これまでの災害対応や防災訓練等の検証結果を踏まえ、
災害時の医療救護活動をより一層的確に行えるよう検討を重ね、第２版として改
定を行いました。併せて、これまでよりも災害時の薬事活動全般にかかる内容と
なることから、名称を「災害時薬事活動ガイドライン」に変更しました。 

４４  「「災災害害時時薬薬剤剤師師班班活活動動ガガイイドドラライインン検検討討委委員員会会」」委委員員名名簿簿  

  所 属 、役 職 等  氏  名 

 ① 東京都医師会 理事 新 井  悟 
 ② 東京医薬品卸業協会 石 井 由喜雄 

 ③ 東京都市保健衛生担当課長会・小金井市福祉保健部健康課長 伊 藤 崇 
 ④ 日本保険薬局協会災害対策・社会貢献委員会委員 緒 方 孝 行 
 ⑤ 日本チェーンドラッグストア協会 小 川 清一郎 
 ⑥ 特別区保健衛生主管課長会・板橋区健康生きがい部健康推進課長 折 原 孝 
 ⑦ 東京都保健医療局医療政策部救急災害医療担当課長 上 村 淳 司 
 ⑧ 東京都薬剤師会 常務理事・東京都災害薬事コーディネーター 貞 松 直 喜 
 ⑨ 東京都病院薬剤師会 災害対策特別委員会 副委員長・東京都災害薬事コーディネーター 高 山 和 郎 
会長 ⑩ 東京都薬剤師会 副会長・東京都災害薬事コーディネーター 宮 川 昌 和 
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第第１１章章  東東京京都都のの災災害害医医療療体体制制 

第１節 東京都の災害医療体制概要 

１１  東東京京都都地地域域防防災災計計画画とと災災害害時時医医療療救救護護活活動動ガガイイドドラライインン  
災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P2より 

（１）東京都地域防災計画 

  東京都地域防災計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 40

条の規定に基づき東京都防災会議が策定する計画で、医療情報の収集伝達体制、

初動期の医療救護活動、負傷者等の搬送体制、医薬品・医療資器材の供給など

について定めています。 

 

（２）災害時医療救護活動ガイドライン 

災害時医療救護活動ガイドラインは、東京都防災会議が令和４年５月に公表

した「首都直下地震等による東京の被害想定」と同程度の規模の地震など、地

域における医療機能が低下した場合に必要な医療救護活動について、東京都（以

下「都」といいます。）の方針を示したものです。 

東京都地域防災計画で定める医療救護活動を具体化したものとして、大規模

な風水害等の災害があった場合にも準用します。 

 災害時医療救護活動ガイドラインの項目及び主な内容は、下表のとおりです。 

 

[表：災害時医療救護活動ガイドライン各章の項目と主な内容] 

章 項 目 主 な 内 容 

第１章 

 

災害医療体制の基本事項 

 

東京都の災害医療体制の概要や各機関の役割

など、基本的な事項について記載しています。 

第２章 

 

発災直後から急性期までの

医療救護活動 

外傷治療及び救命救急ニーズに対応するため

の標準的な活動方針について記載しています。 

第３章 

 

亜急性期から慢性期・中長

期までの医療救護活動 

主に亜急性期以降の標準的な活動方針につい

て記載しています。 

第４章 

第５章 

 

様式・資料編 

広域災害救急医療情報ｼｽﾃﾑ

（EMIS）編 

災害時に使用する様式、関係機関一覧、トリア

ージ、広域災害救急医療情報システムの活用方

法等について記載しています。 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P2表 1 



3 

２２  フフェェーーズズ                                                                      

 フェーズ（phase）とは、「局面・段階」などを意味します。都では、フェーズ

の区分を、発災直後から中長期までの６区分としています。 

 

[表：フェーズ区分] 

フェーズ区分 
０ 発災直後 
（発災～６時間）

１ 超急性期 
（～７２時間） 

２ 急性期 
（～１週間程度）

３ 亜急性期 
（～１か月程度）

４ 慢性期 
（～３か月程度）

５ 中長期 
（３か月程度～）

医療ニーズ 
 

 
 

 

   

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P3表 2に基づき作成 

 

[表：フェーズ区分の想定期間と状況] 

区 分 想定期間 状  況 

 
 

０ 
 
 

発
災
直
後 

発災～ 

６時間 

建物の倒壊や火災等の発生により、傷病者が多数

発生し、救出救助活動が開始される状況 

 
 

１ 
 
 

超
急
性
期 

６時間～ 

７２時間 

救助された多数の傷病者が医療機関に搬送される

が、ライフラインや交通機関が途絶し、被災地外

からの人的・物的支援の受入れが少ない状況 

 
 

２ 
 
 

急
性
期 

７２時間～ 

１週間程度 

被害状況が少しずつ把握でき、ライフライン等が

復旧し始めて、人的・物的支援の受入体制が確立

されている状況 

 
 

３ 
 
 

亜
急
性
期 

１週間～ 

１か月程度 

地域医療やライフライン機能、交通機関等が徐々

に復旧している状況 

 
 

４ 
 
 

慢
性
期 

１か月～ 

３か月程度 

避難生活が長期化しているが、ライフラインがほ

ぼ復旧して、地域の医療機関や薬局が徐々に再開

している状況 

 
 

５ 
 
 

中
長
期 

３か月以降 
医療救護所がほぼ閉鎖されて、通常診療がほぼ再

開している状況 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P3表 3に基づき作成 

 

 

外傷治療・救命救急のニーズ 慢性疾患治療・被災者の健康管理等 

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）Ｐ3より 
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３３  二二次次保保健健医医療療圏圏をを単単位位ととししたた災災害害医医療療体体制制  
災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P4,P5 より 

 首都直下地震等が発生した場合、都が統括管理する被災地域は広範囲になるこ

とが想定されることから、より迅速かつ的確に区市町村を支援できるように、二

次保健医療圏を単位とした災害医療体制を導入しています。 

  

 

[図：東京都の二次保健医療圏] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：東京都保健医療計画（令和６年３月改定）P51 

 
 
 二次保健医療圏 構成区市町村

面積
（㎢）

人口
（人）

区中央部 千代田区、中央区、港区、文京区、台東区 63.64 947,858

区南部 品川区、大田区 84.70 1,170,569

区西南部 目黒区、世田谷区、渋谷区 87.83 1,475,635

区西部 新宿区、中野区、杉並区 67.87 1,285,373

区西北部 豊島区、北区、板橋区、練馬区 113.92 1,993,903

区東北部 荒川区、足立区、葛飾区 98.21 1,365,611

区東部 墨田区、江東区、江戸川区 106.68 1,494,327

西多摩
青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、檜原村、
奥多摩町

572.70 379,043

南多摩 八王子市、町田市、日野市、多摩市、稲城市 324.46 1,440,971

北多摩西部 立川市、昭島市、国分寺市、国立市、東大和市、武蔵村山市 90.05 658,632

北多摩南部 武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、小金井市、狛江市 96.10 1,061,790

北多摩北部 小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市 76.51 749,421

島しょ
大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、
青ヶ島村、小笠原村

401.64 24,461

2,193.79 14,047,594計

資料：総務省「国勢調査」（令和２年）
　　　国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調（令和５年４月１日時点）」
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４４  災災害害医医療療ココーーデディィネネーータターーをを中中心心ととししたた情情報報収収集集体体制制及及びび医医療療救救護護活活

動動のの統統括括・・調調整整  
災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P5より 

（1）災害医療コーディネーター 

都は、医療救護に必要な情報を集約一元化して、迅速かつ的確に医療救護活動

を行うことができるように、東京都災害医療コーディネーター、及び東京都地域

災害医療コーディネーター（以下「地域災害医療コーディネーター」という。）を

指定しています。また、各区市町村においても、災害医療コーディネーター（以

下「区市町村災害医療コーディネーター」という。）を指定しています。 

[表：災害医療コーディネーターの種別] 

種  別 役  割 

東京都災害医療 

コーディネーター 

都内全域の医療救護活動を統括・調整するため、都に対して

医学的な助言を行う都が指定する医師 

地域災害医療 

コーディネーター 

各二次保健医療圏域の医療救護活動を統括・調整するため、

都が指定する医師 

区市町村災害医療 

コーディネーター 

区市町村内の医療救護活動を統括・調整するため、区市町村

に対して医学的な助言を行う区市町村が指定する医師 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P5表 4 

（2）災害時小児周産期リエゾン 
都は、小児・周産期に係る医療救護活動に必要な情報を集約一元化し、迅速か

つ的確に医療救護活動を行うことができるよう、災害医療コーディネーターと連
携しながら、医療ニーズに応じた搬送調整、人的支援等の調整等を行う東京都災
害時小児周産期リエゾン及び地域災害時小児周産期リエゾンを指定しています。 

[表：災害時小児周産期リエゾンの種別] 

種  別 役  割 

東京都災害時小児 

周産期リエゾン 

都内全域の小児周産期領域に係る医療救護活動を統括・

調整するため、都及び東京都災害医療コーディネーター

等に対して助言を行う、都が指定する医師 

地域災害時小児 
周産期リエゾン 

各二次保健医療圏域の小児周産期領域に係る医療救護
活動を統括・調整するため、都が指定する医師 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P5表 5 

（3）災害薬事コーディネーター 

都は、災害時に、薬事に関する活動の総合調整を適切かつ円滑に行うことがで
きるように、東京都災害薬事コーディネーターを指定しています。また、区市町
村においても、区市町村災害薬事コーディネーターを指定しています。 

[表：災害薬事コーディネーターの種別] 

種  別 役  割 

東京都災害薬事 

コーディネーター 

災害時に、都が薬事に関する活動の総合調整を適切かつ円

滑に行えるよう支援し、東京都災害医療コーディネーター

をサポートするため、都が指定する薬剤師 

区市町村災害薬事 

コーディネーター 

災害時に、地域の医療救護活動が円滑に行われるよう、薬

事に関する調整を担う区市町村が指定する薬剤師 
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５５  地地域域をを単単位位ととししたた医医療療救救護護活活動動のの統統括括・・調調整整 
都は、各二次保健医療圏の医療救護活動を統括・調整するために医療対策拠点

を設置します。 
また、区市町村は、各区市町村単位で医療救護活動を統括・調整するために医

療救護活動拠点を設置します。 
 
[表：地域の医療救護活動を統括・調整する拠点となる場所] 

種  別 役  割 

医 療 対 策 拠 点 

都が、圏域内の区市町村から情報収集を行い、地域災害医

療コーディネーターとともに医療救護活動の統括・調整を

行う場所として、地域災害拠点中核病院等に設置する拠点 

医療救護活動拠点 
区市町村が、医療救護所や在宅療養者の医療支援に関して

調整・情報交換するために設置する拠点 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P5表 6 

 

６６  医医療療提提供供施施設設のの役役割割分分担担                                                    
災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P6,P14 より 

 被災地の限られた医療資源を有効に活用し傷病者に迅速に対応するために、都

内全ての医療提供施設の役割分担について下表のとおり定めています。 

[表：災害時における病院の役割分担] 

種  別 役 割 分 担 

災害拠点病院 主に重症者の収容・治療を行う都が指定する病院 

災害拠点連携病院 
主に中等症者又は容態の安定した重症者の収容・治療を

行う都が指定する病院 

 
災害医療支援病院 

主に専門医療、慢性疾患への対応、区市町村地域防災計

画に定める医療救護活動を行う病院 

（災害拠点病院及び災害拠点連携病院を除く全ての病院） 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P6表 7 

[表：診療所・歯科診療所・薬局の種別と役割分担] 

種  別 役 割 分 担 

専門的医療を行う 

診療所 
原則として、診療を継続する診療所 
（救急告示医療機関、透析医療機関、産科及び有床診療所） 

診療所 
歯科診療所 
薬 局 

区市町村地域防災計画に定める医療救護活動又は診療を
継続する診療所、歯科診療所及び薬局 

（上記以外の診療所、歯科診療所及び薬局） 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P14 表 13   
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７７  医医療療救救護護活活動動ににおおけけるる関関係係機機関関のの連連携携体体制制とと役役割割分分担担  
災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P10～13 より 

都は、被災者の救護に万全を期するため、関係機関と密接に連携し活動します。

初動期の連携体制は下図、各関係機関の役割等については下表と次ページの表の

とおりです。 

[図：発災直後から急性期までの連携体制] 

 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P10 図 3 

[表：医療情報の収集伝達体制] 

機 関 名 活 動 内 容 

東京都 
保健医療局 
 
 
 

○ 区市町村、東京消防庁、都医師会、都歯科医師会及び都薬
剤師会など関係機関と連携し、東京都災害医療コーディネー
ター等を中心に被害状況及び活動状況等を集約 

〇 東京都災害薬事コーディネーターは、薬事に関する情報集
約を支援 

○ 医療機関の被害状況及び活動状況等について、医療対策拠
点や区市町村と情報共有 

○ 各種広報媒体や報道機関等を通じた都民への広報 

医療対策拠点 
（二次保健医療
圏） 
 

○ 東京都地域災害医療コーディネーターは、東京ＤＭＡＴ 
や地域災害時小児周産期リエゾンの支援を受け、各二次保健
医療圏内の医療機関の被害状況等を収集し、東京都災害医療
コーディネーターと情報を共有 

区市町村 
 
 
 

○ 地区医師会、地区歯科医師会、地区薬剤師会、区市町村災
害医療コーディネーター及び区市町村災害薬事コーディネ
ーター等と連携して、人的被害や医療機関などの被害状況等
を集約し、圏域内の医療対策拠点に報告 

○ 地域住民に対する相談窓口の設置 

副本部長：副知事、警視総監、消防総監
本 部 員：局 長、危機管理監

他県等（被災地外）

被災現場
（東京DMAT）

政 府
（緊急災害対策本部等）

内
閣
府

厚
生
労
働
省

そ
の
他
各
省
庁

現場指揮
本部長

本 部 長 ： 知 事二次保健医療圏医療対策拠点
（基幹・中核病院に設置）

東

京

消

防

庁

そ

の

他

各

局

本部長 ： 区市町村長

区市町村
災害対策本部

保健医療局

地
区
薬
剤
師
会

地
区
歯
科
医
師
会

地
区
医
師
会

都
立
病
院

災
害
医
療
支
援
病
院

災
害
拠
点
連
携
病
院

消
防
方
面
本
部

・
消
防
署

方
面
本
部
・
警
察
署

警

視

庁

災害拠点病院

東京都災害対策本部

自
衛
隊

指定公共機関、
指定地方公共機関等関係機関

日
本
赤
十
字
社

東
京
都
支
部

献
血
供
給
事
業
団

東
京
都
医
師
会

東
京
都
薬
剤
師
会

東
京
都
歯
科
医
師
会

そ
の
他協

定
締
結
団
体

東
京
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
指
定
病
院

防
衛
省

周産期母子医療ｾﾝﾀｰ、
こども救命ｾﾝﾀｰ等

地域災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

東京

DMAT

保健衛生主管部課

（医療救護活動拠点）

区市町村災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

災害薬事ｾﾝﾀｰ

区市町村災害
薬事ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

東
京
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
登
録
機
関

本部各局

福

祉

局

東京

DMAT

地域災害時小児
周産期ﾘｴｿﾞﾝ

東京DMAT
連携隊

東京都災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

東京都災害時
小児周産期

ﾘｴｿﾞﾝ

東京

DMAT

東京都災害
薬事ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
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都医師会 
都歯科医師会 
都薬剤師会 

 
○ 被害状況及び活動状況等を把握し、都に報告 
 

 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P11 表 11 に基づき作成 

 

[表：初動期の医療救護活動] 

機 関 名 活 動 内 容 

東京都 

保健医療局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 医療救護に関する総合的な指揮命令及び連絡調整 

○ 東京都災害医療コーディネーターの医学的な助言を受け、

都内全域の医療救護活動等を統括・調整 

○ 東京都災害時小児周産期リエゾンの助言を受け、都内全域

の小児周産期領域に係る医療救護活動等を統括・調整 

〇 東京都災害薬事コーディネーターの薬学的な助言を受け、

都内全域の薬事活動を統括・調整 

○ 医療機関の空床利用や収容能力の臨時拡大等を要請 

○ 災害現場などの多数傷病者に対して救命処置を実施する

ため、東京ＤＭＡＴを派遣 

○ 災害時の精神科医療ニーズに対応するため、東京ＤＰＡＴ

を派遣 

○ 区市町村から要請があった場合、又は医療救護の必要があ

ると都が認めた場合、都医療救護班等を派遣 

○ 東京都立病院機構のほか、都医師会、日赤東京都支部、災

害拠点病院に都医療救護班を、都歯科医師会に都歯科医療救

護班を、都薬剤師会に都薬剤師班の派遣をそれぞれ要請し、

医療救護所等へ派遣 

○ 医療救護体制が不足する場合には、九都県市相互応援協定

等に基づき、応援を要請 

○ 相互応援協定等に基づく医療救護班や日本ＤＭＡＴ等医

療救護チームの要請・受入システムや医療スタッフ等の受入

体制を確立し、活動拠点等を確保 

医療対策拠点 

（二次保健医療
圏） 

 

○ 基幹災害拠点病院及び地域災害拠点中核病院に二次保健

医療圏医療対策拠点を設置 

○ 東京都地域災害医療コーディネーターは、東京ＤＭＡＴの

支援を受け、都職員とともに圏域内の医療救護活動等を統

括・調整 

○ 東京都地域災害医療コーディネーターは、必要に応じて地

域災害医療連携会議を開催し、圏域内の医療救護活動を調整 

〇 地域災害時小児周産期リエゾンは、都職員とともに圏域内

の小児周産期領域に係る医療救護活動を統括・調整 

東京消防庁 ○ 都保健医療局と連携して、可能な範囲で救急隊を派遣 

○ 東京ＤＭＡＴと連携して、救命処置等を実施 
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区市町村 ○ 災害時における医療救護を一次的に実施 

○ 区市町村災害医療コーディネーターの医学的な助言を受

け、区市町村内の医療救護活動等を統括・調整 

〇 区市町村災害薬事コーディネーターの薬学的な助言を受

け、区市町村内の薬事活動を統括・調整 

○ 避難所等に避難所医療救護所を設置 

○ 災害拠点病院等の近接地等に緊急医療救護所を設置・運営 

○ 急性期以降は、医療救護活動拠点を設置して、医療救護所

や在宅療養者への医療支援について調整 

○ 避難所等において定点・巡回診療を実施 

○ 自らの公的医療機関において医療救護を行うほか、地区医

師会、地区歯科医師会及び地区薬剤師会との協定（島しょ地

域を除く）に基づき、医療救護を実施するよう要請 

○ 医療救護体制が不足する場合には、東京都地域災害医療コ

ーディネーターに応援を求める。 

〇 災害薬事センターを設置して区市町村災害薬事コーディ

ネーターの管理の下、医薬品供給や薬剤師班派遣を調整 

都医師会 

都歯科医師会 

都薬剤師会 

○ 協定に基づく医療救護班、歯科医療救護班及び薬剤師班の

派遣要請があった場合は、都医療救護班、都歯科医療救護班、

都薬剤師班を編成・派遣 

日本赤十字社  

東京都支部 

○ 都からの要請又は自主的な判断に基づき、積極的に医療救

護活動等に協力する。 

○ 都と締結した業務委託契約に基づき、都医療救護班を編成

し、医療及び助産救護等を行う。 

〇 血液救護班を設置し、災害時の救護活動における輸血用血

液供給業務を実施 

献血供給事業団 ○ 都から「災害時における血液製剤の供給業務に関する協定

書」に基づく血液製剤等の供給要請があった場合は、日赤東

京都支部などと協力して行う。 

○ 都外から血液製材の輸送要請があった場合、東京都赤十字

血液センター等と協力して行う。 

都看護協会 ○ 都から協定に基づく要請があった場合は、応急救護の実施

及び衛生材料の提供等、医療救護所等における看護業務を行

う。 

都柔道整復師会 ○ 都から協定に基づく協力要請があった場合は、応急救護の

実施及び衛生材料の提供などの医療救護活動等に協力する。 

○ 救護所において行う応急救護は、医師の指示により実施 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P12 表 12 に基づき作成 
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〔参考：通信手段について〕  出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P59 

 災害時においては、様々な通信手段を活用することにより、関係機関と情報共

有することが求められますが、「災害時医療救護活動ガイドライン」では、「電話

等」及び「電子メール・ＦＡＸ等」を下記のとおり想定しています。さらに、こ

うした基本的な通信手段のほか、多数の関係者が同時に情報共有等を行う必要が

ある際などは、インターネットの接続状況によって、新型コロナ禍で普及した「Ｗ

ＥＢ会議システム」も活用し、効果的・効率的な情報共有を行うことが必要です。 

① 電 話 等       固定電話、携帯電話、防災行政無線、ＭＣＡ無線、

衛星携帯電話など遠隔地と会話できる通信手段 

※ ＭＣＡ無線は、令和１１年５月３１日でサービス終了予定 

② 電子メール・ＦＡＸ等 電子メール・ＦＡＸ、防災行政ＦＡＸなど遠隔地に

資料を送信できる通信手段 

③ WEB 会議システム  インターネット環境下で、ＷＥＢ会議により、多数

の関係者が同時に、映像、音声、資料共有などがで

きる通信手段。 

 

 

  



11 

　　※最初の０を除く

※事前手続必要

※事前手続必要

※国際区分登録済は不要

※国際区分登録済は不要

呼出キー
発信番号 相手先番号

＋ 81 ＋
国番号

固定電話
携帯電話

ワイドスター

00 ＸＸＸＸＸＸＸ ＋

インマルサット
・イリジウム

KDDI：001
NTTｺﾐｭ：0033
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：0061 ＋ 010 ＋ 870

ＸＸＸＸＸＸＸ ＋ 呼出キー
発信番号 イリジウム番号

＋イリジウム 00

ワイドスター

インマルサット
010

国際電話

イリジウム

ＸＸＸＸＸＸＸ
ｱｸｾｽ番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

呼出キー＋ ＋00
発信番号

870＋

＋ 870
ｱｸｾｽ番号

009130
事業者識別番号

＋

インマルサット

＋

ＸＸＸＸＸＸＸ

固定電話
携帯電話

ワイドスター

事業者識別番号 国際電話 ｱｸｾｽ番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

KDDI：001
NTTｺﾐｭ：0033
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：0061 ＋ 010

通常の発信方法

ＸＸＸＸＸＸＸ

事業者識別番号 国際電話 イリジウム番号

＋

ＸＸＸＸＸＸＸ
ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

009130 ＋ 010 ＸＸＸＸＸＸＸ
事業者識別番号 国際電話 イリジウム番号

＋

携帯電話
NTTﾄﾞｺﾓ
Softbank
ｳｨﾙｺﾑ

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ

010 ＋ 870 ＸＸＸＸＸＸＸ
国際電話 ｱｸｾｽ番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

イリジウム 010 ＋ ＸＸＸＸＸＸＸ
国際電話 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

固定電話

インマルサット ＋

イリジウム

インマルサット ＋

イリジウム ＋ ＸＸＸＸＸＸＸ
ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

005345

携帯電話
ａｕ

インマルサット ＋ 870 ＋ ＸＸＸＸＸＸＸ
ｱｸｾｽ番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

005345

〔参考：衛星携帯電話等の発信方法〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P60 
  

57 

 〔参考：衛星携帯電話等の発信方法〕 

　　※最初の０を除く

※事前手続必要

※事前手続必要

※事前手続必要

※国際区分登録済は不要

※国際区分登録済は不要

※国際区分登録済は不要

81 ＋

スラーヤ 00 ＋ 88216 ＋

インマルサット
・イリジウム
・スラーヤ

インマルサット 00 ＋ 870 ＋

イリジウム 00 ＋
8816/8817

ＸＸＸＸＸＸＸ ＋ 呼出キー
発信番号 アクセス番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

ＸＸＸＸＸＸＸ ＋ 呼出キー
発信番号 アクセス番号 イリジウム番号

＋

＋ 呼出キー
発信番号 アクセス番号 スラーヤ番号

ＸＸＸＸＸＸＸ

固定電話
携帯電話

ワイドスター

ＸＸＸＸＸＸＸ ＋ 呼出キー
発信番号 国番号 相手先番号

固定電話
携帯電話

ワイドスター

00 ＋

ワイドスター

インマルサット
009130 ＋ 010 ＋

イリジウム
009130 ＋ 010

870 ＋ ＸＸＸＸＸＸＸ
事業者識別番号 国際電話 ｱｸｾｽ番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

8816/8817
＋ ＸＸＸＸＸＸＸ

事業者識別番号 国際電話 アクセス番号 イリジウム番号
＋

スラーヤ
009130 ＋ 010 ＋ 88216

＋ 870

＋ ＸＸＸＸＸＸＸ
事業者識別番号 国際電話 アクセス番号 スラーヤ番号

通常の発信方法

8816/
8817

＋ ＸＸＸＸＸＸＸ

事業者識別番号 国際電話 ｱｸｾｽ番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号

KDDI：001
NTTｺﾐｭ：0033
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：0061
楽天：0037

＋ 010

ＸＸＸＸＸＸＸ

事業者識別番号 国際電話 ｱｸｾｽ番号 イリジウム番号

イリジウム

KDDI：001
NTTｺﾐｭ：0033
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：0061
楽天：0037

＋ 010 ＋

ＸＸＸＸＸＸＸ

事業者識別番号 国際電話 ｱｸｾｽ番号 スラーヤ番号

スラーヤ

KDDI：001
NTTｺﾐｭ：0033
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：0061
楽天：0037

＋ 010 ＋ ＋

固定電話

インマルサット

スラーヤ 010 ＋ 88216 ＋

88216

＋

携帯電話
NTTﾄﾞｺﾓ

au
Softbank
楽天

インマルサット 010 ＋ 870 ＋

国際電話 ｱｸｾｽ番号
イリジウム 010 ＋

8816/8817
＋ ＸＸＸＸＸＸＸ

イリジウム番号

ＸＸＸＸＸＸＸ
国際電話 ｱｸｾｽ番号 スラーヤ番号

ＸＸＸＸＸＸＸ
国際電話 ｱｸｾｽ番号 ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ番号
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８８  東東京京都都災災害害対対策策本本部部                                                          

都は、大規模な災害が都内で発生し、又は発生するおそれがある場合、東京都

災害対策本部等を設置します。 

 

[表：災害対策本部等の種別] 

種  別 説   明 

東京都災害対策本部 

 （本部長：知事） 

大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合
において、災害対策活動の推進を図るため必要があると認
めるときは本部を設置 

ただし、夜間休日等の勤務時間外において震度６弱以上
の地震（島しょを除く。）が発生した場合は、自動的に設置 

 

 

 

 

災害応急対策本部 

（本部長：知事） 

 暴風雨、大雨、津波、高潮又は洪水の警報が発せられた
とき、利根川、荒川又は多摩川に指定河川洪水予報が発せ
られたとき、水防警報が発せられたとき、大雨、津波、高
潮又は洪水の注意報が発せられた場合等で災害の発生の
おそれがあるとき、局地的災害が発生したときにおいて、
特に必要があると認めたときに本部を設置 

災害即応対策本部 

（本部長：危機管理監）

 

 集中豪雨による局地的な災害が発生したとき、大規模事
故やテロ等で、突発的かつ局地的な災害が発生したとき、
局地的な災害発生のおそれがある場合で応急対策本部を
設置しないときにおいて、必要があると認めたときに本部
を設置   

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P21 表 16 

  

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P21,P22 より 
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国は、令和４年７月２２日付「大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の
整備について」において、被災都道府県に対して、当該都道府県に係る大規模災
害が発生した場合には、速やかに、都道府県災害対策本部の下に、その災害対策
に係る保健医療福祉活動の総合調整を行うための本部（以下「保健医療福祉調整
本部」という。）を設置することを求めています。 

保健医療福祉調整本部は、都道府県内における保健医療活動チームの派遣調整、
保健医療福祉活動に関する情報連携、保健医療福祉活動に係る情報の整理及び分
析を行います。 

都においては、保健医療局と福祉局、両局の災害対策本部の連携体制を、保健
医療福祉調整本部とします。 

 
［図：都における保健医療福祉調整本部の体制］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P22 図 9に基づき作成 

 
東京都災害医療コーディネーターは、都内全域の医療救護活動を統括・調整す

るため、都に対して医学的な助言を行うことから、上記の体制を基本とし、医療
政策部以外の保健医療局及び福祉局の災害対策本部の各部門や局長等に対して
も、医学的な助言を行う。 

なお、東京都災害薬事コーディネーターは、薬学的な助言等を行います。 
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９９  医医療療対対策策拠拠点点                                                                

 都は、原則として、以下の基準により、の基幹災害拠点病院※１及び地域災害拠

点中核病院※２に、医療対策拠点を設置します。 

地域災害医療コーディネーターは、医療対策拠点に参集して圏域内の医療救護

活動を統括・調整します。 

※１ 基幹災害拠点病院 

基幹災害拠点病院とは、災害拠点病院に対する訓練研修機能等を有する病院と

して、原則として都道府県に１か所指定される病院をいいます。 

都は、人口規模が大きいことから、都立広尾病院と国立病院機構災害医療セン

ターの２か所を指定しています。 

※２ 地域災害拠点中核病院 

地域災害拠点中核病院とは、二次保健医療圏（基幹災害拠点病院を有する医療

圏及び島しょ保健医療圏を除く。）に１か所指定される病院をいいます。 

 

(1) 開設準備 

都内（島しょ部を除く）で震度５強以上の地震が発生した場合、都内全ての

基幹災害拠点病院及び災害拠点中核病院において、直ちに医療対策拠点の開設

準備に取り掛かります。 

大規模な風水害が予想される等、都が必要と判断し基幹災害拠点病院及び災

害拠点中核病院に連絡があった場合には、同様に開設の準備を行います。 

 

(2) 設置 

都内（島しょ部を除く）で震度６弱以上の地震が発生した場合、または、都

が医療対策拠点の開設を基幹災害拠点病院及び災害拠点中核病院に要請した場

合、都内全ての基幹災害拠点病院及び災害拠点中核病院において、直ちに医療

対策拠点を開設します。 

また、自院の医療対策拠点の初動要員として施設長等から指名された東京Ｄ

ＭＡＴ隊員が、速やかに地域災害医療コーディネーターの支援に入るととも

に、都職員が医療対策拠点に直ちに参集し、体制を整えます。 

 

 

 

 

  

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P33,P34 より 
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[表：医療対策拠点一覧]  

 
二次保健 
医療圏 

構成区市町村 
設置医療機関 [ ]は略記号 

（基幹災害拠点病院、地域災害拠点中核病院） 

１ 区中央部 
千代田区、中央区、港区、 
文京区、台東区 

[日]日本医科大学付属病院 
 （文京区千駄木１－１－５） 

２ 区 南 部 品川区、大田区 
[大]東邦大学医療センター大森病院 
 （大田区大森西６－１１－１） 

３ 区西南部 目黒区、世田谷区、渋谷区 
[広]東京都立広尾病院 
 （渋谷区恵比寿２－３４－１０） 

４ 区 西 部 新宿区、中野区、杉並区 
[東]東京医科大学病院 
 （新宿区西新宿６－７－１） 

５ 区西北部 
豊島区、北区、板橋区、 
練馬区 

[帝]帝京大学医学部附属病院 
 （板橋区加賀２－１１－１） 

６ 区東北部 荒川区、足立区、葛飾区 
[女]東京女子医科大学附属足立医療センター 
 （荒川区江北４－３３－１） 

７ 区 東 部 墨田区、江東区、江戸川区 
[墨]東京都立墨東病院 
 （墨田区江東橋４－２３－１５） 

８ 西 多 摩 
青梅市、福生市、羽村市、 
あきる野市、西多摩郡 

[青]市立青梅総合医療センター 
 （青梅市東青梅４－１６－５） 

９ 南 多 摩 
八王子市、町田市、 
日野市、多摩市、稲城市 

[八]東京医科大学八王子医療センター 
 （八王子市館町１１６３） 

10 
北 多 摩 
西 部 ● 

立川市、昭島市、国分寺市、
国立市、東大和市、武蔵村山市 

[災]国立病院機構災害医療センター 
 （立川市緑町３２５６） 

11 
北 多 摩 
南 部 ● 

武蔵野市、三鷹市、府中市、
調布市、小金井市、狛江市 

[多]東京都立多摩･小児総合医療センター
 （府中市武蔵台２－８－２９） 

12 
北 多 摩 
北 部 ● 

小平市、東村山市、清瀬市、
東久留米市、西東京市 

[昭]公立昭和病院 
 （小平市花小金井８－１－１） 

13 島 し ょ 
東京都災害対策本部地方隊（各支庁※）が対応 
 ※ 大島支庁、三宅支庁、八丈支庁、小笠原支庁の４支庁 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P34 表 22 
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国は、令和４年７月２２日付「大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制

の整備について」において、複数の市町村をまとめた地域における保健医療福

祉調整の拠点として、保健所を想定しています。 

都においては、保健及び福祉に関する調整は、東京都災害対策本部と区市町

村災害対策本部が直接連携して行いますが、二次保健医療圏の医療救護に関す

る調整は、医療対策拠点で行うこととしています。 

医療対策拠点は、保健医療局の災害対策本部と連携して活動することに加え

て、地域災害医療コーディネーターが中心となり、各圏域で地域災害医療連携

会議を実施することとしており、連携会議には区市町村（保健所含む）、都保健

所が構成員に含まれているため、連携会議を通じて圏域の各主体が情報を共有

することができるため、地域の保健・福祉のニーズを踏まえた調整を行いま

す。 

 

［図：地域における保健医療福祉調整の体制］ 
 

 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P35 図 10  

 

※上記の構成を基本として、各医療対策拠点で柔軟に組織を構成します。 

 地域災害医療コーディネーターの補佐役として、医療チームの代表者や行政職員等を追加す

ることや、参集した都職員のほか、区市町村職員を各部門に配置することも、円滑な連携に有

効です。  
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1100  医医療療救救護護活活動動拠拠点点  

（１）医療救護活動拠点の設置 

医療救護所を開設する区市町村は、区市保健所や保健センターなどに医療救

護活動拠点を設置します。 

 

（２）医療救護活動拠点の機能 

医療救護活動拠点では、毎朝・毎夕など定期的にミーティングを開催します。 

このミーティングでは、区市町村災害医療コーディネーターを中心に、医療

救護救護活動方針の確認や情報交換等を行います。 

特に、各医療救護所の運営に不均衡が生じないように、医療救護班等が不足

している医療救護所がないか、医療救護所の人的・物的支援に不均衡がないか、

医療救護活動が継続的かつ計画的に行われているか、などについて確認します。 

 

（３）医療救護活動拠点の閉鎖 

区市町村は、医療救護所の設置数や医療救護活動の状況から、医療救護活動

拠点の閉鎖時期を決定します。 

  

[参考:医療救護活動拠点のレイアウト(例) ] 

 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P45 に基づき作成 
  

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P45 より 
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第２節 災害薬事コーディネーター 

１１  災災害害薬薬事事ココーーデディィネネーータターーのの概概要要  

災害薬事コーディネーターとは、災害時に、都道府県並びに保健所及び市町村

が行う保健医療活動における薬事に関する課題解決のため、都道府県が設置す

る保健医療福祉調整本部並びに保健所及び市町村における保健医療活動の調整

等を担う本部において、助言及び調整を行うことを目的として、都道府県におい

て任命、区市町村においては選任された薬剤師です。 
（令和 5 年 3 月 31 日付厚生労働省医政局地域医療計画課長通知（令和 5 年 6

月 29 日一部改正） 
  

２２  災災害害薬薬事事ココーーデディィネネーータターーのの分分類類  

（１）東京都災害薬事コーディネーター 

災害時に、東京都全域の薬事に関する活動の総合調整を適正かつ円滑に行え

るよう東京都災害医療コーディネーターに助言等を行うため、都が任命する薬

剤師です。 
 

（２）区市町村災害薬事コーディネーター 

区市町村が設置する災害薬事センターのセンター長であり、地区薬剤師会か

ら選任されます。 

薬事の観点から区市町村災害医療コーディネーターをサポートし、地域の医

療救護活動が円滑に行われるように、医薬品に関する情報収集や薬剤師班の活

動を調整します。 

 

３３  災災害害薬薬事事ココーーデディィネネーータターーのの業業務務  

大規模な災害が発生した場合等において、都や区市町村の要請により、災害対

策本部等に参集し、次の職務に関する薬学的な助言及び調整を行います。 

 

① 薬事に関する医療情報の情報収集に関すること  

② 薬剤師班等の活動に関すること 

③ 医薬品等の確保及び供給に関すること 

④ 東京都災害医療コーディネーター等の連絡調整に関すること 

⑤ 被害状況の報告を求めること 

⑥ その他薬事及び保健衛生に関すること 
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【【参参考考】】薬薬事事体体制制のの確確立立とと薬薬事事ササポポーートトのの実実践践 
ＣＳＣＡ（Command & Control, Safety, Communication, Assessment） 

災害対応は、CSCA（Command & Control, Safety, Communication, 

Assessment）でマネージメント体制を確立することから始まります。 

指揮と連携（CCoommmmaanndd  &&  CCoonnttrrooll）は、自分が誰の指示を受けて、誰に指示

を出すのかを明確にすることです。被災地には様々な職種、団体が駆けつけてお

り、協働で救護活動を行うために、指揮系統を確立して縦と横の連携を構築する

ことは非常に重要です。 

安全（SSaaffeettyy）は、自己（Self）の安全を確保し、活動場面（Scene）の安全

を確認して生存者（Survivor）の安全な救助にあたります。 

また、多種多様な救護チームが情報を共有するには通信の確保が欠かせません。

通信手段の確立（CCoommmmuunniiccaattiioonn）により、災害の規模、被災状況、経過、支

援のニーズなどの情報を把握して共有することができます。 

収集した情報を精査して行われる評価（AAsssseessssmmeenntt）は、情報管理と資源管

理（ヒト・モノ）について継続的に実施され、その情報に基づき現場での活動が

決定されます。 
この CSCA により医療提供のマネージメント体制（Medical management）

が確立されます。 
 

ＰＰＰＰＰＰ（（  PPhhaarrmmaacceeuuttiiccaall  TTrriiaaggee,,  PPrreeppaarraattiioonn,,  PPrroovviiddee  PPhhaarrmmaacceeuuttiiccaallss））  

災害時の薬事サポートの実践（Pharmaceutical Support）について、3 つの P

（PPP: Pharmaceutical Triage, Preparation, Provide Pharmaceuticals）で

表現されます。 

薬事トリアージ（PPhhaarrmmaacceeuuttiiccaall  TTrriiaaggee）は、被災者の薬事ニーズを緊急度

や重要度を判断して薬物治療のサポート順位を決定します。 

準備・調剤（PPrreeppaarraattiioonn）は、災害時の医薬品供給、災害時の調剤、避難所の

公衆衛生対応などを示します。 

供給（PPrroovviiddee  PPhhaarrmmaacceeuuttiiccaallss）は、適切な薬事支援のために必要な資機材

や医薬品、服用、公衆衛生に関する情報等を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出展：薬剤師のための災害対策マニュアル（令和 6 年 3 月：令和 5 年度厚生労働省科学研究「薬剤

師・薬局における災害時等対応についての調査研究」研究班 報告書に基づき作成） 
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第３節 薬剤師班等 

１１  薬薬剤剤師師班班  

  薬剤師班は、区市町村が地区薬剤師会に要請する地区薬剤師班と都が都薬剤師

会に要請する都薬剤師班があります。 

 

[図：薬剤師班の分類] 

                                                                                    

 
 
 
 

 
 
 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P17 図 6に基づき作成 

（１）都薬剤師班 

都は、区市町村の救護活動を応援・補完する立場から、都薬剤師会に対して

都薬剤師班の編成・派遣を要請します。 

都薬剤師会は、指定地方公共機関として、「災害時の救護活動についての協定」

に基づいて、都薬剤師班を編成・派遣します。 

都薬剤師班は、東京都災害薬事コーディネーターの示す方針に基づき、医療

救護所における調剤及び服薬指導、医薬品の集積場所等における医薬品の仕分

け・管理、トリアージの協力などを行います。また、他県等から派遣される支

援薬剤師への説明・サポートを行います。 

 

[表：都薬剤師班の編成] 

 班 数 薬 剤 師 

東京都薬剤師会 ２００ 薬剤師３名で構成 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）Ｐ29 表 21 

（２）地区薬剤師班 

区市町村は、地区薬剤師会に対して、地区薬剤師班の編成・派遣を要請します。 

地区薬剤師班は、区市町村災害薬事コーディネーターの指揮のもと、災害薬

事センターなどで、区市町村が定める救護活動を行います。 

この救護活動には、医療救護所における調剤及び服薬指導、医薬品の集積場

所等における医薬品の仕分け・管理、トリアージの協力などがあります。 

また、他県等から派遣される支援薬剤師への説明・サポートを行います。 

[参考：職種による色の定め] 

 

 

 

 

薬 
剤 
師 
班 

区市町村が地区薬剤師会に要請 

都が都薬剤師会に要請 都 薬 剤 師 班 

地区薬剤師班 

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P17,P29,P38 より 

都は、災害現場における相互認識を高めるため職種による色を定めています。 

（赤）：医師・歯科医師、（緑）：看護師・歯科衛生士・歯科技工士、（青）：薬剤師、 

（白）：臨床検査技師・放射線技師、（紺）：柔道整復師、（黄）：事務 
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２２  全全国国のの支支援援薬薬剤剤師師 
都は、他道府県に対して、支援薬剤師の派遣を要請するほか、支援薬剤師を

有する関係団体に対して、支援薬剤師による救護活動の協力を要請します。 

 
３３  都都薬薬剤剤師師班班のの派派遣遣・・活活動動（（発発災災直直後後～～超超急急性性期期・・急急性性期期））  

（１）都薬剤師班の派遣要請  災害時医療救護活動ガイドライン（第２版）P66,P67 より 

都は、都薬剤師会に対して都薬剤師班の編成・派遣を要請します。 

また、都は、都薬剤師班の編成可能数や被害状況に応じて配分調整を行い、

都薬剤師班に対して参集場所を指定します。 

都薬剤師班は、原則として、移動手段を自ら確保して、速やかに出動します

が、移動手段の確保が困難な場合は、都に要請します。 

 

[図：都薬剤師班の要請手続き] 

 

 

 

 

 

  出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P76 図 15 に基づき作成 

〔都薬剤師班の派遣要請手順〕      

① 派遣要請（医療対策拠点 ⇒ 東京都） 

医療対策拠点は、圏域内の医療ニーズや区市町村からの派遣要請を取りまと

め、圏域内で活動中の都薬剤師班を配分調整します。 

また、圏域内の薬剤師班が不足しているときは、都薬剤師班の派遣を都に要

請します。 

② 編成・派遣要請（東京都 ⇒ 都薬剤師会） 

都は、医療対策拠点から派遣要請を受けたとき又は都が必要と判断したときは、

都薬剤師会に対して、電話等※により、都薬剤師班の編成・派遣を要請します。 

③ 編成・派遣決定（都薬剤師会 ⇒ 東京都） 

要請を受けた都薬剤師会は、都薬剤師班の編成・派遣を決定し、編成可能数

や派遣チームについて、電話等※により回答します。 

④ 配分決定（東京都 ⇒ 医療対策拠点） 

都は、薬剤師班の配分を決定し、医療対策拠点に、電話等※により回答します。 
※ 亜急性期以降と同様に、様式４「医療チーム派遣要請書」や、様式５「医療チーム編成・参集

報告書」を送付することが望ましい。 

 

（２）都薬剤師班の活動 

都薬剤師班は、参集場所において、地域災害医療コーディネーター、区市町

村災害医療コーディネーター、区市町村災害薬事コーディネーターなどが決定

した活動方針を確認し、主に医療救護所における調剤・服薬指導、医薬品の集

積場所等における医薬品の仕分け・管理、トリアージの協力などを行います。 

 

①派遣要請 

 

 

④配分決定 

②編成･派遣要請 

 

 

③編成･派遣決定 

医療対策拠点 東京都 東京都 
薬剤師会 

地域災害医療 

コーディネーター 

東京都災害医療 

コーディネーター 

東京都災害薬事 

     コーディネーター 
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（３）東京都災害時医療救護従事者証の携行等 

都薬剤師班は、原則として、都薬剤師会の災害対策用被服、ヘルメット、帽

子、手袋及び底厚の靴を着用し、懐中電灯や身分証明書等を持参するとともに、

都が事前に発行している東京都災害時医療救護従事者証を携行します。 

 

４４  地地区区薬薬剤剤師師班班のの派派遣遣・・活活動動（（発発災災直直後後～～超超急急性性期期・・急急性性期期））  
災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P103,P104 より 

（１）災害対策本部の設置 

地区薬剤師会は、おおむね震度６弱以上の地震が発生した場合に、速やかに

災害対策本部を設置し、区市町村と連携して、最新の被害状況の把握に努め、

地区薬剤師班の派遣要請に対応できるように体制を整えます。 

（２）薬剤師班の派遣要請 

ア 地区薬剤師班の編成 

区市町村は、区市町村地域防災計画等に基づいて、地区薬剤師会に対して、

地区薬剤師班の編成を要請します。 

区市町村から要請を受けた地区薬剤師会は、交代要員や必要な班数を確保

します。 

イ 地区薬剤師班の派遣・出場 

派遣要請を受けた地区薬剤師会は、あらかじめ定められた緊急連絡網など

により、会員へ指示伝達を行い、地区薬剤師班を参集場所に派遣します。 

出動の指示伝達を受けた会員は、指示された場所に参集することとし、被

災等により参集できない場合には、可能な限り、その旨を地区薬剤師会に連

絡するようにします。 

地区薬剤師会は、出動可能な班編成を確認し、活動場所ごとに医療救護活

動の指揮者を定めて、それを当該区市町村に連絡するものとします。 

ウ 地区薬剤師班の配分調整 

区市町村は、地区薬剤師班の編成状況、医薬品・医療資器材の確保状況、傷

病者の発生動向や医療ニーズを把握して、医療救護所等の機能に不均衡が生

じないように、薬剤師班を配分調整します。 

エ 資器材等の携行 

出動する会員は、原則として、各団体又は区市町村が定める被服、ヘルメッ

ト、帽子、手袋及び底厚の靴を着用し、懐中電灯や身分証明書等を持参します。 

オ 移動手段の確保 

地区薬剤師班は、原則として、移動手段を自ら確保しますが、移動手段の確

保が困難な場合は、区市町村に要請します。 

（３）地区薬剤師班の活動 

地区薬剤師班は、地域災害医療コーディネーター、区市町村災害医療コーデ

ィネーター、区市町村災害薬事コーディネーターなどが決定した活動方針を確

認し、主に医療救護所における調剤・服薬指導、トリアージの協力、医薬品の

集積場所等における医薬品の仕分け・管理などを行います。 
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（４）医療救護活動にあたっての留意事項 

ア 次期薬剤師班への引継ぎ等 

医療救護所や医療救護活動拠点等で、活動報告書を作成するなど当該医療

救護所等における引継ぎルールに則った方法により、次期薬剤師班に引継ぎ

ます。 

イ 他の医療チームとの連携 

地区薬剤師班は、医療救護所の責任者の下、他の医療チーム等との連携を

図りながら、医療救護活動を行います。 

ウ 他道府県等からの支援薬剤師への対応 

地区薬剤師班は、他道府県等から派遣された薬剤師に迅速な情報共有を行

います。また、現地の医療救護体制や医薬品等供給体制についての説明を行

い、円滑な連携を図ります。 

 
５５  薬薬剤剤師師班班のの派派遣遣・・活活動動（（亜亜急急性性期期～～慢慢性性期期・・中中長長期期））  

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P142,P146～149 より 

（１）都薬剤師班の派遣要請 

亜急性期以降は、各二次保健医療圏に設置する医療対策拠点が閉鎖されます。 
区市町村は、都に対して、必要に応じて、都薬剤師班の派遣を要請します。 
また、区市町村災害医療コーディネーター及び区市町村災害薬事コーディネ

ーターの助言を踏まえながら、計画的に都薬剤師班を、医療救護所等に派遣し

ます。 
 

[図：都薬剤師班の要請手続き] 

 

 

 

 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P146 図 30 に基づき作成 

〔都薬剤師班の派遣要請手順〕 
① 派遣要請（区市町村 ⇒ 東京都） 

区市町村は、主に医療救護所で活動中の薬剤師班を配分調整しますが、薬剤
師班が不足しているときは、都に対して、都薬剤師班の派遣を要請します。 

② 編成・派遣要請（東京都 ⇒ 都薬剤師会） 
都は、区市町村から派遣要請を受けたとき（又は都が必要と判断したとき）

は、都薬剤師会に対して、都薬剤師班の編成・派遣を要請し、様式４「医療チー
ム派遣要請書」を送付します。 

③ 編成・派遣決定（都薬剤師会 ⇒ 東京都） 
派遣要請を受けた都薬剤師会は、都薬剤師班の編成・派遣を決定し、様式４

及び様式５「医療チーム編成・参集報告書」を都に送付します。 

①派遣要請 

 

④配分決定 

②編成･派遣要請 

 

③編成･派遣決定 

区市町村 東京都 東京都 
薬剤師会 

区市町村災害医療 

コーディネーター 

東京都災害医療 

コーディネーター 

東京都災害薬事 

コーディネーター 
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④ 配分決定（東京都 ⇒ 医療対策拠点） 
都は、都薬剤師会からの編成・派遣決定を受けて、都薬剤師班の配分を決定

し、要請元の区市町村に対して、様式４及び様式５により回答します。 

（２）都薬剤師班の活動 
都薬剤師班は、医療救護活動拠点等において区市町村が定める救護活動の方針

等を確認し、医療救護所及び医薬品の集積場所等を中心に、救護活動を行います。
また、他の医療関係者と協力し、避難所等の衛生環境や感染症予防への助言及
び支援を行います。 

（３）地区薬剤師班の編成及び派遣 
区市町村は、引き続き、区市町村地域防災計画等に基づき、地区薬剤師会に

対して、薬剤師班の編成・派遣を要請します。亜急性期以降の医療救護活動は、
長期的に行われるため、計画的に薬剤師班を派遣します。 

（４）地区薬剤師班の活動 
地区薬剤師会は薬剤師班を編成し、地区薬剤師班は、区市町村が定める救護活

動の方針等を確認し、避難所医療救護所や医薬品の集積場所等を中心に、救護活
動を行います。また、他の医療関係者と協力し、避難所等の衛生環境や感染症
予防への助言及び支援を行います。 

《主な活動内容》 
 避難所医療救護所等における調剤及び服薬指導 
 避難所医療救護所及び医薬品の集積場所等における医薬品の仕分け・管理 
 避難所での一般用医薬品を活用した被災者の健康管理支援 
 避難所の衛生管理や防疫対策への協力 
 復旧する薬局への引継ぎ 

（５）医療救護活動にあたっての留意事項 

ア 次期薬剤師班への引継ぎ等 

医療救護所や医療救護活動拠点等で、活動報告書を作成するなど当該医療

救護所等における引継ぎルールに則った方法により、次期薬剤師班に引継ぎ

ます。 

イ 他の医療チームとの連携 

地区薬剤師班は、医療救護所の責任者の下、他の医療チーム等との連携を

図りながら、医療救護活動を行います。 

ウ 他道府県等からの支援薬剤師への対応 

地区薬剤師班は、他道府県等から派遣された薬剤師に迅速な情報共有を行

います。また、現地の医療救護体制や医薬品等供給体制についての説明を行

い、円滑な連携を図ります。 
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第４節 医療救護所 

１１  医医療療救救護護所所のの分分類類  

 通常の医療体制で対応できない場合、区市町村は各地域防災計画等に基づき医

療救護所を設置します。医療救護所は主に緊急医療救護所と避難所医療救護所に

分類されます。 

 

[表：医療救護所の設営時期] 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P41 表 25 

 

[表：緊急医療救護所と避難所医療救護所の比較] 

 

医 療 救 護 所 

緊急医療救護所 避難所医療救護所 

区市町村が、発災後速やかに災害拠点病
院等の近接地等に設置する医療救護所 

区市町村が、おおむね急性期以降に避難
所内に設置する医療救護所 

①
目
的 

〇重症度に応じた適切かつ迅速な医療の提供 
・ 発災直後は、多数傷病者に対する優

先順位が必要 
↓↓  

・ 病院前トリアージを実施して、中等症
者等に対する災害拠点病院などの診
療機能を確保 

 

〇地域住民に対する医療機能の提供 
・ 地域医療が回復するまで医療機能の

確保が必要 
↓↓  

・ 病院がない地域における臨時的な医
療機能の提供 

・ 避難生活の長期化による被災者の健
康管理など 

②
場
所 

〇災害拠点病院などの近接地等 
（病院敷地内を含む） 

〇原則として 500 人以上の避難所、 
二次避難所 

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P41～43 
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③
機
能 

【おおむね超急性期まで】 
 
 
〇トリアージ 
〇軽傷者（慢性疾患等を含む）に対する治療 
 
〇（必要に応じて）中等症者・重症者に 
〇対する搬送までの応急処置 
 

【おおむね超急性期まで】 
・病院がない地域に設置する避難所医 
・療救護所  
〇トリアージ 
〇軽傷者（慢性疾患等を含む）に対する治療 
〇受入可能な医療機関までの搬送 
〇中等症者・重症者に対する応急措置 
〇避難者等に対する健康相談 
〇助産救援 

 

【おおむね超急性期以降】 
・巡回診療などを行う避難所医療救護所 
〇傷病者に対する治療 
〇避難者等に対する健康相談 など 

④
期
間 

〇原則として、超急性期まで開設 

（近接病院等の状況から閉鎖を判断） 

〇原則として、急性期から慢性期まで開設
（地域の医療機能や避難所の状況から閉鎖を判断）

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P42 表 26 
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《 緊急医療救護所の考え方 ―災害拠点病院の場合― 》 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P42 

    

１　緊急医療救護所の設置前（発災直後）

２　緊急医療救護所の設置後

災害拠点病院

病院前トリアージ※

応応急急処処置置

病院敷地内

※ 医師等病院関係者は病院前トリアージを実施する。

災害拠点病院が病院前トリアージを行う場合

（（治治療療・・収収容容））
重重 症症

中中等等症症

軽軽 症症

災害拠点病院

病院敷地内

※ 病院関係者は病院前トリアージを中止し、院内の治療に専念する。

設置パターン①（区市町村が災害拠点病院の入口前に設置する場合）

（（治治療療・・収収容容））※※
緊緊急急医医療療救救護護所所

災害拠点連携病院
（（治治療療・・収収容容））

（（治治療療））

災害拠点病院

病院敷地内

※ 病院関係者は病院前トリアージを中止し、院内の治療に専念する。

設置パターン②（区市町村が災害拠点病院の敷地内に設置する場合）

（（治治療療・・収収容容））※※
緊緊急急医医療療救救護護所所

災害拠点連携病院
（（治治療療・・収収容容））

（（治治療療））

災害拠点病院

病院敷地内

設置パターン③（災害拠点病院の近接地に設置する場合）

（（治治療療・・収収容容））重重 症症

中中等等症症

軽軽 症症

災害拠点連携病院
（（治治療療・・収収容容））

病院前トリアージ

緊緊急急医医療療救救護護所所

（（治治療療））

重重 症症
中中等等症症
軽軽 症症

負負傷傷者者

負負傷傷者者

重重 症症
中中等等症症

軽軽 症症
負負傷傷者者

軽軽 症症
中中等等症症

重重 症症

負負傷傷者者

負負傷傷者者

災害拠点連携病院

（（治治療療・・収収容容））

応応急急処処置置

応応急急処処置置

応応急急

処処置置

応応急急処処置置
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２２  発発災災直直後後～～超超急急性性期期・・急急性性期期  

区市町村は、災害拠点病院等の近接地等（病院開設者の同意がある場合は、病

院敷地内を含む。）に、発災直後から緊急医療救護所を設置します。 

また、病院がない地域には、避難所医療救護所を設置します。 

 

（１）標準的な体制 

緊急医療救護所又は避難所医療救護所を設置するためには、人員の確保、医

療救護所の設営、組織づくり（チームビルディング）が必要です。 

医療救護所の体制は、区市町村が状況に応じて決定しますが、標準的な体制

と役割は、下記のとおりです。 

なお、医療救護所の運営には、１班以上の医療救護班が必要です。医療チー

ムが限られている場合には、各班の兼任など、医療救護所の指揮者が担当を定

めます。 

 

[図：緊急医療救護所・避難所医療救護所の標準的な体制（急性期まで）] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P105 図 21 

  

･･･医療救護所の統括

運営部門

医療救護所指揮者

通信班

事務管理班

受付誘導班

診療部門

トリアージ班

軽症処置班

中等症等処置班

歯科医療班

調剤・服薬指導班

搬送調整班

･･･医療救護所内で使用する消耗品、資器材等の確保

･･･情報収集、病院または区市町村との連絡調整

･･･トリアージエリアや軽症処置エリアへの傷病者の誘導

･･･多数傷病者へのトリアージ

･･･軽症者（慢性疾患等を含む）に対する治療

･･･中等症・重症者に対する応急処置
（避難所医療救護所では、搬送順位の決定を含む）

･･･歯科医療を要する傷病者に対する応急処置

･･･軽症者に対する調剤及び服薬指導、医薬品等の管理

･･･重症・中等症者の搬送調整
（避難所医療救護所は、搬送先医療機関と搬送手段の確保を含む）

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P105 
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（２）医療救護所の指揮者等の選任 

区市町村は、原則として、近接する病院の事情を最も知っている医師（近接

病院に勤務する医師）、又は地域の医療事情を最も知っている地区医師会の医師

から、医療救護所の指揮者を選任します。 

また、医療救護所での活動が長時間に及ぶことが想定される場合には、代理

者等を選任します。 

 

（３）運営部門 

運営部門は、主に、通信班、事務管理班及び受付誘導班に分かれます。 

ア 通信班 

通信班は、情報収集、病院又は区市町村との連絡調整などを行います。 

特に、区市町村から、近隣地域の被害状況、周辺医療機関の状況、医療チー

ムの確保状況などを確認します。 

 

イ 事務管理班 

事務管理班は、医療救護所で使用する消耗品や医療資器材等を確保します。 

（ただし、医薬品等の管理については、薬剤師班が行います。） 

 

ウ 受付誘導班 

受付誘導班は、参集した医療チームを医療救護所の指揮者に案内すること、

傷病者をトリアージエリアや軽症処置エリアに誘導すること、その他来所者

の移動の安全管理などを行います。 

 

（４）診療部門 

診療部門は、主に、トリアージ班、軽症処置班、中等症等処置班、歯科医療

班、調剤・服薬指導班及び搬送調整班に分かれます。 

ア トリアージ班 

医療救護所には、重症者、中等症者、軽症者などの傷病者が混在しています。 

このため、トリアージ班は、医療救護所の多数傷病者に対して、原則とし

て、医師を中心に、歯科医師、薬剤師、看護師などの医療従事者が協力してト

リアージを実施します。 

医療従事者は、トリアージ・タッグを記入し、１枚目（災害現場用）を切り

離して、医療救護所の受付票とします。 

なお、１回目のトリアージがなされた後であっても、時間の経過や傷病者

等の状況を確認し、必要に応じて２回目以降のトリアージを実施します。 

 

イ 軽症処置班 

軽症処置班は、トリアージされた軽症者（負傷者だけでなく慢性疾患等を

有する傷病者を含みます）に対する治療を行います。 

なお、近接する病院の受診を希望する傷病者には、受診を控えるよう協力

を求めます。 
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ウ 中等症等処置班 

中等症等処置班は、中等症者や重症者に対して応急処置を行います。 

また、病院から離れていて、搬送に時間を要するときは、重症者（最優先治

療群）、次に中等症者（待機的治療群）の順に応急処置を行い、搬送順位を決

定します。 

なお、搬送までの待機中に中等症者と判定された傷病者の症状が悪化する

場合があるので、バイタルサインや身体所見の変化に細心の注意が必要です。 

 

エ 歯科医療班 

歯科医療班は、医療救護所の来所者に対して歯科医療・衛生指導を行い、特

に歯科医療を要する傷病者がいるときは、応急処置を行います。 

 

オ 調剤・服薬指導班 

調剤・服薬指導班は、薬剤師班を中心に、医療救護所内に設置された調剤場

所で、災害用処方せんに基づいた調剤・服薬指導や医薬品等の管理、軽症者へ

のＯＴＣ医薬品の供給などを行います。 

 

カ 搬送調整班 

搬送調整班は、医療救護所で応急処置を受けた重症者や中等症者を近くの

医療機関に搬送します。 

また、病院から離れた医療救護所の場合は、搬送先医療機関と搬送手段の

確保を行います。 

 

（５）情報連絡体制 

医療救護所の情報連絡体制及び報告内容（被害情報や活動状況など）につい

ては、区市町村の定めによります。 

区市町村は、医療救護所の医療ニーズや運営状況を把握して、各所の運営に

不均衡が生じないように情報収集を行います。 

また、従事する医療チームの交代時にも、円滑に医療救護所が運営されるよ

う、活動報告書の作成など、引継ぎの際のルールを明確にしておく必要があり

ます。 

 

（６）周辺住民に対する周知 

区市町村は、避難所医療救護所を設置したことを、周辺住民に周知します。 

 

（７）医薬品等 

医療救護所の指揮者は、調剤・服薬指導班と連携して、医療救護所で必要な

医薬品や医療資器材などを確認し、不足が見込まれる場合には、区市町村の災

害薬事センターに補給を要請します。 

 

（８）閉鎖時期 

区市町村は、被災地内の医療機能や避難所の状況などから、区市町村災害医

療コーディネーターと協議の上、医療救護所の閉鎖を判断します。 
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３３  亜亜急急性性期期～～慢慢性性期期・・中中長長期期  

亜急性期以降は、ライフラインや地域の医療機能が徐々に回復します。また、

慢性期以降は、地域の医療機関や薬局等も徐々に再開することが見込まれます。 

このため、避難所医療救護所では、避難生活が長期化する被災者の健康管理等

が中心になります。 

 

（１）標準的な体制 

避難所医療救護所の体制は、区市町村が状況に応じて決定しますが、標準的

な体制及び機能は、下記のとおりです。 

 

[図：避難所医療救護所の標準的な体制（亜急性期以降）] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P148 図 31 

 

（２）避難所医療救護所の指揮者の選任 

区市町村は、避難所医療救護所の運営が長期化することを想定して、地元医

師会と協議の上、計画的に避難所医療救護所の指揮者を選任します。 

この指揮者は、避難所医療救護所の活動を統括し、避難所と連携して、医療

ニーズに応じた医療救護活動を運営するほか、区市町村災害医療コーディネー

ター等との連絡調整、医薬品・医療資器材等の確保を指揮します。 

 

（３）運営部門 

運営部門は、区市町村との連絡調整、医療救護所で使用する消耗品や資器材

の確保などを行います。 

  

･･･避難所医療救護所の統括

運営部門

避難所医療救護所指揮者

診療部門

医療救護班

歯科医療救護班

薬剤師班

･･･区市町村との連絡調整、消耗品や資器材等の確保 など

･･･（多職種と連携を行いながら）

被災者の健康管理、有症状者等に対する応急手当 など

･･･（多職種と連携を行いながら）

被災者に対する歯科治療や歯科保健指導 など

･･･被災者に対する調剤及び服薬指導、医薬品等の管理 など

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P148,P149 
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（４）診療部門 

診療部門では、医療救護班、歯科医療救護班、薬剤師班が連携して、それぞ

れの活動を行います。 

ア 医療救護班 

避難所では、保健師を中心に避難者の健康管理が行われます。（状況に応じ

て、保健師、管理栄養士等からなる保健活動班が編成されることがあります。） 

このため、医療救護班は、保健師（又は保健活動班）と連携して避難者の健

康状態をチェックし、有所見者・有症状者への応急手当を行います。 

また、災害時要支援者等の状況の確認への協力、集団の中で蔓延する可能

性のある感染症の早期発見及び予防指導、予防接種の実施等を行います。 

 

イ 歯科医療救護班 

歯科医療救護班は、保健師（又は保健活動班）と連携して、被災者の健康保

持に不可欠な歯科治療及び歯科保健指導を実施します。 

亜急性期以降は、重症の口内炎や歯周炎の急発が多くなりますが、これら

は、栄養状態の悪化による抵抗力の減弱の結果であると考えられるので、歯

科的な対応だけでなく、医師の受診が必要となる可能性の高い要観察者とし

て留意する必要があります。 

また、義歯の紛失や不適合による咀嚼障害や、避難所生活が長期化した場

合の口臭の問題などが、本人や周囲の大きなストレスになるため、適切に歯

科保健指導や検診・予防処置を行います。 

 

ウ 薬剤師班 

薬剤師班は、被災者に対する調剤・服薬指導を行います。 

避難所医療救護所での調剤業務については、避難所医療救護所の指揮者と

協議し、その決定に従います。 

医師の診断・治療を必要としない傷病者には、薬剤師班がＯＴＣ医薬品を

交付して、医師の負担を軽減します。 
 

（５）情報連絡体制 

医療救護所の情報連絡体制及び報告内容（被害情報や活動状況）については、

各区市町村の定めによります。 

また、従事する医療チームの交代時にも、円滑に医療救護所が運営されるよ

う、活動報告書の作成など、引継ぎの際のルールを明確にしておく必要があり

ます。 

 

４４  医医療療救救護護活活動動拠拠点点のの閉閉鎖鎖 

区市町村は、医療救護所の設置数や医療救護活動の状況等を考慮し、区市町

村災害医療コーディネーターの医学的な助言に基づいて、医療救護活動拠点を

閉鎖します。 

 

  

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P150 
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第５節 医薬品等供給体制 

１１  医医薬薬品品・・医医療療資資器器材材のの調調達達方方法法  
災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P46、128～130 より 

（１）病院、診療所、歯科診療所、薬局 

病院、診療所、歯科診療所及び薬局は、原則として、医薬品、医療機器、衛

生材料及び歯科用医薬品を平時と同様に卸売販売業者から購入します。 

卸売販売業による医薬品等の供給機能は段階的に復旧しますが、流通が回復

するまで（おおむね超急性期までの７２時間）は、医療機関の備蓄品等で対応

します。 

（２）区市町村 

区市町村は、災害薬事センターを設置して卸売販売業者に医薬品等を発注し、

医療救護所や避難所に供給します。 

また、流通が回復するまでは、区市町村の備蓄品等で対応します。 

[表：医薬品・医療資器材等の供給] 

機 関 名 活 動 内 容 

東京都 

保健医療局 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 医薬品等の卸売販売業者が早期に機能を復旧できるよう、

自衛隊等関係機関の協力を得ながら支援 

○ 区市町村の医薬品・医療資器材が不足する場合に、要請に基

づき、都の備蓄品を供給 

○ 医薬品等が不足した場合には、東京医薬品卸業協会等災害

時協力協定締結団体から調達 

○ 災害拠点病院等が収容力を臨時的に拡大するために必要な

応急用資器材及び医薬品等の確保に努める。 

○ 必要に応じて被災地外に医薬品集積センターを設置し、仕

分けた上で区市町村に提供 

区市町村 

 

 

 

○ 発災後速やかに災害薬事センター（旧称：医薬品ストックセ

ンター）を設置 

○ 災害時には区市町村が備蓄しているものを使用 

○ 備蓄医薬品等に不足が生じた場合は、区市町村において独自

に調達し、調達が困難な場合には都に要請 

都薬剤師会 

地区薬剤師会 

 

 

 

○ 区市町村災害医療コーディネーター、地域災害医療コーディ

ネーター、東京都災害医療コーディネーター、区市町村災害薬

事コーディネーター及び東京都災害薬事コーディネーターの

業務に協力 

○ 被災地内の地区薬剤師会は、区市町村の要請を受け、災害薬

事センターにおける医薬品の仕分け・管理、救護所での調剤、

薬剤師班の調整等を実施 

○ 都の要請があった場合、医薬品集積センターにおける仕分け・

管理等を実施 

出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P46 表 27 に基づき作成 
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２２  医医薬薬品品・・医医療療資資器器材材のの備備蓄蓄  

（１）東京都の備蓄              災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P47 より 

都は、区市町村から要請があった場合に医薬品等を供給できるように、医療

資器材等の一部を備蓄しています。 

 [表：都における医薬品・医療資器材の備蓄整備状況（都保健医療局）] 

① 備蓄倉庫一覧 
 倉  庫  名 所  在  地 

① 
立川地域防災センター内 
集中備蓄倉庫 立川市緑町 3233－2 

② 
災害対策職員住宅柏木住宅内 
集中備蓄倉庫 新宿区北新宿 4－6－1 

③ 板橋区若木原公園内倉庫 板橋区若木 1－24 区立若木原公園内 
④ 大田区田園調布南倉庫 大田区田園調布南 3－8 

区立田園調布南公園内 
⑤ 大田区南六郷倉庫 大田区南六郷 1－29－2－101 

都市再生機構南六郷一丁目団地内 
⑥ 白鬚東防災拠点内備蓄倉庫 墨田区堤通 2－4－3 

都営白鬚東アパート 3 号棟 1 階 
⑦ 

都営大江戸線清澄白河駅内 
備蓄倉庫 江東区三好一丁目８番地先から１番地先 

⑧ 
都営大江戸線麻布十番駅内 
備蓄倉庫 港区麻布十番一丁目２番地先から３番地先 

② 医療資器材 

品  名 
数量 

（ｾｯﾄ）
備 蓄 場 所 

対応人員 
（人分） 

災害用救急 
医療資器材 
（７点ｾｯﾄ） 

108 
①立川地域防災センター内集中備蓄倉庫（10ｾｯﾄ） 
②災害対策職員住宅柏木住宅内集中備蓄倉庫（15ｾｯﾄ）

東京都災害拠点病院（83 ｾｯﾄ） 
50,000 

現場携行用 
医療資器材 84 東京都災害拠点病院（83 ｾｯﾄ） 

東京都福祉保健局内（1 ｾｯﾄ） 213 
ｾﾙﾌｹｱｾｯﾄ 

（救急箱） 254 都立学校（249 ｾｯﾄ） 
⑦⑧都営大江戸線災害備蓄倉庫（5 ｾｯﾄ） 127,000 

単品補充用 
医薬品 

 
①立川地域防災センター内集中備蓄倉庫 
③板橋区若木原公園内倉庫 
④大田区田園調布南倉庫 
⑤大田区南六郷倉庫 
⑥白鬚東防災拠点備蓄倉庫 

74,000 

合   計 251,213 
出典：地域防災計画震災編(令和５年修正)[別冊資料]P312 資料第 2-8-6    
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（２）区市町村の備蓄              災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P48 より 

区市町村は、地区医師会、地区歯科医師会及び地区薬剤師会と協議のうえ、

医療救護所や避難所などで使用する医薬品等の備蓄に努めます。備蓄量は発災

から３日間で必要な量を目安とします。 

都では、区市町村が医薬品等の備蓄を行う際の参考とするためのリストを作

成しています。また、国は、災害時に必要な医薬品等の確保について事務連絡

を発出しています。 

 

[表：区市町村が医薬品等の備蓄を行う際の参考とするためのリスト一覧] 

 リスト名称 掲載ページ 

（１） 区市町村における災害用の医療用医薬品備蓄リスト【参考】 P７９ 

（２） 区市町村における災害用の医療資器材等の備蓄リスト【参考】 P８２ 

（３） 備蓄用ＯＴＣ医薬品リスト【参考】 P８５ 

 

[表：厚生労働省が発出している事務連絡] 

 事務連絡 掲載ページ 

（１） 
令和 5 年 11 月 8 日付厚生労働省医政局医薬産業振興・医療
情報企画課事務連絡「災害時に必要な医薬品等の確保につい
て(周知)」 

P１１４ 

 

 

（３）医療機関・薬局          東京都地域防災計画震災編（令和５年修正）本冊 P420 より 

ア 災害拠点病院 

災害拠点病院は、３日分程度の医薬品等を備蓄しています。 

 

イ 災害拠点病院以外の医療機関及び薬局 

災害拠点病院以外の医療機関（災害拠点連携病院、災害医療支援病院、診療

所、歯科診療所）及び薬局は、災害時においても診療を継続できるよう BCP

（事業継続計画）を作成し、それに基づき医薬品等の備蓄に努めます。 
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３３  都都のの対対応応                 

都は東京都災害薬事コーディネーターの助言及び調整のもと、以下の対応を行

います。 

 

（１）医薬品集積センターの設置 

都は、必要に応じて、医薬品集積センターを設置し、被災地外の関係団体や他

道府県市などからの医薬品等を集積し、区市町村が設置する災害薬事センター

に配送します。また、他道府県市等からの医薬品等の集配機能も担います。 

ただし、医薬品等の調達は、卸売販売業者を主体とするため、集積センター

の業務は補完的な位置づけとします。 

 

（２）卸売販売業の復旧支援 

都は、医薬品等の卸売販売業者が早期に機能を復旧できるよう支援します。 

 

（３）区市町村への支援 

甚大な被害を受けたこと等により、区市町村が自ら医薬品等を調達できない

場合、都は、区市町村から要請を受けて、医薬品等を調達します。また、調達

を円滑に行うため、災害時協力協定締結団体から被災状況や医薬品等の充足状

況などの報告を受けます。 

都は、区市町村からの災害用モバイルファーマシーの派遣要請や被災状況等

を考慮し、関係団体や他道府県市等と派遣にかかる調整を実施します。 

 

（４）支援物資の取扱い 

災害時に使用する医薬品等の確保は卸売販売業者からの購入を基本とし、支

援物資（製薬団体等から提供される無償の医薬品等）の利用はその補完的な位

置づけとします。 

都は、支援物資を効率的に活用するために、以下の基本方針を定めています。 

 

[参考：医薬品等の支援物資を受け入れる際の基本方針] 
 

① 個人からの支援物資は基本的に受け入れない。 

② 都は、必要に応じて国やメーカーへ支援を要請する。 

③ 都が要請した物資以外で製薬団体等からの支援の申し出があった物資は、

事前に都に連絡があり、都が必要とする物だけを受け入れる。 

④ 都は、発災後、医薬品集積センターを設置し、②及び③によって提供され

た支援物資を医薬品集積センターで受け入れ、仕分けをした上で、災害薬事

センターへ提供する。 

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P128 より 
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４４  区区市市町町村村のの対対応応                

（１）医薬品等の備蓄 

区市町村は、地区医師会、地区歯科医師会及び地区薬剤師会と協議のうえ、

医療救護所や避難所などで使用する医薬品等の備蓄に努めます。備蓄量は発災

から３日間で必要な量を目安とします。 

 

（２）災害薬事センター（旧称：医薬品ストックセンター）の設置 

区市町村は、地区薬剤師会と連携して、医療救護所や避難所などへの医薬品

等の供給拠点となる災害薬事センター（旧称：医薬品ストックセンター）を、原

則として、医療救護活動拠点と同一建物内（又は近接する場所）に設置します。 

また、地区薬剤師会から区市町村災害薬事コーディネーター（旧称：医薬品

ストックセンター長）を選任します。 

 

（３）災害薬事センターの機能 

災害薬事センターは、薬事に関する「人」（＝薬剤師、薬局、卸売販売業者等）

と「物」（＝医薬品、医療資器材等）を調整する拠点としての役割を担います。 

また、災害薬事センターで収集した情報は、区市町村災害薬事コーディネー

ターを通して区市町村災害医療コーディネーターへ提供します。   

その他、運営方法、納入先及び納入先への搬送方法等具体的な活動内容につ

いて定めておきます。 

 

（４）区市町村災害薬事コーディネーターの機能 

災害薬事センターのセンター長は、区市町村災害薬事コーディネーターとし

て、薬事の観点から区市町村災害医療コーディネーターをサポートし、地域の

医療救護活動が円滑に行われるように、医薬品等に関する情報収集や薬剤師班

等の活動を調整します。 

 

[参考：区市町村災害薬事コーディネーターの主な業務] 

 
 

 

 

 

 

 

  

① 医療救護所等で必要になる医薬品等の需給状況の把握、卸売販売業者への発注、

都に調達を要請（災害用モバイルファーマシーの派遣を含む）、在庫管理など 

② 薬剤師班等の差配、支援要請など 

③ 病院薬剤部門、薬局、卸売販売業者等、地域の薬事関係者の復旧状況や医薬品

の過不足状況の把握、薬事関係者の調整など 

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P40 より 
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５５  都都のの協協定定締締結結団団体体及及びび卸卸売売販販売売業業者者のの対対応応  

（１）災害時協力協定  

都は、５つの卸団体と医薬品等の調達業務に関する協力協定を締結しています。 

 

[表：東京都協定締結団体一覧] 

 団  体  名 協 力 協 定 の 名 称 

① 東京医薬品卸業協会  災害時における医医薬薬品品等等の調達業務に関する協定 

② 大東京歯科用品商協同組合 災害時における歯歯科科用用医医薬薬品品等等の調達業務に関する協定 

③ 日本産業・医療ガス協会 災害時における医医療療ガガスス等等の調達業務に関する協定 

④ 日本医療機器協会 災害時における医医療療機機器器等等の調達業務に関する協定 

⑤ 日本衛生材料工業連合会 災害時における衛衛生生材材料料の調達業務に関する協定 

 

（２）発災時の情報連絡体制 

協定締結団体は、卸売販売業者の被災状況、復旧状況、医薬品等の在庫状況

及びその他被災地への医薬品等供給に必要な情報を集約し、都に報告します。 

都は、都内の被災状況、都の対応状況などの必要な情報を伝達し、協定締結

団体は卸売販売業者に周知徹底します。 
 

[図：都、協定締結団体及び卸売販売業者の連絡体制] 
 

 

 

 

 

 

 

 

（３）卸売販売業者が医薬品等を供給する際の優先順位 

卸売販売業者は、全ての発注に対応できない場合は、原則として、災害拠点病

院へ優先的に医薬品等を供給します。ただし、東京都災害医療コーディネータ

ー及び東京都災害薬事コーディネーターの助言があった場合は、別途対応する

こととします。 

 

（４）事後検証 

都は、必要に応じ、協定締結団体から、災害時に卸売販売業者から供給され

た医薬品等の品名、数量、納入先等の情報を収集し、事後検証を実施します。 

  

卸売販

売業者 

東京都 
東京都災害医療 

コーディネーター 

東京都災害薬事 

コーディネーター 

① 東京医薬品卸業協会 

② 大東京歯科用品商協同組合 

③ 日本産業・医療ガス協会 

④ 日本医療機器協会 

⑤ 日本衛生材料工業連合会 

協 
定 
締 
結 
団 
体 

報告 

周知 

徹底 

報告 

情報 

伝達 
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《区市町村が使用する医薬品等の調達手順》 
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P131 より 

  

 
災害発生時には区市町村の備蓄を優先的に使用する。備蓄だけで対応ができ

ない場合は、地区薬剤師会医薬品・情報管理センターや薬局等へ提供を要請す
る。 

①①  区区市市町町村村のの備備蓄蓄品品をを使使用用すするる  

 
区市町村は卸売販売業者へ医薬

品等を発注する（発注は災害薬事
センターがとりまとめて行う。）。 

区市町村での調達が不可能な場合 

 
卸売販売業者は、区市町村へ納品する。 

（原則として、医療救護所で使用する医薬品は各医療救護所へ、避難所で使用す
る医薬品は区市町村の災害薬事センターへ納品する。） 

 
区市町村の備蓄が不足する場合に、区市町村は都に対し、都の備蓄を供出する

よう協力を要請する。都の備蓄は、都が区市町村へ配送する。 
（状況に応じて、都への備蓄供出要請の前に、③に示す卸からの調達を行う。） 

②②  都都のの備備蓄蓄品品をを使使用用すするる  

 
区市町村は都に対し調達を要請する。 
都は、災害時協力協定締結団体へ調達を依

頼し、団体が会員卸売販売業者へ依頼する。 

③③  区区市市町町村村がが卸卸かからら調調達達すするる  ③③  都都がが卸卸かからら調調達達すするる  

④④  卸卸売売販販売売業業者者がが医医薬薬品品等等をを納納入入 
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 [図：卸売販売業者からの医薬品等調達の流れ] 

 

出展：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P131 より図 25 

 

①  区市町村は、卸売販売業者へ必要な医薬品等を発注し、卸売販売業者が
区市町村へ納品する。 

② 区市町村での調達が不可能な場合は、区市町村は都へ調達を要請し、都
が災害時協力協定締結団体へ依頼する。団体の会員である卸売販売業者が
区市町村へ納品する。 

③ ①②どちらの場合でも発注（又は調達要請）方法、及び卸売販売業者か
らの納品方法は以下のとおりとする。 

（医療救護所） 
   発注：区市町村の災害薬事センター（旧称：医薬品ストックセンター）で

とりまとめて発注（又は調達要請） 
   納品：卸が各医療救護所へ直接納品 

（避難所） 
   発注：区市町村の災害薬事センター（旧称：医薬品ストックセンター）で

とりまとめて発注（又は調達要請）  
   納品：卸は区市町村の災害薬事センターへ納品し、災害薬事センターが仕

分けた上で各避難所へ配送 

  ④ 卸売販売業者は、全ての発注に対応できない場合、原則として、災害拠
点病院へ優先的に医薬品等を供給します。ただし、東京都災害医療コーディ
ネーター及び東京都災害薬事コーディネーターの助言があった場合は、別
途対応することとします。 

※協定締結団体 
   都薬剤師会、日本産業・医療ガス協会、東京医薬品卸業協会、 
   大東京歯科用品商協同組合、日本衛生材料工業連合会、日本医療機器協会 

 出典：地域防災計画震災編(令和５年修正)[本冊]P444   
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【参考：大震災（震度６弱以上）発生時における交通規制】 
大震災発生直後は、道路交通法に基づく第一次交通規制と災害対策基本法に基づく第

二次交通規制があります。また、震度５強の地震発生時においても、道路交通法に基づ
く交通規制があります。 

１ 第一次交通規制（大震災発生直後から・道路交通法） 
人命救助、消火活動等に従事する緊急自動車等を円滑に通すための交通規制です。 
・環状七号線内側方向へ流入する車両の通行は禁止となります。 
・環状八号線では都心方向へ流入する車両の通行は抑制されます。 
・7 路線が「緊急自動車専用路」となり、緊急自動車等以外の車両の通行が禁止され

ます。 

２ 第二次交通規制（被害状況及び道路状況を勘案した上で実施・災害対策基本法） 
復旧復興のための災害応急対策を円滑に行うための交通規制です。 
第一次交通規制で指定した緊急自動車専用路を優先的に緊急交通路として指定しま

す。 
さらに、予定された路線（35 路線）のうち、被害状況、道路交通状況、災害応急対策

の進捗状況等を勘案し、必要な路線を「緊急交通路」に指定します。 

 

 

 出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P140 
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第第２２章章  災災害害薬薬事事ココーーデディィネネーータターーのの活活動動内内容容 
 

第１節 東京都災害薬事コーディネーター 

１１  東東京京都都災災害害薬薬事事ココーーデディィネネーータターーのの参参集集  
 都内（島しょ地域を除く）において震度６弱以上の地震が発生したとき、その
他都が必要と認めるとき※、東京都災害医療コーディネーターは、自らの所在を
都に報告し、東京都災害対策本部（都庁又は代替機能を有する施設）に参集しま
す。参集後、保健医療福祉調整本部全体の指揮命令系統を確認します。 

自力参集を原則としますが、参集が困難な場合は、都が移動手段を確保します。 
※ 震度５強以下の地震が発生した場合で被害が大きいとき、島しょ地域で大規模な災害が発

生したときなど 
 
２２  連連携携体体制制のの構構築築  

東京都災害医療コーディネーターのもと、連携体制を構築します。 
(「災害時医療救護活動ガイドライン(第３版)」P10 図３：発災直後から急性期までの連携体制 参照) 

 また、東京都災害薬事コーディネーターは、区市町村災害薬事コーディネータ

ーと連携し、東京都全域の薬事に関する活動の総合調整にかかる業務について、

助言及び支援を行います。 
  
３３  情情報報収収集集、、分分析析、、対対応応策策のの立立案案にに係係るる業業務務  
 「保健医療福祉調整本部」において必要な情報を収集し、分析し、対応策を検
討します。 

 （１）保健医療福祉調整本部において収集すべき情報 

[表：収集すべき情報と情報収集先] 
収集すべき情報 情報収集先 

○医療機関、薬局、救護所、避難所等（以下「医
療機関等」という。）の被災状況及び復旧状況 

○医療機関等における保健医療ニーズ等 
(ｱ) 支援を要する患者等の状況（在宅での人工

呼吸器、衛生材料等の使用状況を含む。） 
(ｲ) 災害時に新たに必要となった保健医療ニー

ズ等（ライフライン、医薬品、医療機器、医
療ガス、衛生材料等を含む。） 

○薬剤師班等の保健医療活動チームの活動状
況 

〇医薬品等の供給状況 
〇災害関連通知・事務連絡 
○その他保健医療活動を効率的・効果的に行う

ために必要な情報（災害用モバイルファーマ
シー、避難所の環境衛生等） 

〇 厚生労働省 
○ 東京都災害都対策本部 
〇 DMAT 
〇 二次保健医療圏医療対策

拠点 
〇 区市町村災害対策本部 
○ 東京都薬剤師会 
〇 日本薬剤師会 
○ 東京都病院薬剤師会 
○ 日本病院薬剤師会 
〇 EMIS 
〇 東京医薬品卸業協会等の

災害時協力協定締結団体  
○ 日本保険薬局協会 
○ 日本チェーンドラッグス

トア協会  等 
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（２）情報の収集、分析、対応 

東京都災害薬事コーディネーターは、保健医療福祉調整本部が、関係機関等

から情報を収集するに当たり、助言及び調整の支援を行います。 
東京都災害薬事コーディネーターは、保健医療福祉調整本部において収集し

た情報及びその分析結果等を踏まえた対応策等を検討するに当たり、東京都災

害医療コーディネーターや東京都災害時小児周産期リエゾンとともに、助言及

び調整の支援を行います。 
 

４４  人人的的支支援援及及びび物物的的支支援援のの調調整整にに係係るる業業務務  
（１）都薬剤師班等の調整 

東京都災害薬事コーディネーターは、派遣を要請する都薬剤師班又は全国の

支援薬剤師の班（人）数、配置先等に係る計画について検討するに当たり、保

健医療福祉調整本部における活動の初期から、中長期的視点に立って、東京都

災害医療コーディネーター等とともに、助言及び調整の支援を行います。 
 
（２）医薬品等の調整 

東京都災害薬事コーディネーターは、東京医薬品卸業協会等の災害時協力協
定締結団体からの医薬品等の調達や、災害用モバイルファーマシーの配備等に
関して、東京都災害医療コーディネーター等とともに、助言及び調整の支援を
行います。 

 
（３）継続支援の必要性 

東京都災害薬事コーディネーターは、被災地域における医療機関等の復旧状

況を踏まえ、薬剤師班等の段階的な活動縮小及び活動終了について検討するに

当たり、東京都災害医療コーディネーター等とともに、助言及び調整の支援を

行います。 
 
５５  記記録録のの作作成成及及びび保保存存並並びびにに共共有有にに係係るる業業務務  

東京都災害薬事コーディネーターは、保健医療活動に係る情報について、時

間経過に沿った記録（クロノロジー）の作成及び保存を行うに当たり、助言及

び調整の支援を行います。 
東京都災害薬事コーディネーターは、自身の活動について、時間経過に沿っ

た記録を作成及び保存し、関係機関に共有します。 
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第２節 区市町村災害薬事コーディネーター 

１１  区区市市町町村村災災害害薬薬事事ココーーデディィネネーータターーのの参参集集  
 区市町村において決められた震度が発生したとき、区市町村災害対策本部が設
置されたとき、および重大な災害が予測されるときには、区市町村で決められた
場所に参集します。 
  
２２  連連携携体体制制のの構構築築  

区市町村災害医療コーディネーターのもと、連携体制を構築します。 
(「災害時医療救護活動ガイドライン(第３版)」P10 図３：発災直後から急性期までの連携体制 参照) 

 また、区市町村災害薬事コーディネーターは、東京都災害薬事コーディネータ

ーと連携し、地域の薬事に関する活動の調整業務について、助言及び支援を行い

ます。 
  
３３  情情報報収収集集、、分分析析、、対対応応策策のの立立案案にに係係るる業業務務  
 区市町村災害薬事コーディネーターは災害薬事センターにおいて、必要な情報
を収集し、分析し、対応策を検討します。 
 
（１）災害薬事センターにおいて収集すべき情報 

[表：収集すべき情報と情報収集先] 
収集すべき情報 情報収集先 

○医療機関、薬局、救護所、避難所等（以下
「医療機関等」という。）の被災状況及び復
旧状況 

○医療機関等における保健医療ニーズ等 
(ｱ) 支援を要する患者等の状況（在宅での人

工呼吸器、衛生材料等の使用状況を含む。） 
(ｲ) 災害時に新たに必要となった保健医療ニ

ーズ等（ライフライン、医薬品、医療機器、
医療ガス、衛生材料等を含む。） 

○薬剤師班等の保健医療活動チームの活動
状況 

〇医薬品等の供給状況 
〇災害関連通知・事務連絡 
○その他保健医療活動を効率的・効果的に行

うために必要な情報（災害用モバイルファ
ーマシー、避難所の環境衛生等） 

〇 厚生労働省 
○ 区市町村災害対策本部 
〇 二次保健医療圏医療対策拠点 
○ 東京都災害都対策本部 
〇 保健所 
○ 東京都薬剤師会 
○ 地域薬剤師会（支部薬剤師会） 
○ 東京都病院薬剤師会 
○ 区市町村内の医療機関 等 

 

（２）情報の収集、分析、対応 

区市町村災害薬事コーディネーターは、区市町村災害対策本部が、関係機関

等から情報を収集するに当たり、助言及び調整の支援を行います。 
区市町村災害薬事コーディネーターは、区市町村災害対策本部において収集

した情報及びその分析結果等を踏まえた対応策等を検討するに当たり、区市町

村災害医療コーディネーターとともに、助言及び調整の支援を行います。 
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４４  人人的的支支援援及及びび物物的的支支援援のの調調整整にに係係るる業業務務  
（１）地区薬剤師班の調整等 

医療救護所等の稼働状況の情報を収集し、地区薬剤師班の差配、都への支援

要請などの助言、調整又は対応を実施します。 

 

（２）医薬品等の調整 

医療救護所等で必要になる医薬品等の需給状況の情報を収集し、卸売販売業

者への発注、都に調達を要請（災害用モバイルファーマシーの派遣を含む）、在

庫管理などの助言、調整又は対応を実施します。 

 
（３）継続支援の必要性 

区市町村災害薬事コーディネーターは、被災地域における医療機関等の復旧

状況を踏まえ、薬剤師班等の段階的な活動縮小及び活動終了について検討する

に当たり、区市町村災害医療コーディネーター等とともに、助言及び調整の支

援を行います。 
 
５５  記記録録のの作作成成及及びび保保存存並並びびにに共共有有にに係係るる業業務務  

区市町村災害薬事コーディネーターは、保健医療活動に係る情報について、
時間経過に沿った記録（クロノロジー）の作成及び保存を行うに当たり、助言
及び調整の支援を行います。 

区市町村災害薬事コーディネーターは、自身の活動について、時間経過に沿
った記録（クロノロジー）を作成及び保存し、関係機関に共有します。 
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第第３３章章  薬薬剤剤師師班班のの具具体体的的活活動動内内容容 

第１節 医療救護所における活動 

１１  薬薬剤剤師師班班のの参参集集  

 地区薬剤師会に所属する薬局薬剤師は、区市町村が定める地域防災計画に基づ
き、地区薬剤師班として緊急医療救護所又は避難所医療救護所に参集します。 
 医療救護所に到着したら、速やかに、薬剤師班の班長の中から、全体の「責任
者」を選任し、医療救護所指揮者に報告します。また、「責任者」は、医療救護所
指揮者に、逐次、参集状況等を報告します。 

医療救護所の薬剤師班は、医療救護所指揮者の指示に従って活動します。 

[図：緊急医療救護所への薬剤師班参集イメージ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[図：薬剤師班の班長と責任者]  

 

 

 

 

 

 

  

薬剤師班 
薬剤師班 薬剤師班 

班長 班長 班長 

責任者 
班長の中から選任

※ 

各 班 か ら 選 任  

※ 参集した薬剤師班が１班のみの場合は、班長 ＝ 責任者 

※１ 地区医師会、地区薬剤師会等は区市町村からの要請で、医療救護班、薬剤師班等を派遣 

※２ 地域の薬局薬剤師は、区市町村の計画や地区薬剤師会からの要請に基づき参集 

※１ 

※２ 
※２ 

※２ 

薬剤師会等
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２２  調調剤剤所所のの設設営営  

（１）基本的レイアウトの検討 
医療救護所には、原則として、次の３区分のスペースを確保します。 

① 医薬品等の保管場所 
② 調剤場所（服薬指導、相談窓口を併設する） 
③ 一般用（ＯＴＣ）医薬品、衛生材料等の交付窓口 

調剤を行う場所は、関係者以外が立ち入ることのないよう、パーティション
等により他の場所と明確に区別します。特に向精神薬等は、調剤場所内の管理
が十分に行き届く場所へ安全に保管します。 

医薬品等を保管する場所では、風雨や温度・湿度による品質劣化を防止する
対策を講じます。特に調剤を行う場所では、可能な限り集塵装置を設置するな
ど、医薬品等の汚染防止に十分留意します。また、冷所保管の医薬品の管理等
のため電源を確保します。 

あらかじめ基本的レイアウトが作成されている場合は、それを参照の上、施
設の規模、取扱品目数等により適宜、拡大又は縮小して設置します。 

 
[図：医療救護所に設置する調剤所のレイアウト例] 
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[図：医療救護所での患者動線のイメージ図] 

 

主に中等症患者 

調 剤 所 
災害用処方せん 

外 傷 等 の 患 者 
その他の患者 
（慢性疾患等） 

一一般般用用（（ＯＯＴＴＣＣ））  

医医薬薬品品のの交交付付  

ト
リ
ア
ー
ジ 

災害拠点病院へ 
災害拠点連携病院へ 

主に重症患者 

（（緊緊急急））医医療療救救護護所所へへ  

主に軽症患者 

診 察 カ ウ ン タ ー 

薬剤師カウンター 

薬剤師のメモ 
患者名 ●●●● 

主訴  
救護所にある
医薬品の例  

その他（普段
の服用薬等）  

傷病者 

 

● 一般用（ＯＴＣ）医薬品等の交付窓口では、医師の診断・治療を必要とし
ない軽症患者に、薬剤師が一般用（ＯＴＣ）医薬品の供給等を行います。 

● 薬剤師カウンターを医療救護所の入り口付近に設置すると、軽症患者と受
診の必要な患者の振り分けや、普段の服用薬等についての聞き取りが診察
前に行えるなど、医療救護班の負担を軽減できます。 

レレイイアアウウトトのの参参考考  
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（２）必要資材の確保 

薬剤師班は、下表の「調剤所必要物品」の確保に努めます。 

なお、調剤用資材の調達は、区市町村等のほか、状況によっては近隣薬局等

へ提供を要請するなど、柔軟かつ迅速な対応を図ります。 

[表：調剤所必要物品リスト（例示）] 

 品  名    品  名 

設 

置 

用 

資 

材 

□ 軽量ラック（落下防止バー付） 

□ 簡易薬品棚（医薬品を保管するため

の間仕切り付きケース等） 

□ 台車（カゴ付） 

□ 机、イス 

□ 樹脂パレット 

□ ポータブル電源（冷蔵庫、ＯＡ機器等

の電源として使用） 

Ｏ 

Ａ 

機 

器 

□ ノートパソコン、 

□ プリンタ（コピー機能つきのもの） 

□ Wi-Fi ルーター 

□ ＵＳＢメモリ 

□ スマートフォン用のケーブル（充電、

ＰＣへのデータ転送で使用） 

帳 

票 

類 
□ 災害用処方せん（様式１） 

□ 災害用緊急薬袋（様式２） 

□ 医薬品等発注書（様式３） 

□ 調剤所備蓄医薬品リスト 

（作成例は次ページの表参照） 

保
管
用
資
材 

□ アウトドア用冷蔵庫（電気不要タイプ

もあり）またはクーラーボックス及び

瞬間冷却材等 

□ 施錠可能ロッカー（向精神薬等保管

用） 
調 

 

剤 
 

用 
 

物 
 

品 

□ 投薬ビン 

□ 軟膏ツボ、軟膏ベラ、軟膏板 

□ 乳鉢・乳棒 

□ 薬包紙 

□ スパーテル 

□ 半錠カッター 

□ メートグラス、スポイト 

□ 電子秤（乾電池対応品） 

□ ビニール袋（ファスナー付ポリ袋）…

140 ㎜×100 ㎜前後 

□ 調剤印 

□ お薬手帳 

事 
  

務 
  

用 
  

品 

□ 油性マジック…極細字と、赤・緑・青・

黒の細字、太字 

□ ボールペン、鉛筆、消しゴム等 

□ ノート、付箋、メモ用紙 

□ Ａ４用紙（コピー等で使用） 

□ ホチキス 

□ 輪ゴム 

□ セロハンテープ、ガムテープ 

□ カッターナイフ、ハサミ 

□ 電卓 

□ 防災用ライト（懐中電灯、ヘッドライ

ト、ランタン等） 

□ 乾電池（防災用ライト、電子秤等用） 

□ ライティングシート、ホワイトボード

マーカー 

書 
 

籍 

□ 保険薬辞典 

□ 医薬品鑑別辞典等（薬剤識別のための

資料） 

□ 医薬品集（医療用・一般用） 

３３  医医療療救救護護班班等等ととのの調調整整  

（１）医療救護班（医師等） 

医薬品等の確保状況や調剤用資材の搬入状況等を勘案し、「調剤所備蓄医薬品

リスト」等の情報を提供の上、対処可能な処方の内容等について事前に医療救

護班の責任者等と調整を行います。 

できれば、同種同効薬一覧表を作成しておくなど、医療救護班と緊密な調整

を行い、迅速な医療救護活動に努めるとともに、災害用医薬品等の有効活用を

図ります。  
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（２）近接する病院の薬剤部門（緊急医療救護所の場合） 
緊急医療救護所で活動する薬剤師班は、近接する病院の薬剤部門に、調剤所

が設営されたことを情報提供し、薬剤師班の責任者氏名、「調剤所備蓄医薬品リ
スト」等の情報を提供します。また、業務の棲み分けなどについても、事前調
整します。なお、緊急医療救護所の閉鎖が決定した場合も、情報提供します。 

 
（３）近隣の薬局 

院外処方せんを応需できるか等、調剤業務の状況について確認を行い、支援
できることがあれば積極的に行います。また、必要に応じて、調剤所必要物品
の提供等の協力を求めます。 

 

[表：調剤所備蓄医薬品リストの作成例] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４  調調剤剤・・服服薬薬指指導導等等  

（１）災害用処方せんの設計補助 
医療救護所の医師が処方を希望する医薬品の在庫がない場合は、代替薬を提

案する等、医薬品の有効活用に努めます。また、患者から事前に服用歴、アレ
ルギー歴等を聞き取り、お薬手帳を持参している場合や患者のマイナポータル
で薬剤情報を確認できる場合はその情報もあわせて医療救護所の医師へ伝え、
診療効率の向上を図ります。 

 
（２）災害用処方せんに基づく調剤 

① 医療救護所の調剤所では、当該医療救護所の医師が発行した災害用処方せ
んにより調剤します。また、医師が処方を希望する医薬品の在庫がない場合
は、代替薬を提案する等、医薬品の有効活用に努めます。  

（50 音順） 
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[図：処方医師又は処方せんの記載補助者が記載した「災害用処方せん（様式１）」の例] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》 
●医師法施行規則第２１条（処方せんの記載事項） 

医師は、患者に交付する処方せんに、患者の氏名、年齢、薬名、分量、用法、用量、

発行の年月日、使用期間及び病院若しくは診療所の名称及び所在地又は医師の住所を記

載し、記名押印又は署名しなければならない。  

トリアージ・タッグを転記する場合等は、
「カタカナ」での記載も可 

薬剤師からの疑義照会等に対応するため、処方医師の連絡先を記載 

「生年月日」の代わりに、
「年齢」の記載でも可 
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② 調剤済みとなった災害用処方せんには、「調剤済年月日」、「調剤した薬剤師
氏名」及び「調剤した薬剤師の所属する薬剤師班等の名称」等の必要な事項
を記入し、調剤日別に保管します。 

[図：調剤済みとなった「災害用処方せん（様式１）」の記載例] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

後日、連絡できるよう、患者の同意を得た上で、
電話番号等の患者連絡先を記載しておくと便利 
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《参考》 

●薬剤師法第２６条（処方せんへの記入等） 
薬剤師は、調剤したときは、その処方せんに、調剤済みの旨（その調剤によつて、当

該処方せんが調剤済みとならなかつたときは、調剤量）、調剤年月日その他厚生労働省令

で定める事項を記入し、かつ、記名押印し、又は署名しなければならない。 

●薬剤師法施行規則第１５条（処方せんの記入事項） 
法第２６条の規定により処方せんに記入しなければならない事項は、調剤済みの旨又

は調剤量及び調剤年月日のほか、次のとおりとする。 

一 調剤した薬局又は病院若しくは診療所若しくは飼育動物診療施設の名称及び所在地 

二 法第２３条第２項の規定により医師、歯科医師又は獣医師の同意を得て処方せんに

記載された医薬品を変更して調剤した場合には、その変更の内容 

三 法第２４条の規定により医師、歯科医師又は獣医師に疑わしい点を確かめた場合に

は、その回答の内容 

 
③ 災害用緊急薬袋を用いて交付します。 
 

[図：「災害用緊急薬袋（p71 様式２(ｵﾓﾃ)）」の記載例] 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

東  京 子 

ｸﾗﾘｽﾛﾏｲｼﾝ 

(200)「〇〇〇」 
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１８ 
鈴
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ﾛｷｿﾌﾟﾛﾌｪﾝNa 

(60)「〇〇〇」 
３  ２ 

１ 
１０ 

１８ 
鈴
木 
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調
剤
し
た
医
療
救
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所
等
の
名
称
・
所
在
地
を
記
載 

（
薬
剤
師
法
施
行
規
則
第
十
四
条
第
三
号
） 

名 称 

所在地 

医
療
救
護
所
等 

メトロ病院前医療救護所 

新宿区西新宿×‐△‐□ 
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《参考》 

●薬剤師法第２５条(調剤された薬剤の表示) 

薬剤師は、販売又は授与の目的で調剤した薬剤の容器又は被包に、処方せんに記載さ

れた患者の氏名、用法、用量その他厚生労働省令で定める事項を記載しなければならな

い。 

●薬剤師法施行規則第１４条(調剤された薬剤の表示) 
法第２５条の規定により調剤された薬剤の容器又は被包に記載しなければならない

事項は、患者の氏名、用法及び用量のほか、次のとおりとする。 

一 調剤年月日 

二 調剤した薬剤師の氏名 

三 調剤した薬局又は病院若しくは診療所若しくは飼育動物診療施設の名称及び所在

地 

 

 

（３）服薬指導等 
医薬品交付の際は、お薬手帳を持参している場合や患者のマイナポータルで

薬剤情報を確認できる場合はそれらを確認し、患者や代理人へ十分な服薬指導
を行うとともに、医療救護所で調剤・交付した薬剤名等を災害用緊急薬袋（お
薬手帳があれば手帳にも）に記載し、継続して医療機関等を受診する際は、薬
袋又はお薬手帳を医師に提示するよう指導します。 

特に普段服用している医薬品と異なる医薬品（同種同効薬等）を交付する場
合は、十分に説明を行い、患者の理解を得るよう努めます。 

 
（４）一般用（ＯＴＣ）医薬品等の供給 

医師の診断・治療を必要としない軽症患者に、薬剤師班が OTC 医薬品を交
付することで、医師の負担を軽減することができます。 

一般用（ＯＴＣ）医薬品のうち、殺菌消毒薬、含嗽薬など医療用に転用可能
な医薬品は、医療救護所の医療用医薬品需給状況を勘案し、医療救護班の救護
活動への利用を優先させます。ガーゼ、脱脂綿、包帯等の衛生材料も同様です。 

一般用（ＯＴＣ）医薬品等を交付する場合は、患者の申し出等を十分聞いた
上で必要最小量を交付します。また、交付した一般用（ＯＴＣ）医薬品等をつ
いて、トリアージ・タッグ等に記録を残します。 

お薬手帳がある場合は、交付した医薬品名・数量を記載します。 
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５５  トトリリアアーージジのの協協力力  
 
（１）ＳＴＡＲＴ 

START とは「Simple Triage And Rapid Treatment」の略称です。緊急
医療救護所等に参集した薬剤師班は、医師の指示に従って、トリアージの実施、
トリアージ・タッグの記載補助などを行います。 

 [図：ＳＴＡＲＴ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P195 

[図：医療救護所(緊急医療救護所･避難所医療救護所)におけるトリアージカテゴリー] 

識別色/分類 内 容 

最最優優先先治治療療群群  
（（ ⅠⅠ ））  

応急処置後、「災害拠点病院」に搬送します。 

待待機機的的治治療療群群  
（（ ⅡⅡ ））  

応急処置後、「災害拠点連携病院」に搬送します。 

保保   留留   群群  
（（ ⅢⅢ ））  

緊急医療救護所や医療救護所で応急処置を行います。 

無無   呼呼   吸吸  
（（ ００ ））  

医師が死亡診断した場合は、遺体安置所に搬送します。 

 
出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P196 

災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）P195～199 及び 
トリアージハンドブック（平成 25年 11 月福祉保健局発行） 
を参考に作成 
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（２）トリアージの実践とトリアージ・タッグの記載 

① 事前準備 

東京都薬剤師班に所属する薬剤師（薬務 太郎：ヤクム タロウ）が、５月８

日、メトロ病院前医療救護所で実施するトリアージの事前準備を行う場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

１ 

ﾔｸﾑ ﾀﾛｳ 
ﾄﾁｮｳ ﾊﾅｺ 

５  ８ 

メトロ病院前医療救護所 

東京都薬剤師班 

薬剤師 

複写された文字と区別でき
るよう、トリアージ・タッグ
を記載する際は、全て黒色の
ボールペン等を使用します。 

追加・修正に備え、枠内のス
ペースを残し、上に詰めて記
載します。 

トリアージ実施者が薬剤師
の場合は、その他の欄をマル
で囲い、その下の欄外に、薬
剤師と記載します。 

１ 

ﾔｸﾑ ﾀﾛｳ 
ﾄﾁｮｳ ﾊﾅｺ 

５  ８９ 

《参考》トリアージ・タッグの誤記訂正 

トリアージ・タッグの誤記を

訂正する際は、トリアージ区

分の変更を除き、２重線で訂

正します。 
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② トリアージ（１回目）の実施 
①で用意したトリアージ・タッグを使用して、薬剤師（薬務 太郎：ヤクム 

タロウ）が、傷病者（東 京子：アズマ キョウコ）にトリアージを実施した結
果、自立歩行が可能だったことにより「保留群（Ⅲ）」と判定した場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

56 １ 

ﾔｸﾑ ﾀﾛｳ 
ﾄﾁｮｳ ﾊﾅｺ 

５  ８    3   15 

メトロ病院前医療救護所 

東京都薬剤師班 

薬剤師 

アズマ キョウコ 

新宿区西新宿 1-1-1  5432-XXXX 

自宅が火災 

傷病者の氏名はカタカナで記載します。 
トリアージ・タッグの裏面は、カルテとし

て活用しますので、応急措置、搬送・治療

上特に留意する事項などを記載します。 
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③ トリアージ（２回目）の実施 
容体が急変した傷病者（東 京子：アズマ キョウコ）に、医師（都庁 花

子：トチョウ ハナコ）が２回目のトリアージを実施したところ、呼吸回数が
３０回/分以上だったため「最優先治療群（Ⅰ）」と判定し、トリアージ・タ
ッグを記載した場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

（３）トリアージ・タッグの装着 

トリアージ・タッグは、衣服で

なく身体に装着します。 

原則、右手首に装着（右写真参

照）しますが、この部分が負傷し

ている場合は、「左手首→右足首→

左足首→首」の順位で装着します。 

  

１ 

ﾔｸﾑ ﾀﾛｳ 
ﾄﾁｮｳ ﾊﾅｺ 

５  ８    3   15 

メトロ病院前医療救護所 

東京都薬剤師班 

薬剤師 

アズマ キョウコ 

新宿区西新宿 1-1-1  5432-XXXX 

東京都医療救護班 

××  

       3   45 

PM3:45 ﾄﾁｮｳﾊﾅｺ 

自宅が火災 

PM3:45 呼吸回数 36 回/分 

トリアージ区分を変更（Ⅲ⇒Ⅰ）した場
合は×で訂正をし、変更した時間とトリ
アージ実施者の氏名を記載します。 

トリアージ区分がⅠと判定された場合、
上図の様に、トリアージ・タッグのもぎ
りを行います。 
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第２節 避難所における活動 

１１  巡巡回回・・服服薬薬指指導導等等                                                            

（１）服薬指導等 
  薬剤師班は、避難所の規模や設置場所によって、避難所を定期的に巡回し、

避難所の被災者の服薬状況を調査し、必要に応じて服薬指導を行います。特に
避難所生活が長期にわたる場合等は、薬事に関する相談に積極的に応じ、医薬
品等の交付が必要と思われる患者に対しては、医療救護所への来所等の適切な
指導を行います。 

避難所に災害用の備蓄医薬品が配置されている場合は、それらの品質確保や
使用方法の指導等に努めます。 

また、避難所で不足している医薬品等があると思われる場合には、災害薬事
センター（旧称：医薬品ストックセンター）等を通じて供給を要請します。 

（２）医療救護班等との連携 
巡回医療救護班や保健師班から薬剤師班へ協力要請があった場合には、薬剤

師班も派遣状況、対応可能な業務内容等を勘案の上、巡回医療救護班に同行す
るなど、関係機関との緊密な連携を図り、医療救護活動への支援を行います。 

（３）一般用（ＯＴＣ）医薬品等の交付 

医師の診断・治療を必要としない軽症患者から、一般用（ＯＴＣ）医薬品や
衛生材料等の供給の要請があった場合の対応を行います。 

一般用（ＯＴＣ）医薬品等を供給する場合は、患者の申し出等を十分に聞い
た上で必要最小量を交付します。交付した一般用（ＯＴＣ）医薬品等をついて、
記録を残します。お薬手帳がある場合は、交付した医薬品名・数量を記載しま
す。 

 

２２  公公衆衆衛衛生生活活動動  

薬剤師班は、保健所、保健師、看護師、感染症の専門家（※）等と連携して、
避難所の状況やニーズを適切に把握し、衛生管理を行います。 
※ 令和６年能登半島地震では、日本環境感染学会の災害時感染制御支援チーム（DICT：避難

所等における感染症対策の支援を行うチーム）や、 国立感染症研究所、国立国際医療研究
センター及び石川県内の感染症専門家を中心とするネットワークが現地で活動 
【出典】令和６年４月１５日付令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料３ 

（１）感染症対策 
ノロウイルス、サルモネラ菌、病原性大腸菌、インフルエンザ、コロナウイ

ルス等対策として、仮設トイレやドアの把手等の消毒を行います。また、含嗽
薬や手指消毒薬の配置や補充を行うとともに、「手洗いやうがいの励行」「手指
消毒」「塩素系漂白剤での靴裏の消毒」等の呼びかけを行います。必要に応じ、
避難所内の二酸化炭素濃度を測定し、換気回数を増やす呼びかけも行います。
さらに、被災地での活動では、自らを感染症から守ることも必要です。 

（２）害虫駆除 
夏場に大量発生するハエや蚊等の害虫対策として、被害の大きい地区の避難

所に殺虫剤及び簡易噴霧器を配布するとともに、仮設トイレやゴミ置場等で殺
虫剤の散布方法の説明を行います。  
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【【参参考考】】避避難難所所にに関関すするるアアセセススメメンントト調調査査票票（（ララピピッッドドアアセセススメメンントトシシーートト））  
避難所を中心に周辺地域の被災状況やニーズを適切に把握する目的で作成す

る調査票です。災害が発生すると、医療・保健・福祉等の専門チームが被災現
場に派遣されますが、あらかじめ避難所の被災状況や被災ニーズを把握するこ
とができれば、避難所の状況やニーズに即した専門職チームを派遣できるなど、
迅速かつ効率的な資源投入が期待できます。 

[様式：施設・避難所等ラピッドアセスメントシート] 

 
出展：大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について 

（令和 4年 7月 22 日付科発 0722 第２号、医政発 0722 第１号、健発 0722 第１号、薬生発 0722 第１

号、社援発 0722 第１号、老発 0722 第１号）別紙２ 
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【【参参考考】】災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動支支援援シシスステテムム（（D24H）） 
令和 6 年能登半島地震では、発災直後より、避難所状況の把握のため石川

県保健医療福祉調整本部、保健所、DMAT（災害派遣医療チーム）等で災害
対応に活用されました。 

 

 

出典：令和 6 年能登半島地震での災害対応における災害時保健医療福祉活動支援システム

（D24H）」の活用に係る周知について 

（令和 6年 1月 19 日厚生労働省大臣官房厚生科学課災害等危機管理対策室事務連絡） 
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第３節 医薬品集積センターにおける活動 

１１  医医薬薬品品集集積積セセンンタターーのの開開設設・・運運営営  

（１）設置 
都は、必要に応じて、医薬品集積センターを設置し、被災地外の関係団体や他

道府県市などからの医薬品等を集積し、区市町村が設置する災害薬事センター
に配送します。 

 
（２）基本的レイアウトの検討 

設置に当たっては、保管中の医薬品等への直射日光照射を防止するとともに、
施設内の温度を 30℃以下（冬季は 15℃以上）に保つよう、換気等により温度
管理対策を講じます。 

あらかじめ医薬品集積センターの基本的レイアウトが作成されている場合は、
それを参照の上、施設の規模、取扱品目数等により適宜、拡大又は縮小して設
置します。 

 
[図：医薬品等集積場所のレイアウト例] 
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（３）必要資材の確保 

参集した薬剤師班は、速やかに必要資材の有無を確認し、不足している資材
がある場合は、都災害対策本部等に搬入を要請します。また、温度管理品の保
管のため、電源を確保します。 

 
[表：医薬品等集積場所必要物品リスト（例示）] 

 品  名    品  名 

設 

置 

用 

資 

材 

□ 軽量ラック（落下防止バー付） 
□ 台車（カゴ付） 
□ 机、イス 
□ 樹脂パレット 
□ 大型テント（屋外一時保管用） 
□ 防水用テント（3．6m×5．4m） 
□ 連絡通信機器類等 
□ ポータブル電源（冷蔵庫、ＯＡ機器

等の電源として使用） 

保
管
資
材 

□ 冷蔵庫又は保冷容器・冷却剤 
□ 施錠可能ロッカー（向精神薬等保管

用） 

払
出
資
材 

□ 医薬品等払出用段ボール 
□ 保冷容器（冷暗貯蔵品運搬用） 

Ｏ 

Ａ 

機 

器 

□ ノートパソコン、 
□ プリンタ（コピー機能つきのもの） 

□ Wi-Fi ルーター 
□ ＵＳＢメモリ 
□ スマートフォン用のケーブル（充電、

ＰＣへのデータ転送で使用） 

事 
  

務 
  

用 
  

品 

□ 油性マジック…極細字と、赤・緑・
青・黒の細字、太字 

□ ボールペン、鉛筆、消しゴム等 
□ ノート、付箋、メモ用紙 
□ Ａ４用紙（コピー等で使用） 
□ ホチキス 
□ 輪ゴム 
□ セロハンテープ、ガムテープ 
□ カッターナイフ、ハサミ 
□ 電卓 
□ 防災用ライト（懐中電灯、ヘッドラ

イト、ランタン等） 
□ 乾電池（防災用ライト等に使用） 
□ ライティングシート、ホワイトボー

ドマーカー 

帳
票
類 

□ 災害用処方せん（様式１） 
□ 災害用緊急薬袋（様式２） 
□ 医薬品等発注書（様式３） 

書 

籍 

□ 保険薬辞典 
□ 医薬品鑑別辞典等（薬剤識別のため

の資料） 
□ 医薬品集（医療用・一般用） 

 

 

２２  医医薬薬品品集集積積セセンンタターーででのの薬薬剤剤師師班班活活動動  

薬剤師班は、都災害対策本部の指示を受け、支援物資（医薬品等）の受入れ、
仕分け、保管管理、区市町村が開設する災害薬事センターへの払出し等を行いま
す。 
 

３３  医医薬薬品品集集積積セセンンタターーのの閉閉鎖鎖  

都災害対策本部は、医薬品等の在庫状況、区市町村が開設する災害薬事センター
からの供給要請等の状況を踏まえた上で、東京都災害医療コーディネーター及び
東京都災害薬事コーディネーターの助言に基づいて、医薬品集積センターを閉鎖
します。 

また、医薬品集積センターに残った医薬品等は、都が返品、廃棄等の処理を行
います。 
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第４節 災害薬事センター（旧称：医薬品ｽﾄｯｸｾﾝﾀｰ）における活動 

１１  災災害害薬薬事事セセンンタターーのの開開設設・・運運営営  

（１）設置 

区市町村は、地区薬剤師会と連携して、医療救護所や避難所などへの医薬品

等の供給拠点となる災害薬事センター（旧称：医薬品ストックセンター）を設

置します。 

また、地区薬剤師会から区市町村災害薬事コーディネーター（旧称：医薬品

ストックセンター長）を選任します。 

 

（２）基本的レイアウトの検討 

設置に当たっては、保管中の医薬品等への直射日光照射を防止するとともに、

施設内の温度を 30℃以下（冬季は 15℃以上）に保つよう、換気等により温度

管理対策を講じます。 

あらかじめ災害薬事センターの基本的レイアウトが作成されている場合は、

それを参照の上、施設の規模、取扱品目数等により適宜、拡大又は縮小して設

置します。 

 

（３）必要資材の確保 

参集した薬剤師班は、速やかに必要資材の有無を確認し、不足している資材

がある場合は、区市町村の医療救護活動拠点等に搬入を要請します。 

 

２２  災災害害薬薬事事セセンンタターーででのの薬薬剤剤師師班班活活動動  

薬剤師班は、区市町村災害薬事コーディネーターの業務を補佐しながら、以

下の業務を行います。 

・区市町村が協定を締結している医薬品卸売販売業者との調整、医薬品等の発注 

・都が開設した医薬品集積センターとの調整、支援物資（医薬品等）の供給要請 

・医薬品等の受入れ、仕分け、保管管理、避難所等への払出し 

 

３３  災災害害薬薬事事セセンンタターーのの閉閉鎖鎖  

区市町村災害薬事コーディネーターは、医薬品等の在庫状況、医療救護所と

避難所からの供給要請等の状況を踏まえて、区市町村災害対策本部（医療救護

活動拠点）と災害薬事センターの閉鎖を検討します。 

区市町村は、区市町村災害医療コーディネーター及び区市町村災害薬事コー

ディネーターの助言に基づいて、災害薬事センターを閉鎖します。 

また、閉鎖する際、災害薬事センターに残った医薬品等は、区市町村が返品、

廃棄等の処理を行います。 
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第５節 医薬品等の供給 

災害時、区市町村が設置する緊急医療救護所や避難所救護所等において使用す

る医薬品等の供給は、医療救護所や災害薬事センターで活動する薬剤師班が協働

し、薬局や卸売販売業者等と連携して実施する必要があります。 
区市町村災害薬事コーディネーターは、これらの業務に主導的に関与すること

で、区市町村災害医療コーディネーターを補佐します。 
なお、病院、診療所等の医療機関で使用する医薬品等は、平時と同様に卸売販

売業者から調達します。（第１章第５節「医薬品等供給体制参照」） 

１１  発発災災～～概概ねね 7722 時時間間以以内内【【卸卸売売販販売売業業者者復復旧旧前前】】  

卸売販売業者が復旧するまで（少なくとも７２時間）は、区市町村の備蓄医薬

品等を用いて無補給で医療救護所での調剤・医薬品供給を行うことが求められま

す。 

災害薬事センターは、医療救護所で活動する薬剤師班の責任者から報告を受け

て過不足状況を把握します。医療救護所で医薬品等が不足する場合、災害薬事セ

ンターは、区市町村に対し、区市町村と地区薬剤師会との協定に従って薬局等に

医薬品等の供出要請をするよう依頼します。 

災害薬事センターは、医薬品等の供給に関する情報を医療救護活動拠点に報告

します。医療救護活動拠点は、状況に応じ、医療対策拠点又は東京都災害対策本

部に情報提供します。 
 

[図：発災直後から７２時間までの供給体制] 
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２２  概概ねね 7722 時時間間以以降降【【卸卸売売販販売売業業者者復復旧旧後後】】  

（１）卸売販売業者からの医薬品等供給の流れ 
卸売販売業者復旧後は、区市町村が協定を締結している医薬品卸売販売業者の

営業所（以下「協定締結卸」）に対して、医薬品等を発注します。 
発注は、原則、災害薬事センターの薬剤師班が行います。ただし、医療救護所

で活動する薬剤師班の責任者が災害薬事センターから同意を得た場合は、医療救
護所の薬剤師班が協定締結卸へ直接発注することもできます。その際、災害薬事
センターは、随時、協定締結卸と供給に関する調整を行います。 

災害薬事センターは、医薬品等の供給に関する情報を医療救護活動拠点に報告
します。医療救護活動拠点は、状況に応じ、東京都災害対策本部に情報提供します。 

 [図：卸売販売業者復旧後の供給体制] 
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（２）発注と納品 

協定締結卸への発注連絡は、電話、電子メール、ＦＡＸ等で行います。電子メ
ール、ＦＡＸで発注する場合は、必要に応じて、「医薬品等発注書（様式３）」を
使用します。その後、協定締結卸に電話連絡し、電子メール、ＦＡＸの到達を確
認します。 

納品された医薬品等を検品し納品伝票を受け取ります。また、納品伝票の控え
に納品を受けた医療救護所の名称と検品した薬剤師の所属・氏名を記載（可能で
あれば押印）して、協定締結卸に返却します。 
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第第４４章章  参参考考資資料料・・様様式式 
  
参参考考資資料料１１  災災害害拠拠点点病病院院                    （令和６年１０月１日現在）  

二次保健 
医療圈 

施設名 所在地 病床数 
三次 
救急 

ヘリ 

区中央部 

 日本大学病院 千代田区神田駿河台 1-6 320 ●  

 三井記念病院 千代田区神田和泉町 1 482   

 聖路加国際病院 中央区明石町 9-1 520 ●  

 東京都済生会中央病院 港区三田 1－4－17 523 ●  

 東京慈恵会医科大学附属病院 港区西新橋 3-19-18 1,075 ●  

 北里大学北里研究所病院 港区白金 5-9-1 329   

 虎の門病院 港区虎ノ門 2-2-2 819   

☆ 日本医科大学付属病院 文京区千駄木 1-1-5 877 ●  

 東京都立駒込病院 文京区本駒込 3-18-22 815   

 順天堂大学医学部附属順天堂医院 文京区本郷 3-1-3 1,051  ● 
 東京科学大学病院 文京区湯島 1-5-45 813 ● ● 
 東京大学医学部府属病院 文京区本郷 7-3-1 1,218 ● ● 
 永寿総合病院 台東区東上野 2-23-16 400  ● 

区南部 

 昭和大学病院 品川区旗の台 1-5-8 815 ●  

 ＮＴＴ東日本関東病院 品川区東五反田 5-9-22 594   

☆ 東邦大学医療センター大森病院 大田区大森西 6-11-1 916 ●  

 大森赤十字病院 大田区中央 4-30-1 344   
 東京都立荏原病院 大田区東雪谷 4-5-10 461  ● 
 東京労災病院 大田区大森南 4-13-21 400  ● 
 池上総合病院 大田区池上 6-1-19 384   

区西南部 

 国立病院機構東京医療センター 目黒区東が丘 2-5-1 640 ●  

 至誠会第二病院 世田谷区上祖師谷 5-19-1 301   

 公立学校共済組合関東中央病院 世田谷区上用賀 6-25-1 383   

 日産厚生会 玉川病院 世田谷区瀬田 4-8-1 381   

★ 東京都立広尾病院 渋谷区恵比寿 2-34-10 408 ● ● 
 日本赤十字社医療センター 渋谷区広尾 4-1-22 693 ● ● 

区西部 

☆ 東京医科大学病院 新宿区西新宿 6-7-1 904 ●  

 慶応義塾大学病院 新宿区信濃町 35 950   

 東京女子医科大学病院 新宿区河田町 8-1 1,139 ●  

 東京都立大久保病院 新宿区歌舞伎町 2-44-1 304   

 国立国際医療研究センター病院 新宿区戸山 1-21-1 716 ● ● 
 東京山手メディカルセンター 新宿区百人町 3-22-1 418   

 東京新宿メディカルセンター 新宿区津久戸町 5-1 520   

 新渡戸記念中野総合病院 中野区中央 4-59-16 296   

 東京警察病院 中野区中野 4-22-1 415  ● 
 荻窪病院 杉並区今川 3-1-24 252   

 杏林大学医学部付属杉並病院 杉並区和田 2-25-1 340   

区西北部 

 東京都立大塚病院 豊島区南大塚 2-8-1 413   

 東京北医療センター 北区赤羽台 4-17-56 351   

 日本大学医学部附属板橋病院 板橋区大谷口上町 30-1 990 ●  

☆ 帝京大学医学部附属病院 板橋区加賀 2-11-1 1,068 ● ● 
 東京都健康長寿医療センター 板橋区栄町 35-2 550   

 東京都立豊島病院 板橋区栄町 33－1 438  ● 
 練馬光が丘病院 練馬区光が丘 2-5-1 457   

 順天堂大学医学部附属練馬病院 練馬区高野台 3-1-10 490 ●  
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二次保健 
医療圈 

施設名 所在地 病床数 
三次 
救急 

ヘリ 

区東北部 

☆ 東京女子医科大学附属足立医療センター 荒川区江北 4-33-1 450 ● ● 

 西新井病院 足立区西新井本町 1-12-12 196   

 苑田第一病院 足立区竹の塚 4-1-12 221   

 博慈会記念総合病院 足立区鹿浜 5－11－1 306   

 東京慈恵会医科大学葛飾医療センター 葛飾区青戸 6-41-2 371   

 東京都立東部地域病院 葛飾区亀有 5-14-1 314   

 平成立石病院 葛飾区立石 5-1-9 203   

区東部 

☆ 東京都立墨東病院 墨田区江東橋 4-23-15 765 ● ● 

 東京曳舟病院 墨田区東向島 2-27-1 200   

 江東病院 江東区大島 6-8-5 286   

 
順天堂大学医学部附属 

順天堂江東高齢者医療センター 
江東区新砂 3-3-20 404   

 がん研究会有明病院 江東区有明 3-8-31 686  ● 

 昭和大学江東豊洲病院 江東区豊洲 5-1-38 400   

 東京臨海病院 江戸川区臨海町 1-4-2 400   

 江戸川病院 江戸川区東小岩 2-24-18 447   

 森山記念病院 江戸川区北葛西 4-3-1 293   

西多摩 

☆ 市立青梅総合医療センター 青梅市東青梅 4-16-5 521 ● ● 

 公立阿伎留医療センター あきる野市引田 78-1 305   

 公立福生病院 福生市加美平 1-6-1 316   

南多摩 

☆ 東京医科大学八王子医療センター 八王子市館町 1163 610 ● ● 

 東海大学八王子病院 八王子市石川町 1838 500  ● 

 日本医科大学多摩永山病院 多摩市永山 1-7-1 405 ●  

 東京都立多摩南部地域病院 多摩市中沢 2-1-2 287   

 稲城市立病院 稲城市大丸 1171 290   

 町田市民病院 町田市旭町 2-15-41 440   

 南町田病院 町田市鶴間 4-4-1 222   

 日野市立病院 日野市多摩平 4-3-1 300   

北多摩 
西部 

★ 国立病院機構災害医療センター 立川市緑町 3256 455 ● ● 

 立川病院 立川市錦町 4-2-22 450   

 東大和病院 東大和市南街 1-13-12 284   

北多摩 
南部 

 武蔵野赤十字病院 武蔵野市境南町 1-26-1 611 ● ● 

☆ 
東京都立多摩総合医療センター･ 

東京都立小児総合医療センター 
府中市武蔵台 2-8-29 

789 
● ● 

561 

 杏林大学医学部付属病院 三鷹市新川 6-20-2 1,055 ● ● 

 東京慈恵会医科大学附属第三病院 狛江市和泉本町 4-11-1 561   

北多摩 
北部 

☆ 公立昭和病院 小平市花小金井 8-1-1 485 ●  

 佐々総合病院 西東京市田無町 4-24-15 183   

 東京都立多摩北部医療センター 東村山市青葉町 1-7-1 337   

 国立病院機構東京病院 清瀬市竹丘 3-1-1 472   

合 計 ８５施設   43,354 28 22 

★･･････････広域基幹災害拠点病院 

☆･･････････地域災害拠点中核病院 

三次救急･･･救命救急センター等の三次救急医療施設 

ヘリ･･･････ヘリコプターの臨時離発着場 
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参参考考資資料料２２  都都内内のの区区市市町町村村とと「「災災害害時時ににおおけけるる医医薬薬品品等等のの調調達達業業務務にに関関すす

るる協協定定」」をを締締結結ししてていいるる医医薬薬品品卸卸売売販販売売業業者者（（二二次次保保健健医医療療圏圏毎毎））  
令和７年２月_東京医薬品卸業協会調べ 

●･･･窓口となる支店又は営業所 
 
（１）区中央部 

医薬品卸売販売業者 千
代
田

中

央 

港 

文

京 

台

東 支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 千代田・中央支店 文京区水道 1-6-13 03-5805-6213/03-5805-6219 ● ●    

〃 文京・豊島支店 文京区水道 1-6-13 03-5805-6201/03-5805-6207    ●  

〃 品川・港支店 目黒区目黒本町 2-18-16 03‐5773‐3682/03-5773-3692   ●   

〃 荒川・台東支店 江戸川区平井 7-5-32 03-5631-9331/03-5631-9332     ● 

スズケン 中央支店 
千代田区神田佐久間河岸

59 
03-5820-1622/03-5820-1683 ● ● ●  ● 

〃 東京北事業所 北区東十条 6-3-3 03-5249-5721/03-3903-6061    ●  

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 千代田支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2194/03-5621-2258 ●     

〃 中央支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2153/03-5621-2258  ●    

〃 港支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2156/03-5621-2258   ●   

〃 文京支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2238/03-5621-2257    ●  

〃 荒川支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2237/03-5621-2257     ● 

東邦薬品 新宿・千代田・豊島営業所 文京区水道 2-16-4 03-5976-2591/03-5976-2594 ● ● ● ●  

〃 葛飾営業所 葛飾区奥戸 1-25-1 03-5670-700１/03-5670-7007     ● 

マ ル タ ケ 東京支店 豊島区南大塚 1-2-7 03-5976-3200/03-5976-3284 ●    ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 東京中央支店 板橋区泉町 40-1 03-5916-1800/03-5994-1175 ●    ● 

 
（２）区南部 

医薬品卸売販売業者 品

川 

大

田 支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 品川・港支店 目黒区目黒本町 2-18-16 03‐5773‐3682/03-5773-3692 ●  

〃 大田支店 目黒区目黒本町 2-18-16 03-5773-3684/03-5773-3694  ● 

スズケン 城南事業所 品川区東品川 4-9-28 03-3740-1511/03-3740-1525 ● ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 品川支店 川崎市高津区千年 1200-1 044-740-8083/044-740-8089 ●  

〃 大田支店 川崎市高津区千年 1200-1 044-740-8084/044-740-8089  ● 

東邦薬品 大田・品川営業所 

大田区平和島 2-1-1 
京浜トラックターミナル内 

ダイナベース３F 
03-6404-8693/03-5471-2174 ● ● 

マ ル タ ケ 西部営業所 世田谷区若林 3-35-13 03-5486-3511/03-5486-3500  ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 羽田営業所 
大田区羽田空港 1-8-2 

羽田ﾒﾝﾃﾅﾝｽｾﾝﾀｰ 2F 
03-5703-7377/03-5708-7366  ● 
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（３）区西南部 

医薬品卸売販売業者 目

黒 

渋

谷 

世
田
谷支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 渋谷・目黒支店 目黒区目黒本町 2-18-16 03-5773-3683/03-5773-3693 ● ●  

〃 世田谷支店 世田谷区千歳台 4-13-6 03-3484-4271/03-3484-4277   ● 

スズケン 世田谷事業所 世田谷区代沢 3-15-1 03-3422-5294/03-3419-1653 ● ● ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 目黒支店 川崎市高津区千年 1200-1 044-740-8083/044-740-8089 ●   

〃 渋谷支店 杉並区堀ノ内 1-7-35 03-3318-5507/03-3318-5550  ●  

〃 世田谷北支店 川崎市高津区千年 1200-1 044-740-8082/044-740-8089   ● 

東邦薬品 世田谷営業所 世田谷区代沢４-４３-1１ 03-3413-8231/03-3413-0532 ● ● ● 

マ ル タ ケ 西部営業所 世田谷区若林 3-35-13 03-5486-3511/03-5486-3500 ● ● ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 東京支店 世田谷区弦巻 1-1-12 03-5433-4511/03-5433-4520 ● ● ● 

 
（４）区西部 

医薬品卸売販売業者 新

宿 

中

野 

杉

並 支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 千代田・中央支店 文京区水道 1-6-13 03-5805-6213/03-5805-6219 ●   

〃 杉並・中野支店 杉並区井草 3-20-5 03-3301-7311/03-3301-9465  ● ● 

スズケン 世田谷事業所 世田谷区代沢 3-15-1 03-3422-5294/03-3419-1653 ●   

〃 東京西事業所 練馬区高野台 2-3-17 03-5923-0861/03-3904-2171  ● ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 新宿支店 杉並区堀ノ内 1-7-35 03-3318-5500/03-3318-5526 ●   

〃 中野支店 練馬区向山 1-11-13 03-5987-0020/03-5987-0040  ●  

〃 杉並支店 杉並区堀ノ内 1-7-35 03-3318-5502/03-3318-5504   ● 

東邦薬品 新宿・千代田・豊島営業所 文京区水道 2-16-4 03-5976-2591/03-5976-2594 ●   

〃 練馬営業所 練馬区谷原 1-9-3 03-3997-3211/03-3995-0364  ● ● 

酒井薬品 中野営業所 中野区鷺宮 3-47-1 03-3337-8021/03-3337-8025  ● ● 

マ ル タ ケ 西部営業所 世田谷区若林 3-35-13 03-5486-3511/03-5486-3500  ● ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 東京中央支店 板橋区泉町 40-1 03-5916-1800/03-5994-1175  ● ● 
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（５）区西北部 

医薬品卸売販売業者 豊
島 

北 

板
橋 

練
馬 支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 文京・豊島支店 文京区水道 1-6-13 03-5805-6201/03-5805-6207 ●    

〃 北支店 板橋区相生町 4-6 03-3937-8311/03-3934-4801  ●   

〃 板橋支店 板橋区相生町 4-6 03-3934-8311/03-3935-4034   ●  

〃 練馬支店 杉並区井草 3-20-5 03-3301-6011/03-3301-9531    ● 

スズケン 東京北事業所 北区東十条 6-3-3 03-5249-5721/03-3903-6061 ● ●   

〃 東京西事業所 練馬区高野台 2-3-17 03-5923-0861/03-3904-2171   ● ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 豊島支店 北区東田端 1-17-42 03-3809-5881/03-3809-5880 ●    

〃 北支店 北区東田端 1-17-42 03-3809-7551/03-3809-7550  ●   

〃 板橋支店 練馬区向山 1-11-13 03-5987-0871/03-5987-0875   ●  

〃 練馬支店 練馬区向山 1-11-13 03-5987-0861/03-5987-0865    ● 

東邦薬品 新宿・千代田・豊島営業所 文京区水道 2-16-4 03-5976-2591/03-5976-2594 ●    

〃 足立営業所 足立区鹿浜 3-1-6 03-3899-5171/03-3857-2192  ●   

〃 練馬営業所 練馬区谷原 1-9-3 03-3997-3211/03-3995-0364   ● ● 

酒井薬品 中野営業所 中野区鷺宮 3-47-1 03-3337-8021/03-3337-8025    ● 

マ ル タ ケ 東京支店 豊島区南大塚 1-2-7 03-5976-3200/03-5976-3284 ●   ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 東京中央支店 板橋区泉町 40-1 03-5916-1800/03-5994-1175 ●  ● ● 

 
（６）区東北部 

医薬品卸売販売業者 荒

川 

足

立 

葛

飾 支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 荒川・台東支店 江戸川区平井 7-5-32 03-5631-9331/03-5631-9332 ●   

〃 足立支店 足立区竹の塚 2-3-23 03-3884-2211/03-3884-5599  ●  

〃 葛飾支店 江戸川区平井 7-5-32 03-5631-9631/03-5631-9653   ● 

スズケン 東京北事業所 北区東十条 6-3-3 03-5249-5721/03-3903-6061 ●   

〃 城北事業所 足立区梅田 7-27-6 03-3848-3411/03-3848-3412  ●  

〃 葛飾事業所 葛飾区西新小岩 4-1-13 03-3695-6181/03-3695-0576   ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 荒川支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2237/03-5621-2257 ●   

〃 足立支店 埼玉県三郷市上彦川戸 852-1 048-950-3028/048-950-3058  ●  

〃 葛飾支店 埼玉県三郷市上彦川戸 852-1 048-950-3029/048-950-3059   ● 

東邦薬品 足立営業所 足立区鹿浜 3-1-6 03-3899-5171/03-3857-2192 ● ●  

〃 葛飾営業所 葛飾区奥戸 1-25-1 03-5670-7001/03-5670-7007   ● 

岩淵薬品 葛飾事業所 葛飾区立石 5-19-19 03-3693-5101/03-3697-4568   ● 

マ ル タ ケ 東京支店 豊島区南大塚 1-2-7 03-5976-3200/03-5976-3284 ●  ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 江戸川営業所 江戸川区瑞江 1-9-4 03-5664-0733/03-5664-0966   ● 
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（７）区東部 

医薬品卸売販売業者 墨
田 

江
東 

江
戸
川支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 墨東支店 江戸川区平井 7-5-32 03-5631-9231/03-5631-9256 ● ●  

〃 江戸川支店 江戸川区平井 7-5-32 03-5631-9621/03-5631-9652   ● 

スズケン 城東支店 江東区北砂 1-7-11 03-5690-5701/03-5690-5700 ● ●  

〃 葛飾事業所 葛飾区西新小岩 4-1-13 03-3695-6181/03-3695-0576   ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 墨田支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2154/03-5621-2257 ●   

〃 江東支店 江東区佐賀 2-8-20 03-5621-2195/03-5621-2257  ●  

〃 江戸川北支店 墨田区緑 3-1-7 03-5638-8900/03-5638-8901   ● 

東邦薬品 葛飾営業所 葛飾区奥戸 1-25-1 03-5670-700１/03-5670-7007 ● ● ● 

岩淵薬品 葛飾事業所 葛飾区立石 5-19-19 03-3693-5101/03-3697-4568  ● ● 

マ ル タ ケ 東京支店 豊島区南大塚 1-2-7 03-5976-3200/03-5976-3284 ● ●  

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 江戸川営業所 江戸川区瑞江 1-9-4 03-5664-0733/03-5664-0966 ● ● ● 

 
（８）西多摩 

医薬品卸売販売業者 青

梅 

福

生 

羽

村 

あ
き
る
野 

瑞

穂 

日

の
出 

檜

原 

奥

多

摩 

支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 青梅支店 青梅市新町 8-7-6 0428-30-3170/0428-30-3175 ● ● ● ● ● ● ● ● 

スズケン 福生支店 福生市本町 43 042-553-1511/042-551-3536 ● ● ● ● ● ● ● ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 福生支店 羽村市五ノ神 4-11-14 042-555-7881/042-555-4408 ● ● ● ● ● ● ● ● 

東邦薬品 
八王子・羽村
営業所 

八王子市大和田町 4-
26-10 

042-645-1313/042-646-6185 ● ● ● ● ● ● ● ● 

酒井薬品 福生営業所 福生市武蔵野台 2-34-4 042-553-3211/042-553-3215 ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

（９）南多摩 

医薬品卸売販売業者 八
王
子

町

田 

日

野 

多

摩 

稲

城 支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 八王子支店 八王子市北野町 566-4 042-646-1321/042-645-8143 ●  ●   

〃 町田支店 町田市野津田町 914-1 042-734-0081/042-734‐0016  ●  ● ● 

スズケン 府中事務所 府中市四谷 6-13-10 042-367-3511/042-367-3488 ●  ● ● ● 

〃 町田支店 町田市忠生 1-2-14 042-793-1511/042-793-0138  ●    

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 八王子支店 八王子市北野町 523-7 042-646-5531/042-644-7705 ●  ●   

〃 町田支店 町田市大蔵町 292-1 042-734-5821/042-734-2385  ●  ● ● 

東邦薬品 八王子・羽村営業所 八王子市大和田町 4-26-10 042-645-1313/042-646-6185 ●  ●   

〃 町田・南多摩営業所 町田市木曽西 2-19-15 042-789-6501/042-791-6095  ●  ● ● 

酒井薬品 八王子営業所 八王子市高倉町 5-7 042-642-2531/042-642-2540 ●  ●   

〃 町田営業所 町田市金井町 2707-1 042-736-1411/042-736-4007  ●  ● ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 八王子出張所 八王子市宇津木町 758-3 042-696-3722/042-691-8740 ● ● ●   
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（10）北多摩西部 

医薬品卸売販売業者 立

川

昭

島

国

分

寺

国

立

東

大

和

武
蔵
村
山

支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 多摩第三支店 府中市西原町 1-5-1 042-314-0223/042-314-0228 ● ● ● ● ●  

〃 青梅支店 青梅市新町 8-7-6 0428-30-3170/0428-30-3175      ● 

スズケン 府中事業所 府中市四谷 6-13-10 042-367-3511/042-367-3488 ●   ● ●  

〃 福生支店 福生市本町 43 042-553-1511/042-551-3536  ●    ● 

〃 小平支店 小平市御幸町 44-1 042-324-1511/042-325-2782   ●    

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 国立支店 国立市谷保 5218 042-575-7511/042-574-7572 ●  ● ● ● ● 

〃 福生支店 羽村市五ノ神 4-11-14 042-555-7881/042-555-4408  ●     

東邦薬品 立川・府中営業所 府中市美好町 1-38-4 042-366-3208/042-366-3228 ● ● ● ●  ● 

〃 東久留米営業所 東久留米市八幡町 3-16-42 042-475-8981/042-475-8985     ●  

酒井薬品 八王子営業所 八王子市高倉町 5-7 042-642-2531/042-642-2540 ●   ●   

〃 三鷹営業所 三鷹市野崎 1-11-22 0422-47-2131/0422-47-9279   ●    

〃 福生営業所 福生市武蔵野台 2-34-4 042-553-3211/042-553-3215  ●     

〃 小平第一営業所 小平市小川東町 5-20-1 042-343-7701/042-343-7706      ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 八王子営業所 八王子市宇津木町 758-3 042-696-3722/042-691-8740   ●    

（11）北多摩南部 

医薬品卸売販売業者 武
蔵
野 

三
鷹 

府
中 

調
布 

小
金
井 

狛
江 支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 多摩第一支店 府中市西原町 1-5-1 042-314-0222/042-314-0229 ● ●  ●  ● 

〃 多摩第二支店 府中市西原町 1-5-1 042-314-0250/042-314-0259   ●  ●  

スズケン 小平支店 小平市御幸町 44-1 042-324-1511/042-325-2782 ●    ●  

〃 府中事業所 府中市四谷 6-13-10 042-367-3511/042-367-3488  ● ● ●  ● 

ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｾ ｵ 小金井支店 小金井市本町 6-9-36 042-384-5181/042-384-5195 ● ●   ●  

〃 調布支店 府中市白糸台 3-36-8 042-369-3811/042-365-7907   ● ●  ● 

東邦薬品 東久留米営業所 東久留米市八幡町 3-16-42 042-475-8981/042-475-8985 ●      

〃 立川・府中営業所 府中市美好町 1-38-4 042-366-3208/042-366-3228  ● ● ● ● ● 

酒井薬品 三鷹営業所 三鷹市野崎 1-11-22 0422-47-2131/0422-47-9279 ● ● ● ● ● ● 

ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 八王子営業所 八王子市宇津木町 758-3 042-696-3722/042-691-8740   ●    

〃 東京支店 世田谷区弦巻 1-1-12 03-5433-4511/03-5433-4520    ●   

（12）北多摩北部 

医薬品卸売販売業者 小

平

東

村

山

清

瀬

東
久
留
米 

西

東

京
支店名 所在地 TEL/FAX 

ｱﾙﾌﾚｯｻ 多摩第二支店 府中市西原町 1-5-1 042-314-0250/042-314-0259   ● ● ● 

〃 多摩第三支店 府中市西原町 1-5-1 042-314-0224/042-314-0227 ● ●    

スズケン 小平支店 小平市御幸町 44-1 042-324-1511/042-325-2782 ● ● ● ● ● 

ﾒﾃﾞｨｾｵ 武蔵野支店 西東京市田無町 5-7-18 042-464-2101/042-463-8205 ● ● ● ● ● 

東邦薬品 東久留米営業所 東久留米市八幡町 3-16-42 042-475-8981/042-475-8985 ● ● ● ● ● 

酒井薬品 小平第一営業所 小平市小川東町 5-20-1 042-343-7701/042-343-7706 ● ●    

〃 小平第二営業所 小平市小川東町 5-20-1 042-343-7701/042-343-7706   ● ● ● 
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参参考考資資料料３３  都都内内薬薬剤剤師師会会事事務務所所  

（１）地区薬剤師会事務所                 

地  区 地区薬剤師会名 所   在   地 電話番号 ＦＡＸ番号 

千代田区 (一社)千代田区薬剤師会 千代田区神田駿河台1-5-6 ｺﾄｰ駿河台603 03-3292-0801 03-3292-0804 

日 本 橋 (一社)日本橋薬剤師会 中央区日本橋久松町1-2 久松町区民館B1  03-3666-6554 03-3664-1626 

京 橋 (一社)京橋薬剤師会 中央区銀座1-25-3 京橋ﾌﾟﾗｻﾞ2F 03-3567-5386 03-3535-5682 

港 区 (一社)東京都港区薬剤師会 港区西新橋3-23-6 第１白川ﾋﾞﾙ3F、B1 03-3433-8053 03-3433-8059 

新 宿 区 (一社)新宿区薬剤師会 
新宿区新宿7-26-4 

新宿区医師会区民健康ｾﾝﾀｰ1F 03-3208-1632 03-3208-6951 

文 京 区 (一社)文京区薬剤師会 文京区大塚4-39-13 文京印刷会館3F 03-3943-4686 03-3943-8379 

下 谷 (一社)下谷薬剤師会 台東区東上野3-15-11 和光堂薬局2F 03-6803-2245 03-6803-2403 

浅 草 (一社)浅草薬剤師会 台東区蔵前4-34-9 伊東ﾋﾞﾙ2F 03-5829-8304 03-5821-3288 

墨 田 区 (一社)墨田区薬剤師会 墨田区向島1-27-5 坂口第三ﾋﾞﾙ3F 03-3625-8934 03-3829-1199 

江 東 区 (一社)江東区薬剤師会 江東区大島2-41-16-702 03-6912-6110 03-6912-6221 

品 川 (一社)品川薬剤師会 
品川区北品川3-11-16 

品川第一地域ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ1F 03-5715-8290 03-5715-8291 

荏 原 (一社)荏原薬剤師会 品川区中延2-4-2 03-3784-3790 03-3785-2175 

目 黒 区 (一社)目黒区薬剤師会 目黒区鷹番1-7-11 ｸﾚｰﾙ鷹番102 03-3760-3487 03-3760-2138 

大 田 区 (一社)大田区薬剤師会 大田区中央3-1-3 ｱﾙｶﾃﾞｨｱ中央 03-3772-8764 03-3777-8700 

世 田 谷 (一社)世田谷薬剤師会 世田谷区池尻3-13-1 世田谷薬業会館 03-3421-4196 03-3795-9777 

玉 川 砧 (一社)玉川砧薬剤師会 世田谷区桜新町1-3-8 桜新町ｸﾞﾘｰﾝﾊｲﾑ202 03-3705-6066 03-5758-3622 

渋 谷 区 (一社)渋谷区薬剤師会 
渋谷区桜丘町23-21 

渋谷区文化総合ｾﾝﾀｰ大和田1F 03-6455-2966 03-6455-2967 

中 野 区 (一社)中野区薬剤師会 中野区中野1-15-7 03-5330-8934 03-3227-9393 

杉 並 区 (一社)杉並区薬剤師会 杉並区荻窪4-21-17 03-3393-3080 03-3393-3557 

豊 島 区 (公社)豊島区薬剤師会 豊島区南池袋3-2-6 03-3984-7519 03-3988-4427 

北 区 (一社)北区薬剤師会 北区王子2-3-1 北区薬業会館内 03-3914-5171 03-3914-9976 

荒 川 区 (一社)荒川区薬剤師会 荒川区荒川6-42-12 ﾌｫﾙﾂｧ町屋1F 03-3819-0550 03-3819-0557 

板 橋 区 (一社)板橋区薬剤師会 板橋区常盤台1-40-1 木下ﾋﾞﾙ 03-5915-2077 03-5915-2066 

練 馬 区 (一社)練馬区薬剤師会 練馬区富士見台3-56-3 03-5848-4450 03-5848-4460 

足 立 区 (一社)足立区薬剤師会 足立区千住1-26-1 ﾄﾛｲｱﾋﾞﾙ2F 03-5813-8933 03-5813-8934 

葛 飾 区 (一社)葛飾区薬剤師会 葛飾区四つ木1-21-5 ｵｿﾞﾝ薬局2F 03-3693-0185 03-3693-0185 

江戸川区 (公社)江戸川区薬剤師会 江戸川区中央1-3-13 中里ﾋﾞﾙ3F 03-5607-1535 03-5607-1513 
  

令和６年１０月_東京都薬剤師会調べ 
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地  区 地区薬剤師会名 所   在   地 電話番号 ＦＡＸ番号 

西 多 摩 
(一社)西多摩薬剤師会 青梅市東青梅4-17-41 0428-21-4499 0428-21-4489 

(一社)青梅市薬剤師会 青梅市東青梅4-17-32 0428-23-8880 0428-23-6608 

八王子市 (一社)八王子薬剤師会 八王子市旭町12-1 ﾌｧﾙﾏ802 4F 042-649-9011 042-649-9012 

南 多 摩 (一社)南多摩薬剤師会 多摩市中沢2-5-6-2Ｆ 042-372-7040 042-338-0777 

町 田 市 (一社)町田市薬剤師会 町田市金井2-3-19 くさなぎﾋﾞﾙ201 042-708-9181 042-708-9182 

府 中 市 (一社)府中市薬剤師会 府中市府中町2-25-16 府中市保健ｾﾝﾀｰ  042-368-7400 042-360-9091 

調 布 市 (一社)調布市薬剤師会 調布市布田5-25-1 ｱﾌﾞﾆｰﾙ調布102 042-499-3472 042-444-1200 

狛 江 市 (一社)狛江市薬剤師会 狛江市元和泉2-35-1 あいとぴあｾﾝﾀｰ2F 03-5497-2501 03-5497-2502 

小金井市 

国分寺市 

(一社)小金井市薬剤師会 小金井市本町1-8-12 東栄ﾋﾞﾙ3F 042-380-6454 042-388-9212 

(一社)国分寺市薬剤師会 国分寺市南町3-18-17 042-321-0837 042-323-5564 

北 多 摩 

(一社)北多摩薬剤師会 立川市錦町2-1-32 山崎ﾋﾞﾙⅡ-201 042-548-8256 042-548-8257 

(一社)立川市薬剤師会 立川市柴崎町3-5-11 辰午ﾋﾞﾙ301 042-527-6556 042-527-5467 

(一社)昭島市薬剤師会 昭島市朝日町1-1-10 042-541-2208 042-545-0354 

(一社)国立市薬剤師会 国立市富士見台2-18-7 富士見台調剤薬局2F 042-577-1684 042-574-3600 

(一社)東大和市薬剤師会 東大和市南街5-69-10 042-562-6065 042-561-5671 

(一社)武蔵村山市薬剤師会 武蔵村山市緑が丘1460-50-54 042-566-5141 042-566-5140 

武蔵野市 (一社)武蔵野市薬剤師会 武蔵野市中町3-7-1 武蔵野ｺｰﾎﾟﾗｽ105 0422-55-6710 0422-55-6717 

三 鷹 市 (一社)三鷹市薬剤師会 三鷹市上連雀7-4-8 0422-49-7766 0422-47-8080 

西 武 

(一社)西武薬剤師会 小平市美園町3-1-8 三多摩ﾋﾞﾙ1F 042-348-8120 042-348-8121 

(一社)西東京市薬剤師会 西東京市田無町4-25-5 ｶﾓｼﾀﾞﾋﾞﾙ303 042-450-6320 042-450-6322 

(一社)小平市薬剤師会 小平市美園町3-1-8 三多摩ﾋﾞﾙ1F 042-348-8120 042-348-8121 

(一社)東久留米市薬剤師会 東久留米市南沢5-18-50 042-451-9007 042-451-9008 

(一社)清瀬市薬剤師会 清瀬市松山2-1-5 042-491-5845 042-491-5846 

(一社)東村山市薬剤師会 東村山市栄町2-4-4 ﾍﾞﾙﾋﾞｰ司5F 042-392-8880 042-394-0897 

（２）東京都薬剤師会事務所 

名    称 所   在   地 電話番号 ＦＡＸ番号 

(公 社 )  東 京 都 薬 剤 師 会  千 代 田 区 神 田 錦 町 1-21  03-3294-0271 03-3294-7359 
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参参考考資資料料４４  医医薬薬品品・・医医療療資資器器材材備備蓄蓄リリスストト【【参参考考】】  

（１）区市町村における災害用の医療用医薬品備蓄リスト【参考】 H25.3.29 版 

～発災から３日目までに（緊急）医療救護所で使用する医薬品～ 

    

No 
薬効分類 

（薬効分類コード） 
薬効 

区

分 
管理 一般名 

商品名の例 

※斜体はプレフィルドシリンジ 
備考 

1 

催眠鎮静剤・抗

不安剤(112) 

催眠・鎮静、バルビツール酸系抗

てんかん剤 
注 

劇・

向 
フェノバルビタール フェノバール注射液 100mg 

けいれん発作

の対処療法に

も応用可 

2 マイナートランキライザー 内 向 ジアゼパム 
セルシン錠 2ｍｇ／ホリゾン錠

2mg 

3 マイナートランキライザー 注 向 ジアゼパム 
セルシン注射液 10mg／ホリゾン

注射液 10mg 

4 
チエノトリアゾロジアセピン系睡眠

導入剤 
内 向 プロチゾラム レンドルミンＤ錠 0.25mg  

5 精 神 神 経 用 剤

(117) 

チエノジアゼピン系精神安定剤 内 向 エチゾラム デパス錠 0.5mg  

6 抗精神病、D２・５-HT２拮抗剤 内  リスペリドン リスパダール OD 錠 1mg  

7 

解 熱 鎮 痛 消 炎

剤(114) 

プロピオン酸系消炎鎮痛剤 内  
ロキソプロフェンナトリウム

水和物 
ロキソニン錠 60mg  

8 フェニル酢酸系消炎鎮痛剤 外 
劇・

冷 
ジクロフェナクナトリウム ボルタレンサポ（坐剤）50mg  

9 アミノフェノール系解熱鎮痛剤 内  アセトアミノフェン カロナール錠 200mg 小児/大人 

10 アミノフェノール系解熱鎮痛剤 外 冷 アセトアミノフェン アンヒバ坐剤小児用 100mg 小児 

11 
総 合 感 冒 剤

(118) 
総合感冒薬 内  

サリチルアミド、アセトアミノ

フェン、無水カフェイン、プロ

メタジンメチレンジサリチル

酸塩 

ＰＬ配合顆粒（分包 1g）  

12 

局 所 麻 酔 薬

(121) 

アニリド系局所麻酔・不整脈治療

剤 
注 劇 リドカイン 

キシロカイン注ポリアンプ 1%10mL 

※キシロカイン注シリンジ
1%10mL 

 

13 
アニリド系局所麻酔・不整脈治療

剤 
外 劇 リドカイン キシロカインゼリー2%30ｍL  

14 
アニリド系局所麻酔・不整脈治療

剤 
外 劇 リドカイン キシロカインポンプスプレー8%80ｇ  

15 

鎮痙剤(124) 

鎮痙四級アンモニウム塩 内  ブチルスコポラミン臭化物 ブスコパン錠 10mg  

16 鎮痙四級アンモニウム塩 注 劇 ブチルスコポラミン臭化物 
ブスコパン注 20mg 

※スコポラミン注 20mg シリンジ 
 

17 
止しゃ剤・整腸

剤(231) 
生菌製剤 内  耐性乳酸菌 ビオフェルミン R 錠 6ｍｇ  

18 消 化 性 潰 瘍 用

剤(232) 

プロトンポンプインヒビター 内  ランソプラゾール タケプロン OD 錠 15ｍｇ  

19 胃炎・胃潰瘍治療剤 内  レバミピド ムコスタ錠 100mg  

20 

下 剤 ・ 浣 腸 剤

(235) 

緩下剤 内  センノシド プルゼニド錠 12mg  

21 緩下剤 内  
ピコスルファートナトリウム

水和物 
ラキソベロン内用液 0.75％10ｍL 小児 

22 浣腸剤 外  グリセリン 
（グリセリン浣腸液 50％）40ｍL／

60mL 
 

23 
そ の 他 の 消 化

器官用薬(239) 

ベンザミド系消化器機能異常治

療剤 
内  メトクロプラミド プリンペラン錠 5ｍｇ  

24 消化管運動改善剤 内  ドンペリドン 
ナウゼリンドライシロップ 1％（分

包 1ｇ） 
小児 

25 強心剤（211） ジギタリス強心配糖体 内 劇 ジゴキシン ジゴシン錠 0.125ｍｇ  

26 

利尿剤(213) 

ループ利尿薬 内  フロセミド ラシックス錠 20mg  

27 ループ利尿薬 注  フロセミド 
ラシックス注 20mg 

※フロセミド注 20ｍｇシリンジ 
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No. 
薬効分類 

（薬効分類コード） 
薬効 

区

分 
管理 一般名 

商品名の例 

※斜体はプレフィルドシリンジ 
備考 

28 血圧降下剤(214) α、β－遮断剤 内  カルベジロール アーチスト錠 10mg  

29 
 アンギオテンシンⅡ受容体拮

抗剤 
内  

カンデサルタンシレキセ

チル 
ブロプレス錠 8mg  

30 

血管拡張剤(217) 

ジヒドロピリジン系 Ca 拮抗剤 内 劇 アムロジピンベシル酸塩 アムロジン OD 錠 5mg  

31 冠動脈拡張剤 
舌

下 
劇 ニトログリセリン ニトロペン舌下錠 0.3ｍｇ  

32 冠動脈拡張剤 外 劇 ニトログリセリン ミリステープ 5ｍｇ  

33 鎮咳剤(222) 中枢性鎮咳薬 内  
デキストロメトルファン臭

化水素酸塩水和物 
メジコン錠 15mg  

34 去たん剤(223) 気道潤滑去痰剤 内  アンプロキソール塩酸塩 ムコソルバン錠 15mg  

35 鎮咳去たん剤(224) 中枢性鎮咳薬 内  チペピジンヒペンズ酸塩 アスベリン錠 10mg  

36 

気管支拡張剤(225) 

キサンチン系気管支拡張剤 内 劇 テオフィリン ユニフィル LA 錠 200mg  

37 気管支拡張β2-刺激剤 外  サルブタモール硫酸塩 サルタノールインヘラー100μｇ  

38 気管支拡張β2-刺激剤 外  ツロブテロール ホクナリンテープ 0.5mg 小児 

39 気管支拡張β2-刺激剤 外  ツロブテロール ホクナリンテープ 2mg  

40 
その他の呼吸器官

用薬(229) 

吸入ステロイド・気管支拡張

β2-刺激喘息治療配合剤 
外  

ブデソニド・ホルモテロー

ルフマル酸塩水和物 

シムビコートタービュヘイラー30

吸入 
 

41 口腔・咽喉感染予防剤 内  デカリニウム塩化物 SP トローチ 0.25ｍｇ錠 
OTC で代用

可 

42 
副 腎 ホ ル モ ン 剤

(245) 

副腎皮質ホルモン 内  プレドニゾロン プレドニゾロン錠 5mg  

43 副腎皮質ホルモン 注  
ヒドロコルチゾンｺﾊｸ酸ｴ

ｽﾃﾙﾅﾄﾘｳﾑ 
ソル・コーテフ注射用 100mg  

44 

その他のホルモン

剤(249) 

膵臓ホルモン 注 
劇・

冷 

ヒトインスリン（遺伝子組

換え） 

ヒューマリンＲ注 100 単位/mL

（10mL) 
 

 針付シリンジ（ｲﾝｽﾘﾝ用） 外     

45 膵臓ホルモン 注 
2～

8℃ 

ヒトインスリン（遺伝子組

換え） 
ヒューマリン 3/7 注ミリオペン  

 針（ミリオペン用）      

46 

糖尿病用剤(396) 

スルホニル尿素系血糖降下

剤 
内 劇 グリメピリド アマリール OD 錠 1mg  

47 
インスリン抵抗性改善血糖降

下剤 
内  ピオグリタゾン塩酸塩 アクトス OD 錠 15mg  

 ※血糖検査器・検査紙も必要      

48 
糖類剤(323) 

栄養補給薬 注  ブドウ糖 （5％ブドウ糖液 500mL）  

49 ブドウ糖液 注  ブドウ糖液 （20％ブドウ糖液 20mL）  

50 
血液凝固阻止剤

(333) 
抗凝血剤 内  ワルファリンカリウム ワーファリン錠 1mg  

51 
その他の血液・体

液用薬(339) 

サリチル酸計解熱鎮痛・抗血

小板剤 
内  アスピリン バイアスピリン錠 100mg  

52 

血液代用剤(331) 

体液用剤・手術用灌流洗浄液 注  乳酸リンゲル液 ラクテック注 500mL  

53 等張液 注  生理食塩液 （生理食塩液 100mL）  

54 等張液 注  生理食塩液 （生理食塩液 20mL） 
洗眼液として

も使用 

55 
アレルギー用薬

(441,449) 

抗ヒスタミン薬 内  
クロルフェニラミンマレイ

ン酸塩 
ポララミン錠 2mg  

56 アレルギー性疾患治療剤 内  
フェキソフェナジン塩酸

塩 
アレグラ OD 錠 60mg  
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No. 
薬効分類 

（薬効分類コード） 
薬効 

区

分 
管理 一般名 

商品名の例 

※斜体はプレフィルドシリンジ 
備考 

57 
グラム陽性・陰性菌

に作用するもの

(613) 

セフェム系抗生物質（第三世

代） 
内  

セフカペンピボキシル塩

酸塩水和物 
フロモックス錠 100mg  

58 
セフェム系抗生物質（第三世

代） 
内  

セフカペンピボキシル塩

酸塩水和物 

フロモックス小児用細粒 100ｍｇ

（分包 0.5ｇ） 
小児 

59 
セファマイシン系抗生物質（第

2 世代） 
注  セフメタゾールナトリウム 

セフメタゾン点滴静注用 1g（キッ

ト） 
 

60 
グラム陽性菌、マイ

コプラズマに作用す

るもの(614) 

マクロライド系抗生物質 内  クラリスロマイシン 
クラリシッド錠 200ｍｇ/クラリス錠

200ｍｇ 
 

61 
15 員環マクロライド系抗生物

質 
内  アジスロマイシン水和物 

ジスロマック細粒小児用 10％（分

包 1ｇ） 
 

62 
その他の抗生物質

製剤(619) 
複合合成ペニシリン 内  

アンピシリン・クロキサシ

リンナトリウム水和物 
ビクシリンＳ配合錠 250mg  

63 合成抗菌剤(624) ニューキノロン系抗菌剤 内  レボフロキサシン水和物 クラビット錠 500mg  

64 
毒素及びトキソイド

類(632) 
トキソイド 注 

劇・

冷 
生物学的製剤 沈降破傷風トキソイドシリンジ  

65 眼科用剤(131) アレルギー性疾患治療剤 外  オロパタジン塩酸塩 パタノール点眼液 0.1％（5ｍL）  

66 ニューキノロン系抗菌剤 外  レボフロキサシン水和物 クラビット点眼液 0.5％（5ｍL）  

67 副交感神経刺激・縮瞳 外  ピロカルピン塩酸塩 サンピロ点眼液 2％（5ｍL）  

68 （263）化膿性疾患

用剤 

アミノグリコシド系抗生物質 外  ゲンタマイシン硫酸塩 
ゲンタシン軟膏／クリーム 0.1％

（10ｇ） 
 

69 アミノグリコシド系抗生物質 外  フラジオマイシン硫酸塩 ソフラチュール貼付剤 10cm  

70 

消炎剤(264)鎮痛・

鎮痒・収斂・ 

副腎皮質ホルモン・抗生物質

配合剤 
外  

ベタメタゾン吉草酸エス

テル・ゲンタマイシン硫酸

塩 

リンデロン-VG 軟膏／クリーム

0.12％（5g） 
 

71 消炎剤 外  アズレン アズノール軟膏 0.033％（20ｇ）  

72 
プロピオン酸系消炎鎮痛剤

（貼付剤） 
外  

ロキソプロフェンナトリウ

ム水和物 
ロキソニンテープ 100ｍｇ  

73 
インドール酢酸系解熱消炎鎮

痛剤 
外  インドメタシン インテバンクリーム 1％（25ｇ）  

74 

 

防疫用殺菌消毒剤

（261）外皮用殺菌

消毒剤（732） 

擦式手指消毒用剤 外  ベンザルコニウム塩化物 （ウエルパス手指消毒液 0.2％）  

75 消毒剤 外 冷 次亜塩素酸ナトリウム （次亜塩素酸ナトリウム） 
OTC 等で代

用可 

76 殺菌消毒剤 外  エタノール 
（消毒用エタノール又は 

スワブパッド消毒用エタノール） 
 

77 殺菌消毒剤（皮膚・粘膜用） 外  
クロルヘキシジングルコ

ン酸塩 

（クロルヘキシジングルコン酸塩

0.05%又はスワブスティックヘキシ

ジン） 

 

78 
殺菌消毒剤（皮膚・粘膜用ﾖｰ

ﾄﾞ剤） 
外  ポピドンヨード 

（ポピドンヨード液 10％又は 

スワブスティックポピドンヨード） 
 

79 殺菌消毒剤（皮膚・粘膜用） 外  ベンザルコニウム塩化物 
（スワブスティックベンザルコニウ

ム） 
 

80 殺菌消毒剤 外  アクリノール水和物 （アクリノール液 0.1％）  

81 

緊急医療救護所

で、病院へ搬送前

に必要になることを

想定）蘇生用医薬

品（緊 

副腎髄質ホルモン 注 劇 アドレナリン 
ボスミン注 1ｍｇ 

※アドレナリン注 0.1％シリンジ 
 

82 副腎髄質ホルモン 注 劇 アドレナリン 
エピペン注射液 0.3ｍｇ（自己注

射用キット） 
 

83 制酸・中和剤 注  炭酸水素ナトリウム メイロン静注 7％250ｍL  

84 ベンズアゾシン系鎮痛剤 注 
劇・

向 
ペンタゾシン ソセゴン注射液 15ｍｇ  
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（２）区市町村における災害用の医療資器材等の備蓄リスト【参考】H25.9.30 版 
～発災から３日目までに(緊急)医療救護所で使用する医療資器材等～患者1,000名当たりの量 

区分 品名 数量 備考 

診断用 (聴診器Ｗヘッド（ケース付）) 16 個 医師が持参しない場合は区市町村で用意 

  (アネロイド血圧計) 8 個 
医師が持参しない場合は区市町村で用意 

救護所の騒音を加味すると電子血圧計がより良い 

  (    〃   血圧計小児用カフ) 4 個 医師が持参しない場合は区市町村で用意 

  (テーラー式打診器) 4 本 医師が持参しない場合は区市町村で用意 

  (ペンライト（瞳孔ゲージ付）) 8 本 医師が持参しない場合は区市町村で用意 

  (電子体温計) 8 本 医師が持参しない場合は区市町村で用意 

  舌圧子（ディスポ） 40 本   

  バイトスティック（舌圧子兼開口器） 8 本   

外科用具 止血鉗子(無鈎） 20 本 ディスポでも可 

 （鉗子類）       〃   (有鈎） 20 本 ディスポでも可 

        〃  モスキート (無鈎） 20 本 ディスポでも可 

        〃  モスキート (有鈎） 20 本 ディスポでも可 

  外科剪刀（両鈍反） 20 本 ディスポでも可 

  外科剪刀（片尖直） 20 本 ディスポでも可 

  ピンセット１３ｃｍ（無鈎） 50 本 ディスポでも可 

  ピンセット１３ｃｍ（有鈎） 20 本 ディスポでも可 

  持針器マチュー１６ｃｍ 20 本   

  消息子１８ｃｍ 4 本   

  マギル鉗子（大） 4 本   

        〃      （小） 4 本   

外科用具（耳鼻 

眼科用鉗子） 
(耳鏡（乾電池式）大中小のアダプタ付き) 1 組 医師が持参しない場合は区市町村で用意 

外科用具 ディスポメス（柄付）Ｎｏ．１０ 200 個   

（ディスポ製品） ディスポメス（柄付）Ｎｏ．１１ 200 個   

  ディスポメス（柄付）Ｎｏ．２０ 200 個   

  針付縫合糸２－０ 200 本   

  針付縫合糸３－０ 200 本   

  針付縫合糸５－０ 200 本   

  膿盆２０ｃｍ 20 個   

  鉗子立 4 個   

  綿球 200 本   

  綿棒 200 本   

  （簡易式無影灯） 1 台 可能であれば小型の無影灯を用意 

骨折用 メディシーネ （大） 10 本   

  メディシーネ （中） 10 本   

  メディシーネ （小） 10 本   

  アルフェンス ２号 12 枚   

  アルフェンス ８号 24 枚   

  アルフェンス １０号 48 枚   

  頚部固定カラー（Ｌ） 4 個   

  頚部固定カラー（Ｍ） 4 個   

  頚部固定カラー（Ｓ） 4 個   

  頚部固定カラー（ＳＳ） 4 個   

  万能副子 10 個   

  止血帯（プラメタ） 10 個   
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区分 品名 数量 備考 

蘇生用 ＣＰＲボード 1 個   

 

  

  

  

  

アンビューバッグ（成人用、小児用） 1 個   

吸引器 1 個   

気管内チューブ カフ付 ７ｍｍ 10 本   

気管内チューブ カフ無 ３ｍｍ 10 本   

気管内チューブ カフ無 ５ｍｍ 10 本   

サクションカテーテル１０Ｆｒ 10 本   

サクションカテーテル１２Ｆｒ 10 本   

サクションカテーテル１４Ｆｒ 10 本   

経鼻エアウェイ ６ｍｍ 2 本   

経鼻エアウェイ ７ｍｍ 2 本   

経鼻エアウェイ ８ｍｍ 2 本   

経口エアウェイ （大） 2 個   

経口エアウェイ （中） 2 個   

経口エアウェイ （小） 2 個   

蘇生用（気管挿管セット） 1 個   

(パルスオキシメーター)    1 台 医師が持参しない場合は区市町村で用意 

血糖測定器 測定器、センサー、採血器具 1 台   

看護用 洗面器 8 個   

  

ビニールバケツ（１０Ｌ） 8 個   

ポリ袋 （大） 200 枚   

ポリ袋 （小） 200 枚   

感染防止用 ディスポマスク 400 枚   

  

  

  

手術用手袋Ｎｏ.６．５ 100 双   

手術用手袋Ｎｏ.７．５ 100 双   

手術用手袋Ｎｏ.８．０ 100 双   

サージカルガウン Ｌ 30 枚   

サージカルガウン Ｍ 30 枚   

ディスポーザブルエプロン 60 枚   

ディスポラテックスグローブＳ  400 枚   

ディスポラテックスグローブＭ  400 枚   

ディスポラテックスグローブＬ  400 枚   

  Ｔシャツ （大） 20 枚   

  Ｔシャツ （中） 20 枚   

輸液・助産用 輸液セット ＴＳ－Ａ４５０ＣＫ 100 個   

  

  

  

  

 

  

  

  

小児用輸液セット ＴＫ－Ａ２５１ＰＫ７２ 40 個   

翼状針１８Ｇ 40 本   

翼状針２１Ｇ 40 本   

翼状針２３Ｇ 40 本   

注射針１９Ｇ 200 本   

静脈留置針１８Ｇ 40 本   

静脈留置針２２Ｇ 40 本   

静脈留置針２４Ｇ 40 本   

注射器２．５ｃｃ ２３Ｇ付 200 本   

注射器１０ｃｃ ２２Ｇ付 200 本   

注射器 2０ｃｃ 針なし 100 本   

延長チューブ 100 本   

三方活栓 100 個   

駆血帯 10 個   

（点滴用ガートル架） 4 個 ロープとＳ字フックで代用しても可 
    

基本的に緊急医療

救護所では重症者

の治療は行わないで

すが、病院へ搬送す

るまでの間に必要に

なる可能性があるた

め、最少量を記載し

ています。 

輸血や助産は行わ

ないことを前提とし

て、それらに必要な

器具はリストに入れ

ていません。 
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区分 品名 数量 備考 

衛生材料 伸縮包帯５ｃｍ×４．５ｍ 100 本   

 

伸縮包帯７．５ｃｍ×４．５ｍ 100 本   

滅菌三角巾 100 個   

ネット包帯 指用 ０．８ｃｍ×２０ｍ 4 箱   

ネット包帯 四肢用 １．６ｃｍ×２０ｍ 4 箱   

ネット包帯 胴体用 ７．５ｃｍ×２０ｍ 4 箱   

救急包帯 （大） 60 本   

救急包帯 （小） 60 本   

救急包帯 多頭帯型（中） 20 個   

救急包帯 多頭帯型（小） 20 個   

滅菌ガーゼ（15cm×15cm) 2000 枚   

滅菌タオル包帯（大） 20 個   

滅菌タオル包帯（小） 20 個   

絆創膏（小）１．２ｃｍ巾 100 個   

絆創膏（大）５ｃｍ巾 24 個   

救急絆創膏（各種サイズ入り） 1000 枚   

ロール状絆創膏 4 個   

眼帯 40 個   

局方ガーゼ３０ｃｍ×１０ｍ 4 本   

トイレットぺーパー 48 個   

清浄綿 400 包   

脱脂綿 100ｇ 40 包   

大人用紙オムツ(L) 100 枚   

患者用検査衣 20 着   

（AED） 1 台 役所等で常備している物を使用 

（超音波診断装置） 1 台 可能であれば充電式小型の超音波診断装置を用意 

雑品 洗浄ポリビン５００ｃｃ 10 個 傷口の洗浄等で使用 

   

ポリタンク１０Ｌ 4 個   

紙コップ２００ｃｃ 100 個   

石鹸 10 個   

液体石鹸２５０ｍｌ 8 個   

懐中電灯（単 2 電池 2 個用、防水性） 2 個   

安全カミソリ 100 個   

はさみ 10 個   

ゴミ袋（大） 100 個   

ビニール袋 100 枚   

タオル（白無地／手拭サイズ） 20 枚   

救急シート（保温用） 40 個   

片面吸水ドレープ９０×９０ｃｍ 40 枚   

感染性廃棄物用ゴミ箱（20 ㍑） 6 個   

感染性廃棄物用シール（３色セット） 200 組   

トリアージカード 適量     

薬袋 適量     

お薬手帳 適量     

災害用処方せん 適量     

災害用カルテ 適量     

生理用ナプキン 適量     

ロープ、S 字フック 適量     

シーツ 適量   救護所内での目隠しとしても使用 

筆記用具、紙、画板 適量     
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（３）備蓄用ＯＴＣ医薬品リスト【参考】 

区分 カテゴリー 備考 

一般用医薬品、 総合感冒薬（小児用シロップ剤含む） 適量 

医薬部外品等 解熱鎮痛剤 適量 

  咳止め 適量 

  総合ビタミン剤 適量 

  便秘薬 適量 

  鼻炎用薬 適量 

  総合胃腸薬 適量 

  下痢止め（止寫薬） 適量 

  涙液型点眼薬 適量 

  うがい薬 適量 

  シップ薬 適量 

  外用皮膚炎用薬 適量 

  殺菌消毒薬 適量 

  リップクリーム 適量 

  ハンドクリーム 適量 

  コンタクトレンズ洗浄剤、保存剤、保存容器 適量 
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［様式１］災害用処方箋 

※ この書類は、調剤を行った場所（医療救護所の調剤所等）で保管してください。 
   

災災害害用用処処方方せせんん   
 

患 
 

者 

氏 

名 

 

 

 

（カタカナでの記載も可） 

男

・

女 

医療救護所等の名称・所在地 

 

 

 

処方医師が所属する医療支援チーム等の名称 

 

 

処方医師氏名 

 

 

連絡先（スマートフォン・携帯電話番号等） 

 

昭 ・ 平  

？ ・西暦 
年   月   日生 

交付年月日 

 

？？   年   月   日 

 

処方せんの 
使 用 期 間 

 

交付の日を含めて４日以内 

 

処 
 

 
 

 
 

 
 

方
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 
 

考 

患者連絡先（スマートフォン・携帯電話番号等） 

 

 

 

 

調剤済 

年月日 
？？   年   月   日 

調 剤 し た 

薬剤師氏名 
 

調剤所 

の名称 

所在地 

□ 医師がこの処方せんを発行

した医療救護所等に同じ 

□ その他（余白へ具体的に記載） 

 

 

 

調 剤 し た 

薬 剤 師 の 

所 属 す る 

薬 剤 師 班 

等 の 名 称 

       都・道 薬剤師会 

□       府・県  薬剤師班 

        地区  

□その他（余白へ具体的に記載） 

 

 

様式１ 
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出典：薬剤師のための災害対策マニュアルを参考に作成 

  

様式２（ｵﾓﾃ） ［様式２］災害用緊急薬袋 

名 称 

所在地 

医
療
救
護
所
等 
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出典：薬剤師のための災害対策マニュアル 

  

様式２（ｳﾗ） 
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［様式３］医薬品等発注書 
No.    

医薬品等発注書 
    年   月   日   時   分 送付 

 
 送 付 者（ 医 薬 品 等 納 品 先 ） 

名 称 
                       □医療救護所  □避難所 

                       □災害薬事ｾﾝﾀｰ □その他 

所 在 地 
〒 

 

Ｔ Ｅ Ｌ  Ｆ Ａ Ｘ  

Ｅメール  

ふ り が な  

納品希望日 年   月   日 
担 当 者  

 

送 付 先 

医薬品卸 

等名称● 

□ｱﾙﾌﾚｯｻ □ｽｽﾞｹﾝ □東邦薬品 □ﾒﾃﾞｨｾｵ 

□その他（            ） 

支店等 

名称● 

         □支 店 

         □営業所 

 

No. 医薬品等名称 剤 形 規 格 発注数量 備  考 

例 カロナール 錠 200mg 500Ｔ 【記載例】 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      

⑨      

⑩      

※ ＦＡＸ、メール送信後、送付先に電話連絡して到達を確認すること    

様式３ 
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出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）Ｐ160 様式４ 

 担当者名

 電話／ＦＡＸ

 担当者名

 電話／ＦＡＸ

派遣要請

１　医療チーム等の必要数

２　参集場所
（施設名） （電話番号）

（住　所） （FAX番号）

３　その他事項

◎　要請系統を確認してください（※事前ルールがある場合を除く）

電話＋様式４

（希望する種別）

　　医　・　歯　・　薬

医療チーム等派遣要請書

　病院
※

・診療所

　　（
※

災害拠点病院を除く）

　医療救護所

 　区市町村
 　医療救護活動拠点

医療対策拠点 東京都

災害拠点病院 医療対策拠点

特記事項

（活動予定場所、活動内容など）

　　 日 　　 時日 　　 時 ～ 　　 月活動予定時間 　　 月 　　

（必要チーム数）

　　　　　　　　　　　　　　班

　　月　　　日　　　時　　　分　要請

２
　
要
請
先

 名　称

TEL FAX

様　式　４

１
 

要
請
元

 名　称

TEL FAX

整理№

［様式４］医療チーム等派遣要請書 
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出典：災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）Ｐ162 様式５ 
 

構成メンバー
（チーム№）

（一次参集場所）

連絡先情報
携携帯帯電電話話番番号号

衛衛星星携携帯帯電電話話番番号号

メメーールルアアドドレレスス

資器材
資資器器材材情情報報　　※※資資器器材材名名、、数数量量等等をを記記入入ししててくくだだささいい

被災地内の移動手段
移移動動手手段段

　　　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（移動手段）

都№

医対拠点№

区市町村№

（副）

（副）

な　し 自動車 医療機関の緊急車両 医療機関のその他車両

（主） （副）

（主）

その他機関

氏　名　　　（ｶﾀｶﾅ） 職　種 専門・資格

9

10

7

（主）

8

5

6

3

4

2

電話番号
ＦＡＸ番号

№ ﾘｰﾀﾞｰ

1

（電話番号）　　　　　　　　　　　　　（ＦＡＸ番号）

様　式　５　

平成　　年　　月　　日　　時　　分　送付

団　体　名
（医師会や災害拠点病院名など医療チームを編成する団体名）

担当部課
担当者名

報告書医療チーム
編成
参集

（活動予定時間）

※都・拠点・区市町村欄

（送付先に○をつける）

　東京都福祉保健局

　[　　]医療対策拠点

　　　　　　　区市町村

施設名

住   所

電話番号

担当者名

（活動場所・参集拠点）

施設名

住   所

電話番号

担当者名

整理№

［様式５］医療チーム編成・参集報告書 
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第第５５章章  災災害害薬薬事事関関連連通通知知・・事事務務連連絡絡 
  

カテゴリ 通 知 ・ 事 務 連 絡 の 名 称 等  

医
療
保
険
及
び
診
療
（
調
剤
）
報
酬
等 

① 令和６年能登半島地震にかかる災害の被災者に係る被保険者証等の提示
等について（令和６年１月１日事務連絡） 

大規模災害時に発出された①と同意の事務連絡 

東日本大震災 

（平成２３年３月） 

東北地方太平洋沖地震による被災者に係る被保険者証等の提示につ

いて（平成２３年３月１１日事務連絡） 

平成２８年熊本地震 

（平成２８年４月） 

平成２８年熊本県熊本市地方の地震による被災者に係る被保険者証等

の提示等について（平成２８年４月１５日事務連絡） 

大阪府北部地震 

（平成３０年６月） 

平成３０年大阪府北部を震源とする地震による被災者に係る被保険者

証等の提示について（平成３０年６月１８日事務連絡） 

平成３０年７月豪雨 平成３０年台風第７号及び前線等に伴う大雨よる災害 の被災者に係る

被保険者証等の提示について（平成３０年７月６日事務連絡） 

北海道胆振東部地

震（平成３０年９月） 

平成３０年北海道胆振地方中東部を震源とする地震による被災者に係

る被保険者証等の提示等について（平成３０年９月６日事務連絡） 
 

② 令和６年能登半島地震の被災に伴う保険診療関係等及び診療報酬の取扱
いについて（令和６年１月２日事務連絡） 

大規模災害時に発出された②と同意の事務連絡 

東日本大震災 

（平成２３年３月） 

平成２３年東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震の被災に伴う

保険診療関係等の取扱いについて（平成２３年３月１５日事務連絡） 

平成２８年熊本地震 

（平成２８年４月） 

平成２８年熊本地震の被災に伴う保険診療関係等及び診療報酬の取扱

いについて（平成２８年４月１８日事務連絡） 

平成３０年７月豪雨 平成３０年台風第７号及び前線等に伴う大雨よる被災保険診療関係等

及び報酬の取扱いについて（平成３０年７月９日事務連絡） 

北海道胆振東部地

震（平成３０年９月） 

平成３０年北海道胆振東部地震による被災伴う保険診療関係等及び報

酬の取扱いについて（平成３０年９月１４日事務連絡） 
 

③ 令和６年能登半島地震に伴う災害の被災者に係る保険医療機関等における
一部負担金等の取扱いについて（令和６年１月１１日事務連絡） 

大規模災害時に発出された③と同意の事務連絡 

東日本大震災 

（平成２３年３月） 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る一

部負担金等の取扱いについて（平成２３年３月１５日事務連絡） 

平成２８年熊本地震 

（平成２８年４月） 

平成２８年熊本地震による被災者に係る一部負担金等の取扱いについ

て（平成２８年４月２１日事務連絡） 

平成３０年７月豪雨 平成３０年７月豪雨による被災者に係る一部負担金等の取扱いについ

て（平成３０年７月１２日事務連絡） 
 

④ 平成２３年東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震の被災に伴う医薬
品の長期処方の自粛及び分割調剤の考慮について（平成２３年３月１７日事
務連絡）※１ 

費
用 

⑤ 
 
 

令和６年能登半島地震における医師等の保健医療従事者の派遣及び 
薬局における調剤に係る費用の取扱いについて（令和６年１月１１日事務連
絡） 
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カテゴリ 通 知 ・ 事 務 連 絡 の 名 称 等  

薬
事
関
連
法
の
取
扱
い
等 

法
の
取
扱
い
及
び
医
薬
品
等
の
取
扱
い
・
融
通 

⑥ 令和６年能登半島地震による災害に伴う医薬品、医療機器等の品質、有効
性及び安全性の確保等に関する法律等に係る取扱いについて（令和６年１月
２日事務連絡） 

［処方箋医薬品の取扱い］ 

大規模災害時に発出された⑥と同意の事務連絡 

東日本大震災 

（平成２３年３月） 

平成２３年東北地方太平洋沖地震における処方せん医薬品の取扱いに

ついて（医療機関及び薬局への周知依頼）（平成２３年３月１２日事務連絡） 

平成２８年熊本地震 

（平成２８年４月） 

平成２８年熊本地震における処方箋医薬品の取扱いについて（平成２８

年４月１９日事務連絡） 

［医薬品等の融通］ 

大規模災害時に発出された⑥と同意の事務連絡 

東日本大震災 

（平成２３年３月） 

東北地方太平洋沖地震における病院又は診療所の間での医薬品及び

医療機器の融通について（平成２３年３月１８日事務連絡） 

東北地方太平洋沖地震における地方公共団体間又は薬局間の医薬品

等の融通について（平成２３年３月３０日事務連絡） 

平成２８年熊本地震 

（平成２８年４月） 

平成２８年熊本地震における病院、診療所、薬局又は地方公共団体の

間での医薬品等の融通について（平成２８年４月２０日事務連絡） 

［医薬品医療機器等法等の取扱い］ 

大規模災害時に発出された⑥と同意の事務連絡 

平成３０年７月豪雨 平成３０年７月豪雨に伴う医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律等に係る取扱いについて（平成３０年７月１９

日事務連絡） 

北海道胆振東部地

震（平成３０年９月） 

北海道胆振東部地震に伴う医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律等に係る取扱いについて（平成３０年９月１

４日事務連絡） 

［麻薬及び向精神薬取締法］ 

大規模災害時に発出された⑥と同意の事務連絡 

東日本大震災 

（平成２３年３月） 

平成２３年東北地方太平洋沖地震における処方箋医薬品（医療用麻薬

及び向精神薬）の取扱いについて（医療機関及び薬局への周知依頼）

（平成２３年３月１４日事務連絡） 

平成２３年東北地方太平洋沖地震における処方箋医薬品（医療用麻薬

及び向精神薬）の取扱いについて（その２）（医療機関及び薬局への周

知依頼）（平成２３年３月１５日事務連絡） 

平成２８年熊本地震 

（平成２８年４月） 

平成２８年熊本県熊本地方の地震における医療用麻薬及び向精神薬

の取扱いについて（平成２８年４月２０日事務連絡） 

⑦ 平成２３年東北地方太平洋沖地震の被災に伴う薬事法等の取扱いについて
（平成２３年３月２４日薬食総発０３２４第１号・薬食機発０３２４第１号）※２ 

文 
書 
保 
存 

⑧ 令和６年能登半島地震に伴う診療録等の文書の保存に係る取扱いについて
（令和６年１月１８日事務連絡） 

大規模災害時に発出された⑧と同意の事務連絡 

平成３０年７月豪雨 平成３０年７月豪雨に伴う診療録等の文書の保存に係る取扱いについ

て（平成３０年７月１３日事務連絡） 
 

⑨ 
文書保存に係る取扱いについて（医療分野）（平成２３年３月３１日事務連絡）
※３ 
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カテゴリ 
通 知 ・ 事 務 連 絡 の 名 称 等  

薬
事
関
連
法
の
取
扱
い
等 

 

疑 
義 
照 
会 
※４ 

➉ 卸売販売業者が医療救護所等へ医薬品を販売することの可否について（疑
義照会）（平成２４年１２月１７日２４福保健薬第２８９５号） 

⑪ 卸売販売業者が医療救護所等へ医薬品を販売することの可否について（回
答）（平成２４年１２月２０日薬食発第１２２０第２号） 

麻
薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法 

⑫ 令和６年能登半島地震における医療用麻薬の移動の取扱いについて （医療
機関及び薬局への周知依頼）（令和６年１月４日事務連絡） 

大規模災害時に発出された⑫と同意の事務連絡 

東日本大震災 

（平成２３年３月） 

平成２３年東北地方太平洋沖地震における医療用麻薬の県境移動の

取扱いについて（卸売業者、医療機関及び薬局への周知依頼）（平成２３

年３月１５日事務連絡） 

平成２８年熊本地震 

（平成２８年４月） 

平成２８年熊本県熊本地方の地震における医療用麻薬の県境移動の

取扱いについて（卸売業者、医療機関及び薬局への周知依頼）（平成２

８年４月１９日事務連絡） 
 

⑬ 
 
 

「平成２８年熊本県熊本地方の地震における医療用麻薬の県境移動の取扱
いについて（卸売業者、医療機関及び薬局への周知依頼）」に係る取扱いの
廃止について（平成２８年９月１日事務連絡）※５ 

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格 

確
認
等 

⑭ 
 
 

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」を
アクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について（令和６年１月１日事
務連絡） 

⑮ 
 

令和６年能登半島地震による災害の被災者に関する既往歴等の提供につい
て（令和６年１月１９日事務連絡） 

医
薬
品
等 

確
保 

⑯ 災害時に必要な医薬品等の確保について（周知） 

※１ 以後、④と同意の事務連絡は発出されていない。 

※２ これまで、⑦と同意の事務連絡又は通知は発出されていない。 

※３ これまで、⑨と同意の事務連絡は発出されていない。 

※４ 都の疑義照会（➉）及び国の回答（⑪） 

※５ これまで、⑬と同意の事務連絡は発出されていない。  



95 

 

①令和６年能登半島地震にかかる災

害の被災者に係る被保険者証等の提

示等について 
令和６年１月１日 事務連絡 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）       御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

厚生労働省保険局医療課  

令和６年能登半島地震にかかる災害の被

災に伴い、被保険者が被保険者証等を紛

失あるいは家庭に残したまま避難している

ことにより、保険医療機関等に提示できな

い場合等も考えられることから、この場合に

おいては、氏名、生年月日、連絡先（電話

番号等）、被用者保険の被保険者にあって

は事業所名、国民健康保険又は後期高齢

者医療制度の被保険者にあっては住所

（国民健康保険組合の被保険者について

は、これらに加えて、組合名）を申し立てる

ことにより、受診できる取扱いとするので、

その実施及び関係者に対する周知につい

て、遺漏なきを期されたい。 

また、公費負担医療において医療券等

を指定医療機関等に提示できない場合の

取扱いについては、公費負担医療担当部

局等より、別途事務連絡が発出されるもの

であること。 

なお、当該避難者等に係る診療報酬等

の請求については、平成 25 年１月 24 日

付け保険局医療課事務連絡「暴風雪被害

に係る診療報酬等の請求の取扱いについ

て」（別添）に準じて取り扱われたい。 

【 別添 ： 略 】 

②令和６年能登半島地震の被災に伴

う保険診療関係等及び診療報酬の取

扱いについて 
令和６年１月２日 事務連絡 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）       御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

厚生労働省保険局医療課 

厚生労働省老健局老人保健課 

令和６年能登半島地震による被災に伴う

保険診療関係等及び診療報酬の取扱いに

ついては、当面、下記のとおり取り扱うことと

したのでご了知いただくとともに、関係団体

への周知を図るようお願いしたい。 

記 

１．保険医療機関等の建物が全半壊した場

合の取扱い 

保険医療機関である医療機関又は保険

薬局である薬局の建物が全半壊等し、これ

に代替する仮設の建物等（以下「仮設医療

機関等」という。）において診療又は調剤等

を行う場合、当該仮設医療機関等と全半壊

等した保険医療機関等との間に、場所的近

接性及び診療体制等から保険医療機関等

としての継続性が認められる場合について

は、当該診療等を保険診療又は保険調剤と

して取り扱って差し支えないこと。 

２．保険調剤の取扱い 

（１） 被災地の保険薬局において、次に掲

げる処方箋（通常の処方箋様式によらない、

医師の指示を記した文書等を含む）を受け

付けた場合においては、それぞれに掲げ

る事項を確認した上で、保険調剤として取

り扱って差し支えないこと。 
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① 保険者番号、被保険者証・被保険者手

帳の記号・番号の記載がない場合 

被災により、被保険者証を保険医療機

関に提示できなかった場合であること。こ

の場合、保険薬局において、加入の保険

及び被用者保険の被保険者等にあっては

事業所名、国民健康保険の被保険者及び

後期高齢者医療制度の被保険者にあって

は住所を確認するとともに、調剤録に記載

しておくこと。 

② 保険医療機関の記載がない場合 

処方箋の交付を受けた場所を患者に確

認すること。 

なお、処方箋の交付を受けた場所が、

救護所、避難所救護センターその他保険

医療機関以外の場所であることが明らか

な場合は、保険調剤として取り扱えないも

のであること。（（３）参照） 

（２） 患者が処方箋を持参せずに調剤を求

めてきた場合については、事後的に処方

箋が発行されることを条件として、以下の

要件のいずれにも該当する場合には、保

険調剤として取り扱って差し支えない。 

ア 交通の遮断、近隣の医療機関の診療

状況等客観的にやむをえない理由により、

医師の診療を受けることができないものと

認められること。 

イ 主治医（主治医と連絡が取れない場合

には他の医師）との電話やメモ等により医

師からの処方内容が確認できること。 

また、医療機関との連絡が取れないと

きには、服薬中の薬剤を滅失等した被災

者であって、処方内容が安定した慢性疾

患に係るものであることが、薬歴、お薬手

帳、包装等により明らかな場合には、認め

ることとするが、事後的に医師に処方内容

を確認するものとすること。 

（３） 災害救助法に基づく医療の一環として、

救護所、避難所救護センター等で処方箋

の交付を受けたと認められる場合には、当

該調剤に係る報酬は救護所の設置主体で

ある県市町に請求するものであること。 

ただし、災害救助法が適用されている

期間内において処方箋が交付され、調剤

されたものであること。 

３．定数超過入院について 

４．施設基準の取扱いについて 

５．診療報酬の請求等の取扱いについて 

６．訪問看護の取扱いについて 

７．診療報酬の取扱いについて 

６．別添のとおりとする。 

（別添） 

Ⅰ．被災地（災害救助法の適用対象市町村

をいう。以下同じ。） 

問１ 日本赤十字社の救護班、ＤＭＡＴ（災

害派遣医療チーム）やＪＭＡＴ（日本医師

会による災害医療チーム）などボランティ

アにより避難所や救護所等で行われてい

る診療について、保険診療として取り扱う

ことは可能か。また、それら診療について

一部負担金を患者から徴取することは可

能か。 

（答）都道府県知事の要請に基づき、日本赤

十字社の救護班やＤＭＡＴ、ＪＭＡＴなど、

ボランティアが避難所等で行った医療に

係る経費については、 

① 薬剤、治療材料等の実費 

② 救助のための輸送費や日当・旅費等

の実費 

などを災害救助法の補助対象としており、

これを保険診療として取り扱うことはでき

ない。したがって保険診療としての一部

負担金を患者に求めることはできない。 

【略】 
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問２ 被災地の保険医療機関の医師等が、

各避難所等を自発的に巡回し、診療を行

った場合、保険診療として取り扱うのか。 

（答）保険診療として取り扱うことはできない。

（災害救助法の適用となる医療について

は、県市町村に費用を請求する。なお、当

該費用の請求方法については、県市町村

に確認されたい。） 

問３ 被災地の保険医療機関の医師等が各

避難所等を自発的に巡回し診療を行って

いる際に、訪れた避難所等において偶然、

普段外来にて診療している患者の診察、

処方等を行った場合は、保険診療として

取り扱うのか。 

（答）保険診療として取り扱うことはできない。

（災害救助法の適用となる医療について

は、県市町に費用を請求する。なお、当該

費用の請求方法については、県市町村に

確認されたい。） 

問４ 避難所や救護所等において診察を受

けて発行された処方箋による調剤は、ど

のような取扱いになるか。 

（答）保険調剤として取り扱うことはできない。

（災害救助法の適用となる医療について

は、県市町村に費用を請求する。なお、当

該費用の請求方法については、県市町村

に確認されたい。） 

問５ 保険診療による処方箋とはどのように

区別したらよいか。 

（答）災害により避難所や救護所等において

発行された処方箋については、当該処方

箋に「 災 」と記されている場合もあるが、

災害救助法の適用が明らかな場合は保険

診療としては取り扱われないので、処方箋

の交付を受けた場所を患者に確認するな

ど留意されたい。 

問６ 被災地の保険医療機関の医師等が、

避難所に居住する疾病、傷病のために通

院による療養が困難な患者に対して、当

該患者が避難所にある程度継続して居

住している場合に、定期的な診療が必要

と判断され、患者の同意を得て継続的に

避難所を訪問して診察を行った場合に、

訪問診療料（歯科診療にあっては、歯科

訪問診療料）は算定できるか。 

（答）算定できる。 

なお、疾病、傷病から通院による療養が

可能と判断される患者に対して訪問診療料

（歯科訪問診療料）は算定できない。 

問７ 問６において、同じ避難所等に居住す

る複数人に同一日に訪問診療を行う場合、

「同一建物居住者」の取扱いとするか、

「同一建物居住者以外」の取扱いとする

か。同様に同じ避難所等に居住する複数

人に同一日に同じ訪問看護ステーション

から訪問看護を行う場合はどうか。 

（答）いずれも、同一建物居住者の取扱いと

する。 

なお、医科の場合にあっては、避難所等

において、同一世帯の複数の患者に診察

をした場合は、「同一建物居住者」の取扱い

ではなく、１人目は「同一建物居住者以外の

場合」を算定し、２人目以降の患者について

は、初診料又は再診料若しくは外来診療料

及び特掲診療料のみを算定すること。 

また、歯科の場合にあっては、同一日に

診療を行う人数により、歯科訪問診療１（1 

人のみの場合）、歯科訪問診療２（2 人以上 

9 人以下の場合）又は歯科訪問診療３（10 

人以上の場合）のいずれかにより算定する。 

【 問８～問１３ ： 略 】 

問１４ 被災地の保険医療機関において、

通常外来診察を行っている患者に訪問診

療を行った場合に、訪問診療料（歯科診療

にあっては、歯科訪問診療料）は算定でき

るか。 
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（答）居宅で療養を行っており、疾病、傷病の

ために通院による療養が困難なものに対し

ては訪問診療料（歯科訪問診療料）を算定

できるが、疾病、傷病から通院による療養

が可能と判断されるものに対しては、訪問

診療料（歯科訪問診療料）の算定はできな

い。（通常の訪問診療料等の規定のとおり） 

問１５ 問６、７及び１４に関し、保険薬剤師

が避難所又は居宅を訪問し、薬学的管理

及び指導を行った場合、在宅患者訪問薬

剤管理指導料は算定できるか。 

（答）医師の指示に基づき実施した場合は算

定できる。ただし、疾病、傷病から通院に

よる療養が可能と判断される患者に対して

は算定できない。 

なお、同じ避難所等に居住する複数人

に対して同一日に在宅患者訪問薬剤管理

指導を行う場合は「同一建物居住者の場

合」の取扱いとするが、同一世帯の複数の

患者が避難所等に同居している場合には、

1 人目は「同一建物居住者以外の場合」を

算定し、2 人目以降の患者については、

「同一建物居住者の場合」を算定する。 

【 問１６ ： 略 】 

問１７ 被災地の保険薬局において、現地

での医薬品の供給不足により、調剤に必

要な医薬品の在庫が逼迫している場合

等やむを得ない場合には、分割調剤によ

り対応することは可能か。この場合、保険

薬局の判断で分割調剤を行うことは可能

か。 

（答）被災地での医薬品の流通状況等に応じ

て、分割指示のない処方箋であっても、処

方医へ迅速に疑義照会を行うことが難しい

場合には、保険薬局の判断で分割調剤を

行い、事後に報告することは差し支えない。 

【 問１８～問２７ ： 略 】 

③令和６年能登半島地震に伴う災害

の被災者に係る保険医療機関等にお

ける一部負担金等の取扱いについて 
令和６年１月１１日 事務連絡 

地方厚生(支)局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）      御中 

後期高齢者医療主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局 

厚生労働省保険局保険課 

厚生労働省保険局国民健康保険課  

厚生労働省保険局高齢者医療課  

厚生労働省保険局医療課 

令和６年能登半島地震に伴う災害の被災

に関し、一部負担金、保険外併用療養費、

訪問看護療養費、家族療養費又は家族訪

問看護療養費に係る自己負担額(以下「一

部負担金等」という。)の支払いが困難な者

の取扱いについて、下記のとおりとするの

で、貴管下保険医療機関等、被保険者及び

審査支払機関等に対し、周知を図るようよろ

しくお願いしたい。なお、周知に当たっては 

参考資料の「医療機関・薬局向けリーフレッ

ト」及び「患者向けリーフレット」を各保険医

療機関、避難所等に配布いただき、特に

「患者向けリーフレット」については、院内掲

示、窓口での配布等を促していただきた

い。 

記 

１に掲げる者については、保険医療機関

及び保険医療養担当規則(昭和 32 年厚生

省令第 15 号)第５条、保険薬局及び保険薬

剤師療養担当規則(昭和 32 年厚生省令第

16 号)第４条、高齢者の医療の確保に関す

る法律の規定による療養の給付等の取扱い

及び担当に関する基準(昭和 58 年厚生省

告示第 14 号)第５条及び指定訪問看護の事
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業の人員及び運営に関する基準(平成 12

年厚生省令第 80 号)第 13 条の規定による

一部負担金等の支払いを受けることを、２に

掲げる期間猶予することができるものとす

る。 

なお、入院時食事療養費及び入院時生

活療養費（保険外併用療養費及び家族療

養費に係る食事療養及び生活療養に係るも

のを含む。）については、標準負担額の支

払いを受ける必要がある。 

１ 対象者の要件 

(１)及び(２)のいずれにも該当する者であ

ること。 

(１) 以下に掲げる被保険者又は被扶養者

であること。 

 ① 別紙１に掲げる市町村の国民健康保

険法（昭和 33 年法律第 192 号）第５条

の被保険者（市町村国保の被保険者 

② 別紙１に掲げる後期高齢者医療広域

連合の被保険者であって、令和６年能登

半島地震に伴う災害に係る災害救助法

の適用市町村に住所を有する者 

③ 別紙２に掲げる健康保険組合又は国

民健康保険組合若しくは全国健康保険

協会の被保険者又は被扶養者であって、

令和６年能登半島地震に伴う災害に係る

災害救助法の適用市町村に住所を有す

る者（被災以降、適用市町村から他の市

町村に転入した者を含む。） 

(２) 令和６年能登半島地震により、次のいず

れかの申し立てをした者であること。 

① 住家の全半壊、全半焼、床上浸水又は

これに準ずる被災をした旨 

② 主たる生計維持者が死亡し又は重篤

な傷病を負った旨 

③ 主たる生計維持者の行方が不明である

場合 

④ 主たる生計維持者が業務を廃止し、又

は休止した旨 

⑤ 主たる生計維持者が失職し、現在収入

がない旨 

２ 取扱いの期間 

令和６年４月末までの診療、調剤及び訪

問看護（取扱いの期間は、今後の状況によ

って延長する可能性がある。） 

３ 医療機関等における確認等 

上記１(２) の申し立てをした者について

は、被保険者証等により、住所が１(１)の市

町村の区域であることを確認するとともに、

当該者の１(２)の申し立ての内容を診療録等

の備考欄に簡潔に記録しておくこと。 

ただし、被保険者証等を提示できない場

合には、 

① 健康保険法又は船員保険法の被保険

者又は被扶養者である場合には、氏名、

生年月日、被保険者の勤務する事業所

名、住所及び連絡先 

② 国民健康保険法の被保険者又は高齢

者の医療の確保に関する法律の被保険

者である場合には、氏名、生年月日、住

所及び連絡先(国民健康保険組合の被保

険者については、これらに加えて組合名)

を診療録等に記録しておくこと。 

なお、申し立てた事項については、後日、

保険者から患者に対し内容の確認が行わ

れることがある旨を患者に周知するようご協

力いただきたい。 

４ その他 

本事務連絡に基づき一部負担金等の支

払いを猶予した場合は、患者負担分を含め

て 10 割を審査支払機関等へ請求すること。 

なお、請求の具体的な手続きについては、

平成25 年１月24 日付け保険局医療課事務

連絡「暴風雪被害に係る診療報酬等の請求
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の取扱いについて」（別添）に準じて取り扱

われたい。 

ただし、当該事務連絡の２の適用につい

ては、審査支払機関へのレセプト提出にあ

たって、紙レセプトを原則とはせず、通常と

同様の形式（電子レセプト又は紙レセプト）

による請求とすること。 

【 別紙１、別紙２及び別添 ： 略 】 

④平成２３年東北地方太平洋沖地震

及び長野県北部の地震の被災に伴う

医薬品の長期処方の自粛及び分割調

剤の考慮について 
平成２３年３月１７日 事務連絡 

地方厚生(支)局医療課 御中 

厚生労働省保険局医療課 

平成 23 年 3 月 11 日の平成 23 年東北地

方太平洋沖地震及び同月12 日の長野県北

部の地震により、製薬会社の医療用医薬品

（以下「医薬品」という。）の生産設備等に被

害を受けたところがあり、一部医薬品につい

て、現時点で生産が中止されているものが

あります。 

このような状況下、医薬品の長期処方、

又はそれに伴う調剤が行われることにより、

一時的に被災地域に必要な医薬品が供給

されなくなる懸念があります。 

ついては、被災地域への医薬品供給を

優先し、被災された方々が必要な医療を受

けられるよう、被災地域以外の保険医療機

関及び保険薬局においては、患者への最

適な医療を確保しつつも、当面、医薬品の

長期処方の自粛あるいは分割調剤の考慮

など、必要最小限の最適な処方・調剤を行う

よう貴管下の保険医療機関及び保険薬局

に対し、周知をお願いします。 

⑤令和６年能登半島地震における医

師等の保健医療従事者の派遣及び 

薬局における調剤に係る費用の取扱

いについて 令和６年１月１１日 事務連絡 

都 道 府 県 

各  保健所設置市   医務主管課 

     特  別  区   衛生主管課   

各都道府県・政令市精神保健福祉主管課  御中 

各都道府県災害救助担当主管課 

厚生労働省大臣官房厚生科学課 

医 政 局 

健康・生活衛生局 

医 薬 局 

社会・援護局障害保健福祉部 

医師等の保健医療従事者の派遣及び薬

局における調剤に係る費用の取扱いにつ

いては、今般、改めて派遣医師等に係る費

用の取扱いを以下のとおり整理したので、

管内市町村、関係団体、医療機関及び薬局

等に周知されますようお願いいたします。 

なお、以下については内閣府（防災担当）

に協議済みであることを申し添えます。 

第第１１  医医師師等等のの保保健健医医療療従従事事者者のの派派遣遣にに係係

るる費費用用のの取取扱扱いい  

１ 救護班としての活動 

被災県知事の要請を受けて災害救助法

に規定する医療を行う救護班として活動す

る場合に要する費用の取扱いは下記のとお

りとします。 

（１）費用支弁対象について 

ア 人件費 

救護班としての活動に要する人件費は、

災害救助費の賃金職員等雇上医務主管課 

衛生主管課費（実費）として、災害救助法の

規定に基づき支弁されます（独立行政法人

国立病院機構、独立行政法人地域医療機

能推進機構、国立高度専門医療研究センタ
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ー、公立病院、地方自治体及び日本赤十

字社の現職の有給職員については超過勤

務手当のみ対象。）。 

イ 旅費等 

救護班の派遣に要する旅費(被災県内等

で移動に要した費用を含む）及 

び宿泊費（実費）は、災害救助費から支弁さ

れます。 

ウ 薬剤費等 

救護班が使用した薬剤、治療材料及び

破損した医療機器の修繕に要した費用（実

費）は、災害救助費から支弁されます。 

エ ドクターヘリ運航経費 

被災県以外の都道府県から被災県に出

動したドクターヘリの運航経費（パイロット･

整備士の人件費、燃料費等）は、ドクターヘ

リ導入促進事業の委託料金に準じて、災害

救助費から支弁されます。 

（２）支給･精算の方法について 

災害救助法に基づき、救護班の派遣後

に、派遣元の医療機関等（以下「派遣元機

関」という。）が、その所在する都道府県（以

下「派遣元都道府県」という。）を通じ、被災

県に対して請求し、精算することとなります。 

この場合、派遣元都道府県に対しては、

派遣元機関が直接、あるいは都道府県単位

の団体等を通じて請求を行うなど、適宜の

方法で行ってください。 

なお、災害救助費の求償は都道府県間

で行われることとなるため、可能であれば、

派遣元都道府県において、立替負担をして

いただくほか、精算に関しても、派遣元都道

府県において一括して被災県との協議を行

う等、派遣元機関の過度な負担とならないよ

う、特段の配慮をお願いいたします。 

また、派遣の実態に応じて、例えば都道

府県単位または全国単位の団体等が、所

在地の都道府県知事の要請がなく、被災県

知事からの直接の要請により活動を行った

場合にも、所在地の都道府県知事を通じ、

被災県に対して請求し、精算することが可

能です。 

（３）災害救助法による対象期間について 

対象期間の取扱いについては、災害発

生から医療機関等が被災から回復するまで

の間となります。具体的な期間については、

個別に被災県と御相談ください。 

（４）その他 

薬剤師、保健師、助産師、看護師、診療

放射線技師、理学療法士、作業療法士、歯

科衛生士、管理栄養士、精神保健福祉士、

公認心理師、臨床心理士、食品衛生監視員、

医療又は避難所での活動を行う者等が、被

災県知事の要請を受けて、医師、歯科医師

に同行せず、心のケア、健康管理、服薬指

導等の活動を行う場合、医師等が、被災県

知事の要請を受けて、感染症対策を行う場

合にも、（１）から（３）までと同様の取扱いとし

ます。 

２ 医療機関等への派遣 

（１）費用支弁対象について 

ア 人件費 

医師等の派遣先の医療機関等（以下「派

遣先機関」という。）において、保険診療とし

て診療を行った場合には、当該診療に要す

る費用は診療報酬として当該派遣先機関に

対して支払われます。なお、派遣元機関と

派遣先機関との個別の調整により、必要な

費用の支払いを妨げるものではありません。 

イ 旅費等 

被災県知事の要請を受けて医師等が派

遣先機関に派遣される場合には、医師等の

派遣に要する旅費及び宿泊費（実費）は、

災害救助費から支弁されます。 

（２）支給･精算の方法について 



102 

保険診療として診療を行った場合の派遣

職員の人件費の金額、精算方法等につい

ては、派遣先機関と派遣元機関との協議に

より、決定することとなります。 

災害救助法に基づき旅費及び宿泊費（実

費）が支弁される場合には、その支給･精算

の方法については、１（２）の取扱いによりま

す。 

（３）災害救助法による対象期間について 

対象期間の取扱いについては、災害発

生から医療機関等が被災から回復するまで

の間となりますので、具体的な期間につい

ては、個別に被災県と御相談ください。 

３ 留意点 

派遣された医師等が、医療機関において、

通常の保険診療ではなく実質的に応急救

護を実施していると認められる場合など、上

記１又は２のどちらに該当するのか不明確

な場合にも、災害救助法に基づき費用が支

弁される可能性がありますので、派遣元都

道府県等と派遣元機関間で適宜御相談くだ

さい。 

第第２２  薬薬局局ににおおけけるる調調剤剤にに係係るる費費用用のの取取扱扱いい  

救護班が所持している薬剤が不足してい

る場合等に、救護所など保険医療機関以外

で交付され、通常の診療報酬による支払い

の対象とならない処方箋（以下「災害処方箋」

という。）が地域の薬局に持ち込まれ、調剤

がなされた場合に要する費用の取扱いは

下記のとおりとします。なお、災害救助法に

規定する医療を行う際には、被災者に現物

をもって薬剤を提供し、救護班が所持して

いる薬剤が不足している場合等にも、患者

に交付した災害処方箋に基づき、救護所内

の調剤所で調剤することが原則とされてい

ることに御留意ください。 

（１）費用支弁対象について 

ア 労務費 

薬局において災害処方箋に基づく調剤

を行った際の労務費については、災害救助

費の賃金職員等雇上費（実費）として、災害

救助法の規定に基づき支弁されます。この

際、薬局においては、災害処方箋が持ち込

まれた場合にのみ労務が生じることから、災

害に際しての応急救助の実施主体である被

災都道府県は、地域の実情に応じて関係団

体との協議等により、例えば、当該災害処

方箋１枚当たりの労務費を規定するなど、そ

の必要となる労務費額を設定してください。

なお、その設定にあたっては、１日の総支

払額が救護班の薬剤師に対する人件費を

超えないように御留意ください。 

イ 薬剤費等 

災害処方箋に基づく調剤のために使用し

た薬剤等は、災害救助費から支弁されます。 

（２）支給・精算の方法について 

災害救助法による災害救助費は、薬局に

おいて災害処方箋に基づく調剤の実施後

に、被災県に対して請求し、精算することと

なります。 

この場合、派遣元都道府県に対しては、

派遣元機関が直接、あるいは都道府県単位

の団体等を通じて請求を行うなど、適宜の

方法で行ってください。 

なお、災害救助費の求償は都道府県間

で行われることとなるため、可能であれば、

派遣元都道府県において、立替負担をして

いただくほか、精算に関しても、派遣元都道

府県において一括して被災県との協議を行

う等、派遣元機関の過度な負担とならないよ

う、特段の配慮をお願いいたします。 

（３）災害救助法による対象期間について 

対象期間の取扱いについては、災害発生

から医療機関等が被災から回復するまでの

間となります。具体的な期間については、個

別に被災県と御相談ください。 
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⑥令和６年能登半島地震による災害

に伴う医薬品、医療機器等の品質、有

効性及び安全性の確保等に関する法

律等に係る取扱いについて 
令和６年１月２日 事務連絡 

   都 道 府 県 

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 

   特 別 区   薬務主管課御中 

厚 生 労 働 省 医 薬 局 総 務 課 

厚生労働省医薬局医療機器審査管理課 

厚生労働省医薬局監視指導・麻薬対策課 

令和６年能登半島地震による災害に伴う

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法

律第 145 号。以下「法」という。）、医薬品、

医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律施行規則（昭和 36 年

厚生省令第１号。以下「施行規則」という。）、

麻薬及び向精神薬取締法（昭和 28 年法律

第 14 号）、覚醒剤取締法（昭和 26 年法律

第 252 号）、薬剤師法（昭和 35 年法律第

146 号）及び薬剤師法施行規則（昭和 36 年

厚生省令第５号）に係る取扱いについて、

下記のとおりまとめましたので、お知らせし

ます。 

なお、これらの取扱いについては、被災

地の医薬品、医療機器及び再生医療等製

品（以下「医薬品等」という。）を確保するた

めの一時的なものである旨、御留意願いま

す。 

記 

１１  薬薬局局開開設設のの許許可可、、医医薬薬品品のの販販売売業業のの許許

可可、、高高度度管管理理医医療療機機器器等等販販売売業業又又はは貸貸  

与与業業のの許許可可、、管管理理医医療療機機器器販販売売業業又又はは貸貸

与与業業のの届届出出（（法法第第４４条条、、第第 2244 条条、、第第 3399 条条及及びび

第第 3399 条条のの３３））  

薬局等の許可等薬局開設の許可、医薬

品の販売業の許可、高度管理医療機器等

販売業又は貸与業の許可を受けている又

は管理医療機器販売業又は貸与業の届出

を行っている店舗等（以下「薬局等」という。）

が、令和６年能登半島地震による災害により

被災し、当該薬局等で業務を行うことができ

ない場合、当該薬局等の復旧見込みがあっ

て、地域における医薬品供給等の対応を行

う上で一時的に当該薬局等と近接する建物

等に仮設の薬局又は店舗等（以下「仮設店

舗」という。）を設置し、当該薬局等に係る業

務を行うことは、所在地の都道府県知事等

の判断により、薬局等の業務について保健

衛生上支障を生じない範囲において認めら

れること。 

この場合、仮設店舗について薬局等の開

設等の許可を新規に受けることは不要であ

り、別紙参考様式により一時的に仮設店舗

で業務を行う旨、復旧に要する期間等につ

いて薬局等の開設者等に届け出させること。 

なお、届出時期については、仮設店舗で

業務を開始する前を原則とするが、状況を

勘案し、業務開始後、速やかに届け出させ

ることもやむを得ないこと。 

２２  管管理理者者（（法法第第７７条条、、第第2288条条及及びび第第3399条条のの２２））  

薬局等の管理者が令和６年能登半島地

震による災害の被災地に赴いて調剤等に

従事する場合において、当該薬局等の開

設者が、必要に応じて管理者以外の業務に

従事する薬剤師等のうちから代行者を指定

するとともに、薬局等の業務に係る責任を明

確にするときは、当該薬局等における業務

の継続に当たり、管理者の変更手続きを省

略して差し支えないこと。 

この場合、管理者が管理義務のある薬局

等とは別の場所で調剤等の薬事に関する

実務を行うことになるが、都道府県知事等に
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よる兼務許可がなくても、薬局等の開設者

等において管理者が被災地で業務を行っ

た場所、期間等を記録しておくことで差し支

えないこと。 

３３  薬薬局局、、医医薬薬品品のの販販売売業業のの届届出出（（法法第第  1100  

条条及及びび第第 3388 条条並並びびにに施施行行規規則則第第 1166 条条））  

令和６年能登半島地震による災害により、

一時的に薬局又は医薬品の販売業の営業

時間を変更する場合や薬事に関する実務

に従事する薬剤師又は登録販売者の氏名

又は週当たりの勤務時間数を変更する場合

は、変更の届出を省略して差し支えないこと。 

この場合、薬局等の開設者等は当該変

更事項がわかるように記録等を残しておくこ

と。 

４４  処処方方箋箋医医薬薬品品（（法法第第 4499 条条））  

令和６年能登半島地震による災害の被災

地の患者に対する処方箋医薬品の取扱い

については、「薬局医薬品の取扱いについ

て」（平成26年３月18日付け薬食発第 0318 

第４号厚生労働省医薬食品局長通知）の第

１の１の（２）①に示したとおり、法第 49 条第

１項の規定における「正当な理由」に該当し、

医師等の受診が困難な場合、又は医師等

からの処方箋の交付が困難な場合におい

て、患者に対し、必要な処方箋医薬品を販

売又は授与することが可能であること。 

なお、薬剤服用歴、お薬手帳及びマイナ

ンバーカード等を活用し、患者の服薬情報

を確認するよう、努めること。 

 

（参考） 
○ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第
１４５号） 
（処方箋医薬品の販売） 
第四十九条 薬局開設者又は医薬品の販売

業者は、医師、歯科医師又は獣医師から処方
せんの交付を受けた者以外の者に対して、
正当な理由なく、厚生労働大臣の指定する

医薬品を販売し、又は授与してはならない。 
ただし、薬剤師等に販売し、又は授与すると
きは、この限りでない。 

○ 「薬局医薬品の取扱いについて」（平成２６
年３月１８日付薬食発第 0318 第４号厚生労働
省医薬食品局長通知） 

第１ 処方箋に基づく販売 
１．処方箋医薬品について 
（１） 原則 

薬局医薬品のうち、処方箋医薬品につい
ては、薬剤師、薬局開設者、医薬品の製造販
売業者、製造業者若しくは販売業者、医師、
歯科医師若しくは獣医師又は病院、診療所
若しくは飼育動物診療施設の開設者（以下
「薬剤師等」という。）が業務の用に供する目
的で当該処方箋医薬品を購入し、又は譲り受
けようとする場合に販売（授与を含む。以下同
じ。）する場合を除き、新法第49条第１項の規
定に基づき、医師等からの処方箋の交付を
受けた者以外の者に対して、正当な理由な
く、販売を行ってはならない。 

なお、正当な理由なく、医師等からの処方
箋の交付を受けた者以外の者に対して処方
箋医薬品を販売した場合については、罰則
が設けられている。 

（２） 正当な理由について 
新法第 49 条第１項に規定する正当な理由

とは、次に掲げる場合によるものであり、この
場合においては、医師等の処方箋なしに販
売を行っても差し支えない。 
① 大規模災害時等において、医師等の受

診が困難な場合、又は医師等からの処方
箋の交付が困難な場合に、患者（現に患
者の看護に当たっている者を含む。）に対
し、必要な処方箋医薬品を販売する場合 

 

 

５５  医医薬薬品品等等のの融融通通（（法法第第 2244 条条、、第第 3399 条条、、第第

4400 条条のの５５））  

今般のような大規模な災害で通常の医薬

品等の供給ルートに支障を来し、需給が逼

迫する場合に、病院、診療所、薬局又は地

方公共団体の間で医薬品等を融通すること

は、差し支えないこと。 

６６  医医療療用用麻麻薬薬をを必必要要ととすするる患患者者にに対対ししてて

（（麻麻薬薬及及びび向向精精神神薬薬取取締締法法第第 2244 条条、、第第 2277 条条））  
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被災地の患者が麻薬施用者である医師

への受診が困難な場合及び麻薬施用者で

ある医師等から麻薬及び向精神薬取締法

第 27 条に規定する麻薬処方箋の交付を受

けることが困難な場合においては、麻薬小

売業者等は、当該患者の症状等について

麻薬施用者である医師へ連絡し、当該患者

に対する医療用麻薬の施用の指示が確認

できる場合において、必要な医療用麻薬を

施用のため交付することは差し支えないこと。 

７７  医医薬薬品品ででああるる覚覚醒醒剤剤原原料料をを必必要要ととすするる患患

者者にに対対ししてて（（覚覚醒醒剤剤取取締締法法第第 3300 条条のの９９））  

被災地の患者が医師への受診が困難な

場合及び医師等からの処方箋の交付が困

難な場合において、覚醒剤原料取扱者で

ある薬局等は、当該患者の症状等について

医師へ連絡し、当該患者に対する医薬品で

ある覚醒剤原料の施用の指示が確認できる

場合において、必要な医薬品である覚醒剤

原料を施用のため交付することは差し支え

ないこと。 

８８  向向精精神神薬薬をを必必要要ととすするる患患者者にに対対ししてて（（麻麻

薬薬及及びび向向精精神神薬薬取取締締法法第第 5500 条条のの 1166、、第第  5500  

条条のの  1177））  

被災地の患者が医師への受診が困難な

場合及び医師等からの処方箋の交付が困

難な場合において、向精神薬小売業者等

は、当該患者の症状等について医師等へ

連絡し、当該患者に対する向精神薬の施用

の指示が確認できる場合のほか、医師等か

らの事前の包括的な施用の指示（例えば、

被災者の患者の持参する薬袋等から常用

する向精神薬の薬剤名及び用法・用量が確

認できる場合に、当該向精神薬を必要な限

度で提供することについて事前に医師等に

了承を得ている場合等）が確認できる場合

において、必要な向精神薬を施用のため交

付することは差し支えないこと。 

９９  交交付付ししたた医医療療用用麻麻薬薬等等のの記記録録ににつついいてて

（（麻麻薬薬及及びび向向精精神神薬薬取取締締法法第第 3388 条条、、第第 3399 条条、、

第第 5500 条条のの 2233、、覚覚醒醒剤剤取取締締法法第第 3300 条条のの 1177））  

６から８までの場合において、譲り渡した

医療用麻薬等の品名、数量及び譲渡先（譲

り受けた患者の氏名や、その者が特定可能

な個人情報等）について記録し、連絡を取

った医師等に報告すること。 

1100  そそのの他他（（薬薬剤剤師師法法第第 2222 条条、、薬薬剤剤師師法法施施行行

規規則則第第 1133 条条のの３３第第１１号号））  

薬剤師法第 22 条及び薬剤師法施行規

則第 13 条の３第１号に規定しているとおり、

被災地において、薬剤師が薬局で調剤でき

ない場合、薬局以外の地方自治体の設置

する避難所内の調剤所等で、薬剤師が販

売又は授与の目的で調剤しても差し支えな

いこと。 

【 別紙 ： 略 】 

⑦平成２３年東北地方太平洋沖地震

の被災に伴う薬事法等の取扱いにつ

いて 
平成２３年３月２４日 薬食総発０３２４第１号 

薬食機発０３２４第１号 

   都 道 府 県 

各  保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

   特 別 区 

厚生労働省医薬食品局総務課長 

厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室長 

平成 23 年 3 月 11 日の東北地方太平洋

沖地震の被災に伴う薬事法（昭和35年法律

第 145 号)、薬事法施行規則（昭和 36 年厚

生省令第 1 号。以下「厚生労働省令」という｡）

及び薬局並びに店舗販売業及び配置販売

業の業務を行う体制を定める省令（昭和 39

年厚生省令第 3 号。以下「体制省令」という｡）

の取扱いについて、下記のとおりまとめまし
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たのでお知らせいたします。これらの取扱

いについては被災地の医療提供体制を確

保するための一時的なものであるので、通

常の手続きを行うことが可能となった場合は、

速やかに通常定められた手続きが行われる

よう取扱いをお願いいたします。 

記 

１ 東北地方太平洋沖地震による患者に対

応するため、一時的に、薬局又は医薬品の

販売業の営業時間を変更する場合や薬事

に関する実務に従事する薬剤師又は登録

販売者（以下「薬剤師等」という｡）の数等を

変更する場合には、変更の届出は省略して

差し支えないこと。（薬事法第 10 条、第 38

条及び厚生労働省令第１６条関係） 

２ 東北地方太平洋沖地震により薬剤師等

が被災したこと又は被災地を通行できない

ことによって勤務できない場合には、当面の

間、当該薬剤師等を体制省令における勤務

している薬剤師等として取り扱って差し支え

ないこと。（体制省令第１条及び第２条関係） 

３ 東北地方太平洋沖地震により、一時的

に、当該被災地内で従事するため、薬局開

設者、医薬品の販売業者、高度管理医療機

器、特定保守管理医療機器若しくは管理医

療機器の販売業者若しくは賃貸業者が、休

止の届出を行うことができないときは、当該

届出を省略して差し支えないこと。なお、こ

の場合において、薬局の管理者の兼務に

係る都道府県知事の許可は不要として差し

支えない。（薬事法第７条第３項、第 10 条、

第 38 条及び第 40 条関係） 

⑧令和６年能登半島地震に伴う診療

録等の文書の保存に係る取扱いにつ

いて     令和６年１月１８日 事務連絡 

 

   都道府県医務主管課 

   都道府県薬務主管課 

   地方厚生（支）局医療課 

   地方厚生（支）局医事課 

厚生労働省医政局、医薬局、保険局 

平素より厚生労働行政にご理解、ご協力

いただき、厚く御礼申し上げます。 

今般、令和６年能登半島地震により、別紙

に掲げる文書が滅失した場合の取扱いに

ついては、別添「文書保存に係る取扱いに

ついて（医療分野）」における取扱いと同様

とするので、貴課におかれてはこれを御了

知いただくとともに、必要に応じ、管下の市

区町村、関係機関、関係団体及び医療機関

等への周知をお願いいたします。 

なお、滅失した文書の有無の確認や、本

事務連絡に基づく対応については、直ちに

実施を求めるものではなく、医療機関等の

復旧作業に着手可能な状況になった段階

で実施することとして差し支えないことを申

し添えます。 

（別紙） 

① 医師法（昭和 23 年法律第 201 号）第 24

条の診療録 

② 歯科医師法（昭和 23 年法律第 202 号）

第 23 条の診療録 

③ 保健師助産師看護師法（昭和23 年法律

第 203 号）第 42 条の助産録 

④ 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 21

条第 1 項第 9 号、第 22 条第 2 号及び第

22 条の 2 第 3 号の診療に関する諸記録、

第 22 条の 3 第 3 号の診療及び臨床研究

に関する諸記録並びに第22 条第3 号、第

22 条の 2 第 4 号及び第 22 条の 3 第 4 号

の病院の管理及び運営に関する諸記録 

⑤ 医療法第 46 条第 2 項の財産目録、第

51 条の 4 第 1 項（同条第 4 項において準

用する場合を含む。）に規定されている書

類、同条第2項（同条第4 項において読み

各                     御中 
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替えて準用する場合を含む。)に規定され

ている書類、同条第 3 項（同条第 4 項にお

いて読み替えて準用する場合を含む。）に

規定されている書類 

⑥ 医療法第 46 条の 3 の 6 において準用

する一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律(平成18年法律第48号。以下「法

人法」という。)第 57 条第 2 項に規定されて

いる議事録及び同条第 3 項に規定されて

いる議事録の写し、第 46 条の 4 の 7 にお

いて準用する法人法第 193 条第 2 項に規

定されている議事録及び同条第３項に規

定されている議事録の写し、第 46 条の 7

の 2 第 1 項において準用する法人法第97

条第 1 項に規定されている議事録、第 50

条の２第２項に規定されている会計帳簿等、

第 54 条の 7 において読み替えて準用す

る会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 684

条第 1 項に規定されている社会医療法人

債原簿及び会社法第731 条第2 項に規定

されている議事録並びに第 58 条の 3 第 2

項(第 59 条の 2 において準用する場合を

含む。)及び同法第 60 条の 4 第 2 項(第61 

条の 3 において準用する場合を含む。)に

規定されている書類 

⑦ 覚醒剤取締法（昭和 26 年法律第252 号）

第 18 条第１項の譲渡証、第 28 条第 1 項

の帳簿、第 30 条の 10 第１項の譲渡証 

⑧ 麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法

律第 14 号）第 32 条第 1 項の譲渡証、第

38 条第 1 項及び第 39 条第 1 項の帳簿並

びに第 50 条の 23 第 2 項の記録 

⑨ 歯科技工士法（昭和 30 年法律第168 号）

第 19 条の指示書 

⑩ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律（昭和 35

年法律 145 号）第 46 条第 1 項の毒薬及び

劇薬の譲渡に係る文書、第 49 条第 2 項の

処方せん医薬品の販売等に係る帳簿、第

68 条の 7 第 3 項及び第４項の再生医療等

製品に関する記録並びに第 68 条の 22 第

３項及び第４項の特定生物由来製品に関

する記録 

⑪ 薬剤師法（昭和 35 年法律第 146 号）第 

27 条の処方せん及び第 28 条の調剤録 

⑫ 外国医師等が行う臨床修練等に係る医

師法第十七条等の特例等に関する法律

（昭和 62 年法律第 29 号）第 11 条の診療

録、第 12 条の助産録、第 14 条の救急救

命処置録及び第 15 条の指示書 

⑬ 救急救命士法（平成 3 年法律第 36 号）

第 46 条の救急救命処置録 

⑭ 再生医療等の安全性の確保等に関する

法律（平成25 年法律第 85 号）第 16 条第１

項の再生医療等に関する記録及び第 45

条の特定細胞加工物の製造に関する記録 

⑮ 臨床研究法（平成 29 年法律第 16 号）第

12 条の記録 

⑯ 医療法施行規則（昭和23 年厚生省令第

50 号）第 30 条の 21 及び第 30 条の 22 第

1 項の記録並びに第 30 条の 23 第 1 項か

ら第 3 項までの帳簿 

⑰ 保険医療機関及び保険医療養担当規

則（昭和 32 年厚生省令第 15 号）第 9 条の

診療録等 

⑱ 保険薬局及び保険薬剤師療養担当規

則（昭和 32 年厚生省令第 16 号）第 6 条の

調剤録及び処方せん 

⑲ 臨床検査技師等に関する法律施行規則

（昭和33 年厚生省令第24 号）第12 条の 3

の書類 

⑳ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律施行規則

（昭和 36 年厚生省令第 1 号）第 13 条の薬

局の管理に関する帳簿、第14 条の医薬品

の購入等に関する記録、第 145 条の店舗

の管理に関する帳簿、第 146 条の医薬品

の購入等に関する記録、第 149 条の 4 の

区域の管理に関する帳簿、第 149 条の 5

の医薬品の購入等に関する記録、第 158

条の 3 の営業所の管理に関する帳簿、第

158 条の 4 の医薬品の購入等に関する記

録 

㉑ 歯科衛生士法施行規則（平成元年厚生

省令第 46 号）第 18 条の歯科衛生士の業

務記録 
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㉒ 医薬品の臨床試験の実施の基準に関

する省令（平成 9 年厚生省令第 28 号）第

26 条の 12、第34 条及び第41 条第2 項の

記録 

㉓ 医師法第十六条の二第一項に規定する

臨床研修に関する省令（平成 14 年厚生労

働省令第 158 号）第 19 条の 2 の帳簿 

㉔ 医療機器の臨床試験の実施の基準に

関する省令（平成17年厚生労働省令第36

号）第 45 条、第 53 条及び第 61 条第 2 項

の記録 

㉕ 歯科医師法第十六条の二第一項に規

定する臨床研修に関する省令（平成 17 年

厚生労働省令第 103 号）第 18 条の帳簿 

㉖ 再生医療等製品の臨床試験の実施の

基準に関する省令（平成 26 年厚生労働省

令第89 号）第45 条、第53 条及び第61 条

第 2 項の記録 

㉗ 再生医療等の安全性の確保等に関する

法律施行規則（平成26 年厚生労働省令第

110号）第７条第８号の記録、第14条第２項

の記録、第 26 条の 13 第１項及び第２項の

記録、第34 条第３項から第５項までにおい

て保存を求める再生医療等提供計画、書

類、文書及び記録、第67条第１項の帳簿、

第 71 条第１項の記録並びに同条第２項及

び第３項において保存を求める再生医療

等提供計画、書類、文書の写し、申請書の

写し、申請書の添付書類、審査等業務に

関する規程及び委員名簿並びに第４章に

規定する文書及び記録 

㉘ 臨床研究法施行規則（平成30 年厚生労

働省令 17 号）第 37 条第１項及び同条第２

項の記録、第 51 条第２項の記録、第 53 条

第２項各号に掲げる書類及び記録並びに

同条第３項の記録、第62 条第１項の記録、

第83条第１項の帳簿並びに第85条第１項

の記録、同条第２項及び第３項の申請書の

写し、申請書の添付書類、業務規程及び

委員名簿 

【 別添 ： 略※ 】 

※ 本事務連絡の「別添」は、次に掲載する

「⑨文書保存に係る取扱いについて（医療

分野） 平成２３年３月３１日 事務連絡」と

同一 

⑨文書保存に係る取扱いについて（医

療分野）  平成２３年３月３１日 事務連絡 

   都道府県医務主管課 

   都道府県薬務主管課 

   地方厚生（支）局医療課 

   地方厚生（支）局医事課 

厚生労働省医 政 局 

医薬・生活衛生局 

保 険 局 

今般の東北地方太平洋沖地震の発生に

伴う建物の破損等により、関係法令において

診療を行った際に作成し、一定期間保存す

べきとされている文書等が失われた事例が

想定される。 

こうした事例については以下のとおり取り

扱うこととするので、御了知の上、現地の実

情を踏まえ適宜対処するとともに、関係者へ

の周知方お願いする。 

なお、滅失した文書の有無の確認及び本

事務連絡に基づく対応については、直ちに

実施することを求めるものではなく、医療機

関等の復旧作業に着手可能な状況になっ

た段階で実施することとして差し支えないこ

とを申し添える。 

記 

１．震災により診療録等を滅失した場合の

取扱い 

(1) 別紙に掲げる文書（民間事業者等が行

う書面の保存等における情報通信の技術

の利用に関する法律（平成 16 年法律第

149 号）等に基づき書面に代えて電磁的記

録により保存を行うことができることとされ

各                     御中 
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ている文書については電磁的記録を含む。

以下「診療録等」という。）については、関

係法令に基づき、医療機関等における保

存が義務づけられている。 

診療録等について、医療機関等におい

て適切な管理の下保存していたにもかか

わらず、今般の震災によりやむを得ず滅失

した場合（電磁的記録により保存を行って

いる医療機関等にあっては電磁的記録の

出力が不可能となった場合を含む。以下

同じ。）には、関係法令に基づく保存義務

違反には当たらないものと解すること。 

なお、診療録等の一部に限り滅失した場

合には、滅失していない部分について、引

き続き、関係法令に基づき、適切に保存を

行うこと。 

また、別紙⑤の文書については、当該文

書の全部又は一部を滅失した場合、医療法

人は、滅失した文書の写しを都道府県又は

厚生労働省から取り寄せ、保存すること。た

だし、今般の震災により都道府県又は厚生

労働省においてやむを得ず当該写しを滅

失した場合にあってはこの限りでないこと。 

(2) 診療録等の全部又は一部を滅失した場

合、医療機関等は、保存を行っていた場所、

滅失した理由、滅失した文書の名称（一部

を滅失した場合にはその範囲を含む。）等

を記録した文書を作成し、保存すること。 

(3) 電磁的記録の出力が不可能となった磁

気ディスク等については、個人情報の流

出等の疑いが生じることのないよう留意の

上、廃棄すること。 

(4) 診療録等のうち、患者の身体状況、病

状、治療等について作成された文書を滅

失した場合は、医療法第 1 条の 4 第 2 項

や「診療情報の提供等に関する指針」（平

成 15 年 9 月 12 日付け医政発第 0912001

号厚生労働省医政局長通知の別添）の趣

旨を踏まえ、患者が来診した際にその旨を

適切に説明するなど、医療従事者等と患

者等との信頼関係の構築に向けて取り組

むよう努めること。 

２．診療録等の保存場所に係る取扱い 

医療機関等の中には、「診療録等の保存

を行う場所について」（平成 14 年医政発第

0329003 号・保発第 0329001 号厚生労働省

医政局長・保険局長連名通知）において示

された基準（以下「外部保存基準」という。）

に従って、診療録等の外部保存（作成した

医療機関等以外の場所における保存をいう。

以下同じ。）を行っている施設もあるものと考

えられる。 

今般の震災に伴い、建物の破損等により、

医療機関等において診療録等の保存を行

う場所の確保、又は、外部保存基準を満た

す施設の確保が困難となった場合には、以

下の基準を満たした上で診療録等の外部

保存（電気通信回線を通じて行うものを除

く。）を行って差し支えないこと。ただし、医

療機関等において診療録等の保存を行う

場所の確保、又は、外部保存基準を満たす

施設の確保が可能となった場合には、速や

かに保存場所を変更すること。 

なお、電気通信回線を通じて行う診療録

等の外部保存については、通常どおり、外

部保存基準を満たす必要があること。 

(1) 診療録等が診療の用に供するものであ

ることにかんがみ、必要に応じて利用でき

る体制を確保しておくこと。 

(2) 個人情報の保護に関する法律（平成 15

年法律第 57 号）等を遵守する等により、患

者のプライバシー保護に十分留意し、個

人情報の保護が担保されること。 

(3) 外部保存は、診療録等の保存の義務を

有する医療機関等の責任において行うこと。
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また、事故等が発生した場合における責

任の所在を明確にしておくこと。 

【 別紙 ： 略 】 

➉卸売販売業者が医療救護所等へ医

薬品を販売することの可否について

（疑義照会） 
平成２４年１２月１７日 福保健薬第２８９５号 

厚生労働省医薬食品局総務課長 殿 

東京都福祉保健局健康安全部長 

平素より、東京都の薬事行政に御理解、

御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

標記の件について、下記のとおり疑義が

生じたため、照会いたします。 

記 

【照会内容】 

医療救護所、避難所及びそれらへ医薬

品を供給する医薬品集積所を設置する国、

都道府県知事又は市町村長（特別区の区

長を含む。）（以下「救護所等を設置する国

等」という。）は、薬事法第 25 条第 3 号に規

定する「その他厚生労働省令で定める者」

に該当し、救護所等を設置する国等に対し

て、卸売販売業者が医薬品を販売し、又は

授与することができると解するが、いかがか。 

⑪卸売販売業者が医療救護所等へ医

薬品を販売することの可否について

（回答） 
平成２４年１２月２０日 薬食発第１２２０第２号 

東京都福祉保健局健康安全部長 殿 

厚生労働省医薬食品局総務課長 

平成 24 年 12 月 17 日付けで照会のあっ

た標記の件について、下記のとおり回答す

る。 

記 

貴見とおり。 

⑫平成２８年熊本県熊本地方の地震

における医療用麻薬及び向精神薬の

取扱いについて 
平成２８年４月２０日 事務連絡 

各都道府県衛生主管部（局）  御中 

地方厚生（支）局麻薬取締部（支所）  御中 

厚生労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課  

今般の地震による被災地の処方箋医薬

品の取扱いについては、平成 28 年 4 月 19

日付け厚生労働省医薬・生活衛生局総務課

事務連絡 「 平成 28 年熊本地震における処

方箋医薬品の取扱いについて」により取り

扱われているところですが、医療用麻薬及

び向精神薬の取扱いについては、下記のと

おりとなりますので、被災地においてこれら

を必要とする者への供給に支障のないよう、

貴管下の関係者に周知してください。 

なお、本事務連絡は、麻薬小売業者によ

る医療用麻薬の提供及び向精神薬小売業

者による向精神薬の提供に関する見解を示

したものです。 

記 

１．医療用麻薬を必要とする患者に対して 

被災地の患者が麻薬施用者である医師

への受診が困難な場合及び麻薬施用者で

ある医師等から麻薬及び向精神薬取締法

第 27 条に規定する麻薬処方箋の交付を受

けることが困難な場合においては、麻薬小

売業者等は、当該患者の症状等について

麻薬施用者である医師へ連絡し、当該患者

に対する医療用麻薬の施用の指示が確認

できる場合において、必要な医療用麻薬を

施用のため交付することができます。 
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２．向精神薬を必要とする患者に対して 

被災地の患者が医師への受診が困難な

場合及び医師等からの処方箋の交付が困

難な場合において、向精神薬小売業者等

は、当該患者の症状等について医師等へ

連絡し、当該患者に対する向精神薬の施用

の指示が確認できる場合のほか、医師等か

らの事前の包括的な施用の指示（例えば、

被災者の患者の持参する薬袋等から常用

する向精神薬の薬剤名及び用法・用量が確

認できる場合に、当該向精神薬を必要な限

度で提供することについて事前に医師等に

了承を得ている場合等）が確認できる場合

において、必要な向精神薬を施用のため交

付することができます。 

⑬令和６年能登半島地震における医

療用麻薬の移動の取扱いについて

（医療機関及び薬局への周知依頼） 
令和６年１月４日 事務連絡 

各都道府県衛生主管部（局）   御中 

地方厚生（支）局麻薬取締部（支所）   御中 

厚生労働省医薬局監視指導・麻薬対策課 

今般の地震による被災地の医療用麻薬

の移動の取扱いについては、被災各県に

おいて、医療用麻薬の需給が逼迫している

状況に鑑み、必要な医療用麻薬の供給を

早期に確保する観点から、被災県内での麻

薬診療施設の開設者又は麻薬小売業者か

らの譲渡の取扱いにつきましては、下記の

手順に従い取り扱うこととしますので、被災

地における医療用麻薬を必要とする者への

供給に支障なきよう、貴管下の関係者に周

知してください。 

なお、本事務連絡における取扱いの終了

期限については、今後、被災地の状況を把

握した上で、別途通知します。 

記 

（１）麻薬小売業者及び麻薬診療施設の開

設者は、保有する麻薬の譲渡を行おうと

する場合において、その所在地を管轄す

る地方厚生局麻薬取締部宛てに譲渡する

医療用麻薬の名称、数量及び譲渡先に

ついて電話連絡をしてください。 

（２）譲渡後、麻薬診療施設の開設者にあっ

ては、麻薬及び向精神薬取締法第 24 条

第 10 項、麻薬小売業者にあっては、同法

第 24 条第 12 項第２号の規定に基づく医

療用麻薬の譲渡許可申請書を地方厚生

局麻薬取締部に提出してください。 

 
社会保険診療報酬支払基金 

国民健康保険中央会 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課 

厚生労働省医薬局総務課 

オンライン資格確認等システムの機能の

１つである、災害等発生時における「オンラ

イン資格確認等システム利用規約」第 21 条

第２項及び「電子処方箋管理サービス利用

規約」第 21 条第２項に基づく保険資格情

報・医療情報の閲覧機能のアクティブ化範

囲等については、「オンライン資格確認等シ

ステムにおける『緊急時医療情報・資格確認

機能』をアクティブ化する医療機関・薬局の

範囲・期間について」（令和５年１月 26 日付

事務連絡）にてお示ししたところ、この具体

的な適用範囲・期間について、下記のとおり

対応をお願いいたします。 

なお、今般の措置を講じるに当たり、医療

機関・薬局において留意すべき点は別添の

とおりです。対象地域の医療機関・薬局に

⑭オンライン資格確認等システムにお

ける「緊急時医療情報・資格確認機

能」をアクティブ化する医療機関・薬局

の範囲・期間について 
令和６年１月１日 事務連絡 

御中 
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周知する際に、併せて記載等いただきます

ようお願いいたします。 

記 

〇「緊急時医療情報・資格確認機能」のアク

ティブ化対象範囲・期間 

※令和６年１月７日まで 

【別添】医療情報を特例的に閲覧する場合

に留意すべき点 

○ 患者の薬剤情報・特定健診情報等及び

処方情報・調剤情報（以下「医療情報」と

いう。）を閲覧することは、患者に提供する

医療サービスでの利用に限られます。利

用目的外で患者の医療情報を閲覧するこ

とは認められません。なお、医療機関・薬

局において医療情報を閲覧した際、オン

ライン資格確認等システムにログ（通信記

録）が保管される仕組みとなっております。 

○ 「オンライン資格確認等システム利用規

約」第 21 条第２項及び「電子処方箋管理

サービス利用規約」第 21 条第２項に基づ

く医療情報の閲覧を行うに当たっては、以

下の方法で患者の特定を行ってください。

詳細については、「オンライン資格確認等

システム操作マニュアル（災害時医療情報

閲 覧 編 ） 」 （ https://www.iryohokenjyoho-

portalsite.jp/download/docs/manual_saigai.

pdf）をご参照ください。 

1. 医療機関等が、当該患者の被保険者番

号を把握している場合 

⑴ 患者から、医療情報を閲覧することに

ついて口頭等で同意を取得する。 

⑵ 資格確認端末から、当該患者の被保険

者番号をキーに、オンライン資格確認等

システムにおける「緊急時医療情報・資格

確認機能」に照会する。 

2. 医療機関等が、当該患者の被保険者番

号を把握していない場合 

⑴ 患者から、医療情報を閲覧することに

ついて口頭等で同意を取得する。 

⑵ 当該患者の①氏名、②生年月日、③性

別、④保険者名称又は患者の住所の一

部を確認し、資格確認端末に入力。①～

④の情報から、被保険者番号等を特定し

た上で、被保険者番号をキーに、オンラ

イン資格確認等システムにおける「緊急

時医療情報・資格確認機能」に照会する。 
 
※ なお、人の生命、身体又は財産の保護

のために必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難な場合には、個

人情報の保護に関する法律（平成 15 年

法律第 57 号）第 20 条第２項第２号に

基づき、本人の同意は必要ありません。こ

の場合は、患者が所持する身分証明証

や家族から提供された情報をもとに本人

を特定し、オンライン資格確認等システム

における「緊急時医療情報・資格確認機

能」への照会を行ってください。 

【 参考 ： 略 】 

 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）         御中 

後期高齢者医療主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局 

厚生労働省保険局国民健康保険課 

厚 生 労 働 省 保 険 局 高 齢 者 医 療 課 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課 

令和６年能登半島地震により被災した国

民健康保険又は後期高齢者医療制度に加

範囲 富山県富山市 （他29市町村 略） 

福井県福井市 （他 2 市 略） 

期間 災害救助法の適用第一報から一

週間（※） 

⑮令和６年能登半島地震による災害

の被災者に関する既往歴等の提供に

ついて   令和６年１月１９日 事務連絡 
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入する被保険者におかれては、かかりつけ

医等の医療機関等で診療を受けることがで

きず、他の医療機関等において診療を受け

る際に、当該被保険者に係る既往歴や薬剤

情報を把握できない場合が想定されます。 

現在、「令和６年能登半島地震にかかる

オンライン資格確認等システムにおける「緊

急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ

化の延長等について（その６）」（令和６年１

月 16 日付け厚生労働省保険局医療介護連

携政策課、医薬局総務課連名事務連絡）に

より、被災した一部地域において『緊急時医

療情報・資格情報機能』がアクティブ化され

ており、当該機能を活用することで、患者の

同意の下、マイナンバーカードが手元にな

くても、患者の４情報での検索により、患者

の薬剤情報等を把握することができますの

で、ご活用ください。 

他方、建物や通信機器の損壊等により、

医療機関・薬局でオンライン資格確認等シ

ステムを利用できない場合も想定されること

から、このたび石川県国民健康保険団体連

合会（以下「石川県国保連」という。）におい

ては、かかりつけ医等の医療機関等以外に

おいても、被災した被保険者の罹患情報等

を把握し、適切な医療を速やかに提供する

ため、医療機関等及び保険者等からの照会

に応じ、石川県国保連が保有する、国民健

康保険又は後期高齢者医療制度に加入す

る被保険者の罹患情報等を提供する事業を

実施することとなりました。ついては、事業

の実施について貴管内関係者に対する周

知等、特段のご配慮をお願いいたします。 

なお、石川県国保連が当該事業を実施

するに際しては、下記の点に留意することと

しております。詳細につきましては、石川県

国保連にお問合せ下さい。 

記 

１．本人の同意 

診療報酬明細書等に記載されている情

報を第三者に提供されることについて同意

が得られていることを、当該被保険者を診

療している医師等を介して確認する等の方

法により適切に確認すること。なお、個人情

報の保護に関する法律（平成 15 年５月 30 

日法律第 57 号）において、「人の生命、身

体又は財産の保護のために必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難

であるとき」は本人の同意は不要とされてい

る。 

２．本人が閲覧しないことの確認 

被災した被保険者本人が傷病名等を知る

ことによって診療上支障が生じる場合がある

ことから、診療報酬明細書等については、

被保険者本人が閲覧しないよう、診療を行う

医師等に対して直接提供すること。 

３．照会への対応状況の記録 

診療報酬明細書等の提供を受けた医療

機関等の名称、医師名、年月日、提供情報

の概要等について、記録すること。 
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災害時における医薬品等の供給体制の

整備について、日頃よりご尽力いただき厚く

御礼申し上げます。  

災害時の医薬品等の供給の考え方につ

いては、阪神・淡路大震災の経験を基に作

成した「大規模災害時の医薬品等供給シス

テム検討会報告書」（平成８年１月厚生省大

規模災害時の医薬品等供給システム検討

会報告。以下「検討会報告書」という。）、東

日本大震災の経験を基に作成した「東日本

大震災対応録―経緯と教訓―」（平成 23 年

７月医政局経済課作成。以下「対応録」とい

う。）において、その基本的な考え方を示し

ております。  

検討会報告書では、①外科系措置用、②

急性疾患措置用、③慢性疾患措置用の医

薬品等の需要が災害発生時から経過毎に

見込まれると記載しており、医薬品等の事

前の確保は主として外科系措置用の医薬品

等（災害から３日程度の間に必要なもの）を

することとしております。  

しかしながら、対応録に記載されていると

おり、災害の状況によっては急性疾患措置

用及び慢性疾患措置用の医薬品等が想定

より早い段階で必要となる場合もあります。  

こうしたことから、「災害時に必要な医薬

品等の確保について（周知）」（平成 30 年３

月９日付け事務連絡。以下「平成 30 年事務

連絡」という。）において、災害時の医薬品

等の確保に当たっては、地域的な要因等を

踏まえつつ、急性疾患措置用及び慢性疾

患措置用の医薬品等についてもご配慮を

お願いしているところです。 

 今般、趣旨をより明確化するため、  

・ 検討会報告書本文において確保の配慮が

必要としております糖尿病患者に対するイ

ンスリン製剤（接種に必要となる注射針等

を含む。）  

・ 平成 30 年事務連絡において趣旨を理解

いただくようお願いしている抗てんかん薬  

につきましては、外科系措置用の医薬品

等（災害から３日程度の間に必要なもの）と

同様に取り扱っていただくよう、お願いいた

します。  

各都道府県におかれましては、引き続

き、災害時に必要な医薬品等の確保にご尽

力いただくようお願い申し上げます。

⑯災害時に必要な医薬品等の確保に

ついて（周知）  

令和５年１１月８日 事務連絡 
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